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第１章 調査研究の概要 

第１節 調査研究の目的 

自動運転技術は、我が国の交通事故の削減や渋滞の緩和等に不可欠なものであり、近

年、国内外において技術開発が急速に進展している。 

警察庁では、近年における道路交通をめぐる情勢等に鑑み、平成30年度には「技術開

発の方向性に即した自動運転の実現に向けた調査検討委員会」を開催し、道路交通法

（昭和35年法律第105号）の在り方等を検討した。同委員会において取りまとめられた

「技術開発の方向性に即した自動運転の実現に向けた調査研究報告書（道路交通法の在

り方関係）」を踏まえ作成したＳＡＥレベル 1３の自動運転システムに係る走行環境の整

備を図る「道路交通法の一部を改正する法律」は、令和元年６月５日、令和元年法律第

20号として公布された。同法律は、令和２年４月１日に施行される。 

また、「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ2019」（令和元年６月７日高度情報通信ネット

ワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議決定。以下「ロードマップ」と

いう。）においては、ＳＡＥレベル４の自動運転について、2025年目途に 

○ 高速道路での自動運転自家用車の市場化 

○ 高速道路での自動運転トラックの導入普及 

○ 限定地域での無人自動運転移動サービスの全国普及 

を目指すこととされ、ＳＡＥレベル４の自動運転の市場化・サービス実現のシナリオが

示されている。（図１参照） 

こうした背景から、道路交通法を所管する警察庁から委託を受け、本調査研究では、

交通の安全と円滑を図る観点から、技術開発の方向性に即したＳＡＥレベル４（従来の

運転者の存在を前提としないもの）の自動運転の実現に向けた環境の整備等を図ること

を目的として、 

○ 自家用車（オーナーカー）及び事業用車（物流トラック）におけるＳＡＥレベル４

の自動運転 

○ 限定地域での無人自動運転移動サービス（サービスカー）（ＳＡＥレベル４） 

の実用化やその先の段階を念頭に置いた交通関係法規上の課題等に関する各種調査研究

を行うこととした。 

本調査研究における用語の定義は、ロードマップにおいても採用されているＳＡ

Ｅ InternationalのＪ3016（2016年９月）の日本語参考訳であるＪＡＳＯ ＴＰ 18004

（2018年２月） 2の定義を基本的に採用することとした。 

なお、本調査研究は、令和元年度警察庁委託事業として、みずほ情報総研株式会社が

受託し実施した。 

                             
1 Society of Automotive Engineers International が定義付ける自動車の運転の自動化レベル 
2 ＪＡＳＯ テクニカルペーパ「自動車用運転自動化システムのレベル分類及び定義」（2018年２月１日発行） 



2 
 

 

【図１】2025 年完全自動運転を見据えた市場化・サービス実現のシナリオ 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
3 ロードマップ 22頁図７を基に作成。赤色で囲った部分は、ロードマップにおいて 2025 年を目処に目指すこととさ

れているものである。 
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【表１】運転自動化レベルの定義の概要 4 

 

 

 

                             
4 ロードマップ 11頁表「表１－運転自動化レベルの定義の概要」を基に作成。 
5 認知、予測、判断及び操作の行為を行うこと。 

レベル 概要 操縦 5の主体 

運転者が一部又は全ての動的運転タスクを実行 

レベル０ ・運転者が全ての動的運転タスクを実行 運転者 

レベル１ 

 

・システムが縦方向又は横方向のいずれかの車両

運動制御のサブタスクを限定された運行設計領

域において実行 

運転者 

レベル２ 

 

 

・システムが縦方向及び横方向両方の車両運動制

御のサブタスクを限定された運行設計領域にお

いて実行 

運転者 

自動運転システムが（作動時は）全ての動的運転タスクを実行 

レベル３ 

 

・システムが全ての動的運転タスクを限定された

運行設計領域において実行 

・作動継続が困難な場合は、システムの介入要求

等に運転者が適切に応答 

システム 

（作動継続が

困難な場合は

運転者） 

レベル４ 

 

・システムが全ての動的運転タスク及び作動継続

が困難な場合への応答を限定された運行設計領

域において実行 

システム 

レベル５ 

 

 

・システムが全ての動的運転タスク及び作動継続

が困難な場合への応答を領域の限定なく実行 

システム 
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第２節 調査検討委員会の開催 

１ 開催目的等 

調査研究に当たり、調査方法及び調査内容の企画、実施及び検討、調査結果の分析、

課題の検討等を行うため、「自動運転の実現に向けた調査検討委員会」（以下「調査検

討委員会」という。）を開催した。 

 

２ 委員等（敬称略） 

調査検討委員会の委員等は、次のとおりである。 

【委員長】 

藤原 靜雄  中央大学大学院 法務研究科 教授 

【委員】 

朝倉 康夫  東京工業大学 環境・社会理工学院 土木・環境工学系 教授 

天野 肇   ＩＴＳ Japan 専務理事 

石田 敏郎  早稲田大学 名誉教授 

稲垣 敏之  筑波大学 副学長・理事 

今井 猛嘉  法政大学大学院 法務研究科 教授 

岩貞 るみこ 自動車ジャーナリスト 

鹿野 菜穂子 慶應義塾大学大学院 法務研究科 教授 

木村 光江  首都大学東京法科大学院 教授 

佐藤 恵   法政大学キャリアデザイン学部 教授 

・法政大学大学院キャリアデザイン学研究科 教授 

須田 義大  東京大学 モビリティ・イノベーション連携研究機構長 

・生産技術研究所 教授 

横山 利夫  一般社団法人 日本自動車工業会 自動運転検討会 主査 

早川 智之  警察庁 交通局 交通企画課長（第１回は太刀川浩一） 

高水 紀美彦 警察庁 長官官房 参事官（高度道路交通政策担当）（第１、２回は堀内尚） 

畠山 雅英  警察庁 交通局 交通企画課自動運転企画室長（第１、２回は杉俊弘） 

作道 英文  警察庁 交通局 交通企画課理事官 

【オブザーバー】 

平井 淳生  内閣官房 情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室参事官 

古賀 康之  内閣府 政策統括官（科学技術・イノベーション担当）付参事官 

（社会システム基盤）付企画官 

五十嵐大和  総務省 総合通信基盤局 電波部移動通信課 

新世代移動通信システム推進室長 

大塚 雄毅  法務省 刑事局 参事官 

永澤 浩之  外務省 国際協力局 専門機関室長 

植木 健司  経済産業省 製造産業局 自動車課ＩＴＳ・自動走行推進室長 

安部 勝也  国土交通省 道路局 道路交通管理課 

高度道路交通システム（ＩＴＳ）推進室長 

平澤 崇裕  国土交通省 自動車局 技術政策課自動運転戦略官 

森髙 龍平  国土交通省 自動車局 安全政策課安全監理室長  
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第３節 調査研究の概要 

１ 調査研究の全体像 

調査研究の全体像は、次の図２のとおりである。 

【図２】調査研究の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 調査検討委員会の開催状況 

調査検討委員会（開発中の自動運転車の試乗を含む。）の開催日程と各回の議事等

は、次の表２のとおりである。 

【表２】調査検討委員会及び自動運転車の試乗会の開催日程及び議事 

回 開催日程 議事 

第１回 
令和元年 

７月 25 日 

• 委員長選出 

• 自動運転の実現に向けた調査研究の概要 

• 海外調査、ヒアリング等要領案 

• ＳＡＥレベル４の自動運転の実用化を念頭に置いた交通関係

法規上の課題 

試乗会 
令和元年 

11 月 28 日 

• 自動運転車の試乗 

• 自動運転システム開発企業との意見交換 

※ 本試乗結果等の詳細については、別添１「自動運転車試乗

結果」に記載した。 

第２回 
令和元年 

12 月 25 日 

• ＳＡＥレベル４の自動運転の実用化を念頭に置いた交通関係

法規上の課題 

第３回 
令和２年 

３月 
• 調査研究報告書案（電子メール審議） 

 

■ ＳＡＥレベル４（運転者の存在を前提としないもの）
◇ 自家用車及び物流事業用車におけるＳＡＥレベル４の自動運転
◇ 限定地域での無人自動運転移動サービス

の実用化やその先の段階を念頭に置いた交通関係法規上の課題に関する調査・検討を実施

■ ＳＡＥレベル４の実現を目指す自動運転車の試乗

自動運転の実現に向けた調査検討委員会の開催
（学識者等12名、警察庁４名、オブザーバー９名）

■ システム開発者、研究者等からのヒアリング

■ 諸外国における制度に関する資料の収集・分析

■ 諸外国における新たな制度構築に関するヒアリング
（海外調査：アメリカ・フィンランド・スウェーデン・ドイツ・オーストラリア・ＵＡＥ（ドバイ））
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３ ヒアリング調査の実施 

我が国において、自家用車（以下「オーナーカー」という。）及び事業用車（以下

「物流トラック」という。）並びに限定地域での無人自動運転移動サービス（以下

「サービスカー」という。）として実用化が見込まれるＳＡＥレベル４の自動運転シ

ステムに関し、システムの研究開発、実証実験等に取り組んでいる自動車メーカや大

学研究者等に対し、これらの実現に向け、技術開発の方向性及び各種課題等について、

次のとおり書面等によるヒアリング（２主体に対しては対面にてヒアリング）を実施

した。本ヒアリングの詳細については、別添２「自動運転システム開発者等に対する

ヒアリング結果等」に記載した。 

(1)  実施期間 

令和元年 10月から令和２年１月までの間 

(2)  ヒアリング対象 

 自動車メーカ、大型車メーカ、研究機関等 41 主体 

 

４ 諸外国における制度等に関する資料の収集・分析の実施 

   ＳＡＥレベル４の自動運転によるオーナーカー及び物流トラック並びにサービスカ

ーの実現に向けた諸外国における制度等に関する資料の収集・分析を実施した。本収

集・分析の詳細については、「第２章第２節５ 海外動向」に記載した。 

 

５ 海外調査の実施 

  ＳＡＥレベル４の自動運転によるオーナーカー及び物流トラック並びにサービスカ

ーの実現に向けた取組等に関する調査を次のとおり実施した。本海外調査の詳細につ

いては、別添３「海外調査結果の概要」に記載した。 

(1)  実施時期 

令和元年 11月及び 12 月 

(2)  調査対象国 

アメリカ、フィンランド、スウェーデン、ドイツ、オーストラリア及びＵＡＥ

（ドバイ） 
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第２章 調査検討委員会における検討 

自動運転は、交通事故の削減や渋滞の緩和等への期待はもとより、高齢化率の更なる上

昇のほか、過疎化が進む地方部における公共交通サービスの減少等に伴い、運転免許証返

納後の高齢者をはじめとした移動弱者の移動手段の確保といった喫緊の課題に対する有効

な解決策として期待され、地方全体の活性化に資するとされている 6。また、物流分野に

おいても、自動運転技術により、運転手の負担軽減やトラックやバス等の運転手不足等の

課題解決が期待されている 7。 

 

第１節 ＳＡＥレベル４の自動運転の実用化を目指す公道実証実験の状況 

これまで警察庁では、自動運転システムの公道実証実験について、 

○ 「自動走行システムに関する公道実証実験のためのガイドライン」（平成 28 年５月） 

○ 「自動運転の公道実証実験に係る道路使用許可基準」（令和元年９月） 8（以下「新基

準」という。） 

を策定・公表している。 

新基準は、限定地域での無人自動運転移動サービスに関し、 

○ 「自動運転に係る制度整備大綱」（平成 30 年４月 17 日高度情報通信ネットワーク社

会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議決定）やロードマップにおいて、「当

面は、遠隔型自動運転システムを使用した現在の実証実験の枠組みを事業化の際にも

利用可能とする」とされ、実際に限定地域での無人自動運転移動サービスの実用化に

向けた取組が進められていること 

○ 手動による運転時は通常のハンドル・ブレーキと異なる特別な装置で操作する自動車

（以下「特別装置自動車」 9という。）を使用した公道実証実験が行われていること 

などを踏まえ、遠隔型自動運転システムの道路使用許可基準 10に、特別装置自動車も新た

に基準の対象とするとともに、今後の事業化を見据えて安全対策等を充実させたものであ

る。 

なお、これまでに、遠隔型自動運転システムを使用した公道実証実験は、東京都、愛知県、

石川県、神奈川県及び福井県（令和２年３月 14 日現在）において行われており、特別装置自

動車を使用した公道実証実験は、東京都、北海道、千葉県、静岡県及び長崎県（令和２年３

月 14日現在）において行われている。

                             
6 高齢者による運転免許の自主返納数は、2019 年には 50万件を超え過去 10年間で 22 倍以上に増えているほか、バ

ス路線が 2008 年から 10年間で約１万３千ｋｍが廃止され、移動手段のない地域が拡大しているなど、公共交通等の

移動手段のない地域での生活の足の確保が困難となっている。（参考資料１及び２参照） 
7 50 歳以上の割合が４割以上を占めるなどトラック運転手の高齢化が進展し、運転手の確保も年々難しくなってい

る。（参考資料２参照） 
8 参考資料３参照 
9 特別装置自動車の例として、フランス NAVYA（ナビヤ）社製 ARMA（アルマ）、フランス EasyMile（イージマイル）

社製 EZ10（イージーテン）、トヨタ自動車製 e-Palette（イーパレット）等が挙げられる。 
10 「遠隔型自動運転システムの公道実証実験に係る道路使用許可の申請に対する取扱いの基準」（平成 29 年６月） 
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第２節 調査検討委員会における検討 

１ 検討の前提及び対象 

調査検討委員会においては、技術開発の方向性を踏まえながら、ＳＡＥレベル４の

自動運転の実用化やその先の段階を念頭に置いた環境の整備等を図ることを目的とし、

交通関係法規上の課題等について検討を行った。 

具体的には、ＳＡＥレベル４の自動運転システムは、 

○ 自動車を運行する者の操縦に係る認知、予測、判断及び操作の能力の全部を代替

する 

○ 常に道路交通法上の交通ルールを遵守して自動車を運行させることができる 

○ 運行設計領域内では、引継ぎを要さない 

ものであることを前提に、 

○ ＳＡＥレベル４の自動運転システムを使用して自動車を運行させることに関する

制度 

を導入するための交通関係法規上の課題等について検討を行った。 

本章冒頭にも記載した自動運転システムに対する社会的な期待に鑑みれば、ＳＡＥ

レベル４の自動運転システムの実用化に対応する制度は、 

○ 運行設計領域内において道路交通法上の「運転者」の存在を前提としない制度 

であることが想定され、したがって、「運転者」に一切頼らずに、常に安全かつ道路

交通法を遵守して走行することが確保されるための仕組みが整っていることが求めら

れる。（図３参照） 

この点、自動運転システムの技術開発者等によれば、現在の技術開発状況において

は、自動運転システム単独では確実な履行を確保することが困難な操縦に係る義務が

存在し、道路交通環境（インフラ）を必要とする場合もあり得、また、自動運転車も

工業製品である以上、故障をはじめとして何らかのエラーが生じる可能性は否定でき

ないとされている。 

したがって、従来の「運転者」の存在が前提とされない制度の在り方について検討

を進めるためには、自動運転車の安全性やインフラの整備・管理等の在り方を含む技

術開発の動向のほか、これまでは「運転者」が果たしてきた様々な義務について、自

動運転システムがどこまで果たすことができる（想定されている）のか、「運転者」

に替わる新たな主体はどのような義務を担うべきであるのか、自動運行において「運

転者」ではないどのような主体の存在が想定されているのかなど、自動運転車の運行

の形態等を十分に踏まえる必要がある 11。 

また、ＳＡＥレベル４の自動運転車では、車内が無人（乗客のみ）の状態も想定さ

れることから、高度な運転支援技術を搭載した自動車や近く実用化されるＳＡＥレベ

ル３の自動運転車の実社会における走行状況等（交通事故・違反の発生状況等を含

                             
11 米国ランド研究所（RAND Corporation）によるが 2016 年に発表した報告書において、統計学上、自動運転の方が

人間の運転よりも安全性が改善されることを証明するために“必要”な走行距離が報告されている。死亡事故ではな

く、母数の多い交通事故全体を指標に採用した場合は、安全性改善率が 20％の場合でも 6,500 万マイル、50％の場合

には 650万マイルの走行距離が必要とされ、証明の可能性がみえる数値が示されている。参考資料４参照 
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む。）、自動運転車に対する社会受容性等を十分に踏まえ検討を進めなければ結論を得

られない課題も存在している。 

   そのため、今年度の調査検討委員会においては、安全性の確保を第一として掲げつ

つ、具体的な制度の在り方について結論を得るのではなく、その前段階となる各種課

題の洗い出しなどを中心に検討を進めた。 

 

【図３】確保すべき走行中の安全性の担保の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 開発動向等   

(1) 実用化に向けた自動運転システムの開発動向（ヒアリング調査結果から 12） 

   前述のとおり、我が国において、ＳＡＥレベル４の自動運転システムの実用化を

目指し、システムの研究開発、実証実験等に取り組んでいる自動車メーカや大学

研究者等に対し、技術開発の方向性及び各種課題等についてヒアリングを実施し

たところ、実用化に向けた開発動向は次のとおりであった。 

  ア 実用化目標時期について 

  (ｱ) オーナーカー及び物流トラック（15主体中 14 主体が回答） 

 

 

 

 

 

 

                             
12 本項は、別添２ヒアリング結果を取りまとめたもの。 

2主体 2主体 10主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=14

2025年頃 2020年代後半 未定
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     上記図のとおり、2025 年頃に２主体、2020 年代後半に２主体が実用化（市

販化）を目指しているとの回答で、回答のあった 14主体の約 71％を占める 10

主体が未定との回答であった。 

  (ｲ) サービスカー（25主体中 22 主体が回答） 

 

     上記図のとおり、2020 年頃に２主体、2020 年代に１主体、2023 年に３主体、

2025 年に４主体が実用化（サービス開始）を目指しているとの回答で、2020

年代の実用化を目指すとする回答主体も含め、回答のあった 22 主体の約 45％

を占める 10主体が、2025 年までの実用化を目指している。     

イ 実用化を目指す形態（人の存在の要否） 

    オーナーカー及び物流トラック並びにサービスカーいずれの回答主体において

も、 

人による非常時の対応や監視（サービスカーでは料金収受や乗降補助

等の乗客へのサービス対応を含む） 

   が想定されている。また、サービスカーにおいては、未定の４主体を除く全ての

回答主体（22 主体中 18 主体）から、 

車内外（両方又はいずれか）に人が存在する必要がある 

    旨の回答が、未定の４主体中１主体から、 

         車内には人は必要ない 

旨の回答があった。（図４参照） 

実用化に向けた課題（システムによる対応が困難なケース）として、例えば、 

・ 交通人身事故が発生した場合、負傷程度の把握や負傷者の救護等は人

でなければできない 

・ システムは、怪我や病気、妊娠中であることにより座席ベルトを装着

することが療養上適当でない者であるか否かを認識することは困難で

ある 

などの回答があった。 

 

2主体
1主体

3主体 4主体 2主体

1主体

9主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=22

2020年頃 2020年代 2023年 2025年 2020年代後半 2030年頃 未定
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【図４】車内外の人の存在の想定（ヒアリング結果から） 

 

(2) サービスカーの自動運行に伴う安全確保の対応に向けた動向（試乗会、ヒアリン

グ、海外調査結果から 13） 

前述のとおり、実用化の目標スケジュールに関する回答は、オーナーカー及び物

流トラックについては約 71％の回答主体が「未定」とし、時期について回答があ

った主体においても、早くても 2025 年頃の実用化を目指しているとしている。他

方、サービスカーについては「未定」とする回答は約 41％で、多くの回答主体が

具体的な開発スケジュールを回答しており、早期の実用化を目標とする主体もあっ

た。 

また、運転者の存在が前提とされないレベル４においては、自動運行に伴う安全

確保のためには様々な局面で対応が想定されるが、想定される人の存在や役割等を

含めて様々なバリエーションがあり得、オーナーカー及び物流トラック並びにサー

ビスカーについてまとめて検討することは困難である。 

これらを踏まえ、今年度の調査検討委員会においては、ＳＡＥレベル４の自動運

転の実用化に向けた動向が顕著なサービスカーの自動運行について検討することと

した。 

自動運転システム開発者等へのヒアリングのほか、サービスカーのＳＡＥレベル

４の実現に向けた取組等に関する海外調査等を実施したところ、国内外におけるサ

ービスカーの自動運行に伴う安全確保の対応に向けた動向は次のとおりであった。 

   ア 運行主体や遠隔監視者について 

    (ｱ) 運行主体の要件 

     ○ 財政的要件がある。（米国カリフォルニア州） 

財政的要件を想定している。（オーストラリア） 

                             
13 本項は、別添１～３の試乗会、ヒアリング及び海外調査結果から抜粋したもの。ヒアリング等の結果から抜粋した

ものは、内容の後段に「（回答主体の分類）」と記載し、海外調査等の結果から抜粋したものは。内容の後段に「（国

名等）」を記載。 

車内かつ遠隔 遠隔のみ

９主体 ８主体

緊急対応

８主体 １主体

人の
存在

人
の
役
割

１主体

未定車内又は
遠隔

４主体
（うち１主体は

車内は必要ない）

車内に必要 10主体（うち１主体は遠隔とどちらか）

遠隔に必要 １８主体（うち１主体は車内とどちらか）

１主体

乗客
対応

対向車
確認

非常時対応

11主体

定時運行や乗客対応 乗客対応

４主体 ３主体

車
内

遠
隔
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○ 車両の保守・更新・保険・サイバー対策・適切な監視等を確保するため、

事業者に取得義務を課す免許制度を想定している。（英国） 

○ 乗客を暴行等から保護する義務を事業者が負うべきか一般に照会している。

（英国） 

    (ｲ)  遠隔監視者の役割・必要な能力 

     ○ 遠隔監視者を認定する仕組みがあってもよいのではないか。（独立系メーカ） 

○ 遠隔監視者免許や求められる能力等を検討中である。（オーストラリア） 

イ 自動運行前における安全確保措置について 

 (ｱ)  自動運転車の点検整備について（自動運転システム及びそれ以外を含む。） 

 ヒアリングでは、未定との回答を除く全ての主体（20 主体）から、人（サ

ービス提供事業者又は専門業者）が運行前の点検整備を行う想定との回答があ

った。 

また、75％（18 主体中 16 主体）がサービス提供事業者による点検整備を想

定し、25％（18主体中４主体）は専門業者による点検整備を想定している。 

  (ｲ)  ソフトウェアのアップデートについて 

○ 事業者は１年に１回又は法令変更等までにアップデートしなければならな

い。（米国カリフォルニア州） 

○ 無人自動運転移動サービスの提供に際し、ソフトウェアはＯＴＡ 14により

随時アップデートしている。（米国 Waymo（ウェイモ）社） 

○ 移動サービス提供事業者による地図やソフトウェアの更新を想定している。

（英国） 

○ ＡＤＳＥ 15が自動運転車の登録所有者に対し、安全上重要なアップデート

の必要性を周知することを想定している。（オーストラリア） 

 ウ 自動運行中における安全確保について 

  (ｱ) 自動運行の作動を開始する操作について 

    ヒアリングでは、未定との回答を除く約 94％（18 主体中 17主体）において、

人（サービス提供事業者）が作動開始の操作を行う想定との回答であった。 

  (ｲ) 自動運転車に異常がないことの確保について 

    ヒアリングでは、 

   ○ 未定との回答を除く約 95％（21主体中 20 主体）から、自動運転システム

の異常の有無を常時又は定期的に自動運転システムが自動で点検するとの

回答があった。 

     うち、 

・ 75％（20 主体中 15 主体）が、自動運行中は常に 

 ・ 25％（20主体中５主体）が、運行開始時又は定期的に 

自動点検を行う想定であった。 

                             
14 Over the Air：無線によるソフトウェアの更新 
15 Automated Driving System Entity：自動運転システム主体 
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 他方、システムによる自動点検を想定している主体の中にも、人による 

点検整備を併せて行うことを想定しているとの回答があったほか、自動点

検ではなく人による点検を行うとする回答もあった。 

   ○ 自動運転システムが自動運転システム以外の物理的異常（タイヤのパンク

等）を含めて常時又は定期的に自動で点検することも技術的に可能である

が、点検の範囲はその必要性とコストにもよるとの回答もあった。（自動車

メーカ、独立系メーカ） 

エ 自動運行後（自動停止後）の対応について 

  (ｱ) 自動停止後の対応 

    ヒアリングでは、異常時に予定外の場所で自動停止した後の対応について、 

   ○ レッカー移動する（レッカー事業者に自動で通報することも想定） 

○ 遠隔監視者に通報し、拠点から人を派遣して対応させる 

○ 乗務員が対応する・遠隔監視者が遠隔から操作して移動する 

○ （例えば、警察官の交通規制等の命令に従えないなど）システムでは対応

困難な場面では、乗務員が判断する又は遠隔監視者に判断を仰ぐ 

     との回答があった。（図５参照） 

 

【図５】故障による予定外の停止後の対応（ヒアリング結果から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (ｲ) 交通事故発生時の対応 

    ヒアリングでは、交通（人身）事故が発生した場合の対応について、 

  ○ （衝突を検知した場合、）自動運転システムが自動で消防等に通報する 

○ 自動運転システムから遠隔監視者に通報し、遠隔監視者が消防等に通報

する 

   ○ 乗務員が消防等に通報し負傷者を救護する 

○ 乗客がいる場合は、乗客に協力を求めた方がよいこと（応急手当等）もあ

り得る 

との回答があった。また海外では、 

○ 現場に駆けつけた機関が遠隔監視者と会話するための通信設備を設けるこ

ととしている。（米国カリフォルニア州） 

○ 警察官等を認識して自動で窓を開け、遠隔監視者と会話できるようになっ

ている。（米国 Waymo 社） 

     とのことであった。 
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３ 検討の結果 

ＳＡＥレベル４（従来の運転者の存在を前提としないもの）の自動運転の実用化や

その先の段階を念頭に置いた交通関係法規上の課題等について、委員やオブザーバー

から主に次のような意見があった。 

 

  (1) 検討の前提等に係る意見 

検討の前提や方向性について、 

○ 現在の技術開発状況に鑑みると、実現には自動運転車と走行環境や人との協

調を踏まえて検討する必要があろう。 

 ○ 個別に自動運転を認めるなどの過渡的な枠組みがあるとよいのではないか。 

 ○ 道路交通法自体の在り方や規定ぶりも含めて検討する必要があろう。 

等の意見があった。 

 

【意見の詳細】 

 運転者の存在を前提としない自動運転を実現するためには高度な対応技術が求

められるが、現在の技術開発状況に鑑みると、自動運転車に搭載される技術だ

けで対応することは当面困難であろう。実現に向けた制度等の検討において

は、走行環境（インフラ）や人との協調を踏まえる必要があろう。 

 ＳＡＥレベル４の自動運転の実現には解決すべき様々な課題があり、技術開発

の動向や目指される実現（運行）の形態を十分に踏まえる必要がある。しかし

ながら、従来の運転者の存在を前提としない自動運転の将来的な在り方はいま

だ見えていない。また、一般的な使用（ＳＡＥレベル４のオーナーカーの市場

化）が当面見込まれていないことを考えると、早々に一般的な交通ルールを設

けることで技術開発を阻害することが懸念される。個別にＳＡＥレベル４の自

動運転を認めるなどの過渡的な枠組みがあるとよいのではないか。 

 ＳＡＥレベル４の自動運転では運転者の対応により交通の安全と円滑を確保す

ることは期待できなくなることから、道路交通法自体の在り方が問われること

になる。道路交通法の考え方を含め、広く検討を進める必要があろう。 

 現行の道路交通法は、必ずしも定量的に規定され、機械的に判断できるという

条文ばかりではなく、人が、道路や交通の状況等を個別具体に考慮して、合理

的に判断し交通ルールを遵守している条文もある。また、自動運転車はソフト

ウェアにあらかじめ組み込まれたロジックに従って物事を判断していくため、

人と同様に臨機応変に判断して柔軟に対応することは困難である。自動運転車

の安全な走行を確保するために、道路交通法にどのように交通ルールを規定す

るかを含めて検討する必要があろう。 

 

  



15 
 

(2) 自動運転システムの技術に係る意見     

自動運転システムの技術的な課題等について、 

 ○ 絶対的な安全性を前提に検討することは難しいだろう。 

 ○ エラーや故障が一定の確率で起こり得ることも踏まえた検討が必要であろう。 

等の意見があった。 

 

   【意見の詳細】 

 技術開発者から「自動運転車も工業製品であり、100％を保証することはでき

ない」と聞くことから、絶対的な技術的安全性を前提に検討することは難しい

だろう。他方、エラーや異常等の発生する確率がどの程度低ければ運転者の存

在を前提としないことができるのかについては、よく考える必要があろう。 

 交通の安全と円滑を確保するためには、自動運転車の安全性は「運転者と同

等」では不十分であり、「運転者による運転以上の水準」が必要であろう。た

だし、比較する運転者の運転レベルによっても誤差が生じることから、このよ

うな抽象的な水準では実際にどこまでの安全性が確保されるかが不明確であ

る。  

 例えば、従来の運転者は、シートから伝わる振動や音、臭い等から不具合を感

じ取る場合もあり、センサーが従来の運転者と同様の役割を果たすことは困難

であろう。また、交通事故や不具合等が一切発生することのない自動運転車の

開発は困難であり、自動運転車側に求め得る技術レベルの水準は、交通事故の

発生頻度が人間が運転するよりもはるかに少ない頻度になる程度ではないか。 

 ＳＡＥレベル４の自動運転では運転者の存在が前提とされないことから、自動

運転車が常に道路交通法を遵守して安全に運転できるものであることを確保す

る方策について検討する必要があるが、エラーや故障が一定の確率で起こり得

ることも踏まえた安全確保策について検討する必要があろう。 

 自動車の点検整備については道路運送車両法において規定されている。自動運

転車の点検整備の在り方については国土交通省において検討が進められている

ことから、省庁間で情報を共有しながら、十分に連携していくことが重要であ

ろう。 

 技術的な対応可能性と事業化の可能性や社会ニーズは必ずしも合致しないこと

から、オーナーカーとサービスカーとでは開発のアプローチが異なる。オーナ

ーカーの場合は、なるべく広い運行設計領域の中でどこまで自動化が可能とな

るかというアプローチになろう。他方、限定地域での無人自動運転移動サービ

ス（サービスカー）の場合は、まずは運行設計領域を非常に狭く限定した状態

で高度な自動化を達成するというアプローチになろう。 
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(3) 検討の進め方に係る意見 

検討の進め方について、 

○ 自動運転システムの作動前、作動後を含めた運行全体のルールを検討するこ

とが重要であろう。 

○ 実用化の形態等を類型化して検討するのが適当であろう。 

 ○ 早期の実現が見込まれ、かつ運転者が存在しないことについての本質的な検討

を要するサービスカーの形態を先行して検討を進めた方が良いのではないか。  

等の意見があった。 

    

【意見の詳細】 

 故障･異常が発生した場合や天候の急変や地震など、予期せず運行設計領域外に

出てしまったり、交通事故等が発生したりすることも考えられる。自動運転シ

ステムが作動中である運行設計領域内における自動運転車の安全性のみならず、

自動停止した後の必要な対応も含め、作動前、作動後を含めた運行全体の自動

運転車の安全性を確保するための交通ルールを検討することが重要であろう。 

 全てのケースをひとまとめにして検討することは難しい。想定される実用化の

形態やシステムの構成等を類型化して検討を進めることが適当であろう。 

 自動運転車の技術レベルや運行設計領域の内容を限定することなく、普遍的な

ＳＡＥレベル４の自動運転に関する制度整備について検討するとすれは、抽象

的で困難なものとなるだろう。他方、例えば、限定地域での無人自動運転移動

サービスの場合、様々な運行形態においても共通して必要となる最低限の技術

レベルや運行設計領域が観念できるかもしれない。 

 運転者の存在を前提としない自動運転に関する交通ルールを検討する際には、

サービス事業者が存在するサービスカーよりも、オーナーカーの方が構図がシ

ンプルであり検討しやすいのではないか。他方、サービスカーは、オーナーカ

ーよりも早期の実現が見込まれており、実現に向けたより具体的な取組が進め

られていることから、サービスカーの検討を先行するという考え方もあろう。

検討の順位を決めてはどうか。 

 オーナーカーにおいては、全ての運行行程においては自動運転ができないとす

れば、運行設計領域外において運転者となる人が車内に存在する前提でレベル

４の自動運転システムを搭載することになる。実現に向けた検討課題は大幅に

少なくなるだろう。 

 運行設計領域外において運転者となる人が、自動運転中も車内に存在する形態

が想定されるオーナーカーの自動運転を最初に検討した場合、当該人の存在を

前提に検討が進められ、車内に運転者（人）が存在しないというＳＡＥレベル

４の自動運転に関する本質的な検討課題が後回しになることが懸念される。運

行設計領域内のみにおいて運行するなど、運行設計領域外において運転者とな

る人が自動運転中も車内に存在しない形態が想定されるサービスカーの実現に

向けた検討を進めた方が良いのではないか。 
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 現時点で主流の交通事業の形態に加えて、自動運転車による新しいサービスを

想定した検討も必要ではないか。 

 

(4)  実現の構想や人の役割に係る意見 

実現に向けて構想されている運行の形態や人の役割について、 

○ 自動運転車に対する人によるコントロールは必要で、その人に何らかの免許

等の保有を求める必要があるのではないか。 

○ 現行の免許制度は前提にできなくなるのではないか。 

○ 基本的には、自動運転システムが担うのは運転操作に関する役割であるが、その

他必要な役割を誰がどのように対応するのかを個別に検討する必要があろう。 

等の意見があった。 

 

   【意見の詳細】 

 自動車が一定の速度で走行するのだから、運転者は存在しないとしても、人に

よる自動運転車に対するコントロールは必要であろう。その人に何らかの免許

等の保有を求める必要があるのではないか。 

 移動サービスに関しては、多数の乗客が利用することも想定され、乗客にサー

ビスを行うなどのために乗務員の存在が必要となるだろう。また、乗務員を必

要としない場合でも、遠隔監視システムを通じて遠隔にいる人が自動運転車の

運行状況や車内の状況を確認することが前提となろう。  

 自動運転システムは適正に使用される必要があり、使用者について何らかの制

限が必要かもしれない。 

 「レベル４以上の自動運転は道路交通法上の運転には当たらず、運転者は存在

しないため運転免許は必要ない」という結論もあり得るだろう。現行の道路交

通法上の免許制度は前提にできなくなるのではないか。 

 レベル４の自動運転車を誰が使用し、誰が乗車するのかによって課題は変わり

得る。技術開発の動向のほか、将来的な実現の構想を視野に入れて検討する必

要があろう。非常時に何らかの対応が必要となるとすれば、場合によっては、

使用者や単独で乗車する者の制限（子供だけの乗車は基本的に認めないなど）

も必要かもしれない。 

 現在の路線バスの運転者は、運転はもとより、料金の収受、車椅子利用者等の

乗降のサポート、乗客の安全の確保、交通事故時の対応等の様々な役割を担っ

ている。基本的には、自動運転システムが対応するのは運転操作に関する役割

だけであり、その他の必要な役割は誰がどのように対応するのかを個別に検討

する必要があろう 16。 

                             
16 米国 Uber 社は、同社の運転者による乗客の安全に関わる重大事案の報告に関連するデータの詳細を取りまとめた

報告書を公表している。参考資料５参照 
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 ＳＡＥレベル４の自動運転においても、乗務員や遠隔監視者に求められる役割

や機能を考慮すると、これらの人が条約や現行法における運転者の概念に該当

するという結論も十分にあり得るだろう。 

 物流サービスに関しては、乗客へのサービスが必要ないことから、車内に人が

存在しないことが前提となるかもしれない。実際に無人で物を運ぶことも想定

し、検討を進めていく必要があろう。 

 

(5) 遠隔監視者に係る意見 

無人自動運転移動サービスにおいて存在が想定される遠隔監視者について、 

○ 乗客の安全な運行を確保するために、何らかの資格が必要になるかもしれない。 

○ 事業者の内規により遠隔監視者を認定するとすれば、一定の共通要件等を示

す必要があるのではないか。 

等の意見があった。 

 

   【意見の詳細】 

 無人自動運転移動サービスにおいては、遠隔監視システムで運行状況等を確認

する者の存在が前提となるだろうから、運行設計領域内で自動運転が行われて

いる時の遠隔監視者の役割や必要な能力について検討する必要があろう。 

 移動サービスにおいては、乗客の安全な移動が確保される必要があり、サービ

ス提供者や遠隔監視者等について、その役割に応じた現行の運転免許に代わる

何らかの資格が必要になることがあり得るかもしれない。 

 遠隔監視者を認定する仕組みに関し、仮にそれぞれのサービス事業者の内規に

おいて認定要件を規定するとすれば、事業者間で認定の厳しさ、ひいては遠隔

監視者の質に大きな差が生じ得る。安全性を確保するためには、一定の共通要

件等を示す必要があるのではないか。 

 

   (6) 非常時等の対応に係る意見 

非常時や警察官等による交通規制への対応について、 

○ 自動運転車が自動停止した後の対応について検討する必要があろう。 

○ システムに対する必要な知識習得機会の確保とその一定の質を担保する枠組

が必要であろう。 

等の意見があった。 

 

   【意見の詳細】 

 ＳＡＥレベル４の自動運転車では、天候・路面状況等の急変により運行設計領

域外となった場合や、自動運転システムに異常が生じた場合においても自動運

転車を自動的に安全に停止させるなど、自動運転システムが安全な対応をとる

ことが前提となる。これらの場合、運行設計領域外となった後も引き続き安全
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に停車するための自動運転が継続していると捉えられたり、自動運転車が安全

基準を満たさない状態で自動運転を行っていると捉えられたりする場合がある

のではないか。これらの場合における自動運転について、法上の取扱いを整理

することも重要であろう。 

 災害等が発生し遠隔監視システムが作動しない場合、車内無人の自動運転車を

どう管理すべきなのかという点についても検討が必要であろう。 

 道路運送法令では、運送事業者に対して、天災、その他の理由により輸送の安

全の確保に支障が生じる恐れのあるときは、乗務員に対する必要な指示、その

他輸送の安全のための措置を講じなければならない 17とされている。 

 例えば、システムの不具合により高速道路上の本線車道上や路肩で自動停止し

た場合、対応する人が拠点から駆け付けるまでの間に追突されるなどの危険性

があるほか、渋滞も発生し得る。システムの一部に不具合が生じているとして

も、通常よりも速度を落とすなどにより安全に自動運転することが可能である

場合には、自動運転により最寄りのサービスエリア等まで待避させる方が、本

線において停車させ続けるよりもよいのではないか。 

 臨時で通行止め規制が実施されている道路に自動運転車が差し掛かった際、迂

回する必要があるが、迂回ルートが運行設計領域外であった場合、誰かが運転

をしなければ、その場で停車し続けることとなり、交通の障害となる可能性が

ある。このような場合の対応について検討する必要があろう。 

 自動運転車が警察官等による手信号をはじめとした交通規制を理解することは、

難しい技術的課題である。自動運転車と警察官等との間で通信を行うこと等も

含め、課題解決に向けた対応手法の検討も必要であろう。 

 システムに不具合等が発生した場合の対応は、システムに精通している者が対

応する必要があるため、システムに対する知識を習得する機会を確保し、その

一定の質を担保する枠組が必要であろう。 

 

(7) 交通事故時の対応等に係る意見 

交通事故時の対応や被害者支援に係る考え方について、 

○ 交通事故時の対応に関する主体やその方法を明確化することや中長期的に被

害者を支援する枠組の整備、これらの周知が重要であろう。 

○ 交通事故時に関係機関に自動で通報するなどのシステムの技術開発の動向を

踏まえながら検討を進めることが必要であろう。 

○ 交通事故現場における二次被害の防止を含めて検討することが重要であろう。 

等の意見があった。 

 

   【意見の詳細】 

 応急手当を含め、交通事故が起きた際の確実な対応を確保するための検討は大変

重要である。消費者に対して行われた「自動運転に対する不安の内容」に係る意

                             
17 旅客自動車運送事業運輸規則（昭和 31 年８月１日運輸省令第 44号）第 20条（117 頁参照条文参照） 
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識調査結果 18によると、不安の内容として「車が安全に作動するかどうか」が最

も多く、「事故が起きた際の責任やトラブル対処、保障」が２番目に多い。交通

事故時の対応に関する主体やその方法を明確化することは重要であろう。 

 交通事故発生直後の救護措置だけではなく、中長期的に被害者を支援する枠組

みを整備することも重要であろう。 

 これら交通事故時の対応に関する主体やその方法、被害者支援の枠組み等につ

いて社会に周知することで、国民の自動運転車に対する主観的な安心認識に繋

がり、社会意識が形成されるのではないか。整備した枠組みを十分に周知する

ことも重要であろう。 

 道路運送法令では、交通事故等により旅客に死傷者が発生したときは、運送事

業者に対して、適切な処置を取ることを義務付けており 、自動運転移動サー

ビスの提供においてもこの義務が適用されることになる。 

 交通事故時の救護等について乗客による対応を頼りとすべきではない。どれだけ

の救護能力を持った乗客が居合わせるのかという問題のほか、乗客全員が誰かが

救護するだろうと考え、結果的に誰も救護しないという現象も起こり得る。 

 交通事故時の報告義務や救護義務は、乗客等の運行に関与していない者に課す

ことは適当ではないだろう。 

 ＳＡＥレベル４の自動運転車は、ネットワークで繋がり、交通事故時には関係

機関に自動で通報するなどのシステムが搭載されていることが前提となるので

はないか。 

 既に実用化されている D-Call Net のように、衝撃に応じて消防や病院等に通

報されるシステムにおいて、歩行者が被害者となった場合でも確実に通報され

るような技術が確立されれば、車内が無人であることも許容されるかもしれな

い。自動運転技術のみならず様々な技術開発の動向を踏まえながら検討を進め

る必要があろう。 

 死傷者の救護だけではなく、交通事故現場における二次被害の防止も含め、誰

にどのような対応を求める必要があるのかを検討することが重要であろう。 

 交通事故が発生した場合に現場臨場する警察官及び消防隊員が安全に作業する

ために必要な自動運転車の情報を、事前に関係機関に提供しておくことが重要

であろう。 

 

(8) 乗員の座席ベルト装着義務に係る意見 

乗員の座席ベルト装着義務について、 

○ シートベルトは周囲の人に対する加害を防止する役割があり、システムによ

る判断が困難な負傷者や妊婦を含め、基本的にはシートベルトを着用すべき

ものである。引き続き広報啓発等が必要であろう。 

との意見があった。 

 

                             
18 参考資料６参照 
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   【意見の詳細】 

 開発事業者に対するヒアリング結果において、「座席ベルトの装着について、

システムでは、乗車した者の病気や怪我、妊娠等の装着義務を免除するやむを

得ない事情の有無を認識することは困難である」旨の回答があったが、シート

ベルトは装着者自身を守るだけではなく、周囲の人に対する加害を防止する役

割がある。例えば妊婦も、基本的にはシートベルトを着用すべきものである。 

装着義務は、あくまでもやむを得ない事情がある場合において免除されるので

あって、自動運転の実現に向けた技術開発上の課題であると同時に、引き続き

広報啓発等が必要であろう 19。 

 

(9) その他の意見 

その他、 

○ 運行者側以外の人が関与する場面についても検討する必要があろう。 

等の意見があった。 

 

   【意見の詳細】 

 無人タクシーの乗客が目的地に向けて走行を開始した後に、目的地の変更を求

めることもあり得る。運行者側以外の人が関与する場合についても検討する必

要があろう。 

 自動運転車が道路でどのように走行するのか、という交通管理者の視点も重要

であり、例えば、自動運転車側の技術レベルと走行環境に鑑みて自動運転車の

走行が可能とされる場合であっても、実際に走行する道路の交通状況等を踏ま

えると、当該道路を自動運転車が走行することは適当ではないという交通管理

者による判断を優先することもあり得るだろう。 

 

４ ＳＡＥレベル４の自動運転の実現に向けた関係省庁における主な検討状況 

  (1)  「限定地域での無人自動運転移動サービスにおいて旅客自動車運送事業者が安全

性・利便性を確保するためのガイドライン」の策定・公表【国土交通省】 

    国土交通省では、2020 年の実現を目指す限定地域での無人自動運転移動サービ

ス（運転者が車内に不在となる自動運転車）を導入する旅客自動車運送事業者が、

運転者が車内に存在する場合と同等の安全性及び利便性が確保されるために必要な

措置の検討を進め、令和元年６月、みだしのガイドラインが策定・公表された 20。 

同ガイドラインでは、 

◯ 遠隔監視･操作者の監視等による安全確保措置を前提とした限定地域での無人

自動運転移動サービス 

                             
19 妊娠中の者のシートベルトの着用については、道路交通法施行令（昭和 35年政令第 270号）第 26条の３の２に着

用が除外されるやむを得ない理由が定められているほか、交通の方法に関する教則（昭和 53 年国家公安委員会告示

第３号）に正しい着用方法が記述されている。114頁参照条文及び参考資料７参照 
20 https://www.milt.go.jp/common/001295527.pdfで公表。 
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◯ レベル４に係る技術の確立・制度の整備後における限定地域での無人自動運転

移動サービス 

の２つの類型に分けた上で、「事業者」「遠隔監視･操作者」「運転者以外の乗務員」

の３者に対する基本的な考え方及び対応すべき事項が示されている。 

具体的には、 

◯ 事業者においては、所要の環境、体制等の整備、確認等に係る責任、非常時等

の状況把握・対応等を行うなど 

◯ 遠隔監視･操作者においては、道路運送法上の運転者に課された義務を負うこ

とを認識した上で、運行の安全を確保するなど 

◯ 運転者以外の乗務員においては、必要に応じて車内に配置し、非常時等の状況

把握･対応等を行うなど 

の事項が示されている。 

 

 (2)  自動走行ビジネス検討会「自動走行の実現に向けた取組報告と方針」Version3.0

の策定・公表【経済産業省・国土交通省】 

    経済産業省・国土交通省では、自動走行ビジネス検討会及び検討会の下に設置し

た「将来課題検討ワーキンググループ」等において、無人自動運転移動サービスの発

展型である、遠隔操作を伴わない地域限定型無人自動運転移動サービス 21（以下本項

においては、「無人移動サービス」という。）の実現可能性を踏まえ、サービス導入の

際の先回りした制度整備・インフラ整備等に関わる課題・論点について検討が進めら

れ、令和元年６月 26 日、みだしの報告書が策定・公表された 22。 

    同報告書においては、 

   ○ 2022年頃 23に、無人移動サービスがＢＲＴや廃線路などにおいて実現する可能

性があることを想定して、今後、その実現に当たって解決すべき課題を特定した

上で、技術開発の動向を踏まえながら、必要な制度やインフラ等を含めた環境整

備を進めるべきである。 

   ○ 無人移動サービスの実現のために必要となる制度等を含めた環境整備に向けた

方針（例えば次期「自動運転に係る制度整備大綱」）は、2020 年頃に、採算性も

踏まえた民間事業者によるサービスの実現時期を見極め計画的に策定することが

必要である。 

   ○ レベル４導入の際には、運転者が不在となるところ、運転者が乗車しない場合

でも従来と同等の安全性・利便性を確保するための具体的な対応方法の検討が必

要である。 

○ レベル４の社会実装は、サービスカーが先行する見通しであり、そのためのビ

ジネスモデル開発も世界的に進んでいるが、当面の間、事業性・経済性の確保は

必ずしも容易ではないと考えられ、地域のモビリティサービス全体の中に位置付

                             
21 システムが全ての動的運転タスク及び作動継続が困難な場合への応答を限定された運行設計領域において実行する

ＳＡＥレベル４に相当するもので、運転者が存在しないことを想定した移動サービス 
22 https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jido_soko/20190626_report.htmlで公表。  
23 実現時期については、技術開発の動向を踏まえながら、引き続き将来課題検討ワーキンググループにおいて検討が

進められるものであり、政府目標等として掲げる実現期待時期とは趣旨が異なるもの。 

http://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jido_soko/shorai_kadai/
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けて検討を進めることが重要である。 

などと指摘されている。 

 

(3) 自動運転に対応した道路空間のあり方「中間とりまとめ」～政府目標達成のため

に道路インフラが早急に取り組むべき事項を提言～の作成・公表【国土交通省】 

    国土交通省では、 

◯ 限定地域における無人自動運転移動サービス 

◯ 高速道路におけるトラック隊列走行システム 

◯ 高速道路における自家用車による自動運転 

の社会実装を実現するため、これまでの実証実験により得られたインフラに関係す

る課題やインフラ側から早急に対応すべき事項等について検討が進められ、令和元

年 11 月 26日、みだしの「中間とりまとめ」が作成・公表された 24。 

同「中間とりまとめ」では、 

   ◯ 限定地域における無人自動運転移動サービス 

・ 自動運転車が安全かつ円滑に走行できるように、道路の交通状況や歩行者等

の通行の安全にも配慮しつつ、自動運転車と他の車両等を道路構造的に分離す

るなど、自動運転に対応した走行空間を確保すべきである 

・ 正確な自己位置特定が可能となる磁気マーカー等の施設について、民間事業

者等が自ら設置できるよう法制度や基準等の整備を進めるべきである 

   ◯ 高速道路におけるトラック隊列走行システム 

    ・ 商業化後の普及状況を踏まえながら、一般車両との錯綜等の安全性の確保の

観点から、構造的に分離する専用の走行空間の確保について検討すべきである。 

    ・ 一般車両や歩行者との錯綜を防止するため、隊列形成・分離スペースを備え

た物流拠点等の整備について検討すべきである。 

◯ 高速道路における自家用車による自動運転 

    ・ 合流長の短い合流部においては、自動運転車が安全かつ円滑に本線に合流で

きるよう、本線の状況を把握できる合流支援システムを構築すべきである。 

    ・ 区画線は、一般の利用に当たり車両が通行する区画としての車道を示す道路

標示であり、自動運転車の走行を誘導するための施設ではない。ついては、自

動運転のために消えかかりや消し残しの対処を行う場合には、自動運転車の普

及状況を踏まえ検討することが重要である。 

   などと指摘されている。 

 

５ 海外動向 

(1) 「規制影響照会文書（自動運転の実用化時の安全性）」（オーストラリア） 25 

オーストラリアでは、2019年７月、規制影響照会文書（Consultation regulation 

impact statement）の中で、自動運転の実用化時の安全な運行に関係する主体の役

割等について、一般に意見を募集した。 

                             
24 https://www.milt.go.jp/road/ir/ir-council/road_space/index.html で公表。 
25 参考資料８参照 
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同文書第４章では、「どのような人（主体）が、どのような役割を果たすことが

必要になるか」という点に関し、「自動運転の実用化時の安全な運行に影響を及ぼ

す関係者」について、「大きな影響がある関係者」、「ある程度影響がある関係

者」及び「わずかに影響がある関係者」と大きく３段階に分けて考え方を整理して

いる。主な内容は以下のとおりである。 

○ ＡＤＳＥは、自動運転システムの安全な作動に責任を有する主体と整理してい

る。具体的には、例えば、自動運転システムの製造者や、自動運転システム及び

これを組み込む車両の製造者、自動運転システムの製造ではないが自動運転シス

テムを搭載する車両の製造者、オーストラリアの市場に自動運転システムを持ち

込むその他の関係者又は個人などが想定されている 

○ 同じく「自動運転車の安全な運行に大きな影響がある主体」として、自動運転

システムが作動していない場面の関与を想定した遠隔ドライバーを挙げている。

遠隔ドライバーに対しては、必ずしも遠隔からハンドル・ブレーキ等の制御をす

ることではなく、例えば障害物を迂回する際の自動運転車の走路を決めるだけと

いうことが想定されている 

○ 自動運転車の登録所有者は、システム更新や部品の修理等の決定を行うもので

あるとして、「ある程度影響がある関係者」と整理している   

○ 道路管理者は、自動運転車が依存する道路標示等のインフラの整備や維持管理

に責任を有しており、「ある程度影響がある関係者」と整理している 

○ 乗客は、自動運転車の運行を直接制御するわけではないとして、「わずかに影響

がある関係者」と整理している。乗客に対して、事故を回避するための介入を求め

ることは必要とは考えていないとする一方で、レベル４以上の自動運転車では、未

成年者のシートベルト着用等を確実にするための役割を担い得るとしている 

なお、同章では、「将来の規制は、全ての潜在的なシナリオにおける安全リスク

を十分に柔軟にカバーできる必要がある、すなわち、ひとつの主体が複数の役割を

担うシナリオもカバーできる必要がある」としている。 

 

(2) 「自動運転車：準備的な協議文書への反応に関する分析」（英国） 26 

    英国では、レベル４以上の実用化に向けた制度整備に関する検討を 2018 年から

３か年計画で実施しており、昨年末から実施した自動運転車に係る運転に関する法

令を準備するための意見募集（第１弾） 27の結果が取りまとめられた。主な内容は

以下のとおりである。 

   ○ 自動運転システムの作動中は運転者ではないであろうが、運転免許を有してお

り運転が可能な状態である「有責利用者」（User-in-charge）が、自動運転車に

存在すべきであるとの考え方に対して、ほとんどの回答者が賛成している。しか

しながら、多くの回答者において、有責利用者が遠隔にのみ存在する場合の適用

                             
26 参考資料９参照 
27 「技術開発の方向性に即した自動運転の実現に向けた調査研究報告書（新技術・新サービス関係【平成 31 年３

月」116 頁の参考資料３参照 
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に関して疑問があったため、現時点では、有責利用者は車両内の利用者又は車両

を直接監視できる範囲内に限定されることがよいとしている 

○ 認証当初の自動運転システムの安全性を保証する現在の国際型式認証制度を補

完するものとして、自動運転開始後も自動運転システムの安全性を保証するため

に新たな枠組みを必要とする考え方についても広く賛同を得ており、このような

安全保証の枠組みがなければ、運転者の法的責任の変更は困難であるとしている 

   ○ 例えば、信号機が故障しておりどちらの通行が優先するのか不明確な場合など、

現状では、人間のコミュニケーションにより臨機応変に解決されている問題につ

いて、自動運転車となった場合の対応の在り方に関して検討が必要であろうとし

ている 

 

(3) 「自動運転車：旅客サービス及び公共交通に関する照会文書２」（英国） 28 

英国では、意見募集（第１弾）の結果や検討を経て、旅客サービス及び公共交通

の自動運転車いわゆる無人自動運転移動サービスの使用に関し考察した結果を取り

まとめ、2019 年 10 月、第１弾に引き続き、「自動運転車：旅客サービス及び公共

交通に関する照会文書２」について一般の意見を募集した。 

 英国では、自動運転車を使用し、人間の運転者や有責利用者なしで、つまり車の

安全性に法的責任を負う人間は車両内にいない状態で、乗客に対して移動を提供す

るサービスをＨＡＲＰＳ（Highly Automated Road Passenger Services）と定義

し、ＨＡＲＰＳが安全に運行されるための枠組みについて考え方を整理している。

主な内容は以下のとおりである。 

○ 第１章では、オーストラリアの考え方を踏襲し、ＡＤＳＥが自動運転システム

に関する責任を有すると提案しており、一義的には、自動運転システムに問題が

生じた場合、ＡＤＳＥが改善通知や罰金等の制裁の対象になると提案している 

○ 第３章では、ＨＡＲＰＳの安全運行のためには、車両の更新、保険、保守やサ

イバー攻撃からの保護に関する責任者を特定する必要や、車両が不適切な場所に

停止しないよう、また故障車両が確実に移動されるよう監視される必要があるた

め、堅牢な事業者免許制度を構築すべきと提案している 

○ 第４章では、ＨＡＲＰＳ事業者に対して、地図やソフトウェア更新を確実に行

うことやサイバーセキュリティを維持することを求めているほか、車両が道路利

用に適している状態（安全基準に適合している状態）を維持する法的義務を負う

べきと提案している。また、ＨＡＲＰＳ事業者が車両の位置を把握し、衝突や故

障に適切に対応すべきとしている 

   ○ 第５章では、暫定的ではあるが、個人所有の自動運転車に保険をかけること、

道路利用に適した状態の維持、安全上重要な更新プログラムのインストール等の

義務は、車両所有者に課されるべきであると提案している 

 

 

                             
28 参考資料 10 参照 
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(4) 「米国カリフォルニア州規則」29 

米国のカリフォルニア州では、自動運転車を一から生産する車両製造者や自動運

転技術をインストールして車両を改造する者等を「メーカ」と定義し、「メーカ」

が、自動運転車のテストドライバーを運転者席に乗車させて行う実験はもとより、

運転者を必要としない自動運転車の実験を行う場合や自動運転車の運行を実用展開

する場合について、州規則において許可の要件等を整備している。 

具体的には、自動運転車により起こり得る事故等の被害に対応することを想定し

た財政的要件として、500万ドルの保険への加入等を許可の要件としている。また、

メーカに対し、自動運転技術の更新や地図情報の更新を確保することを要件として

いるほか、非常時等の対応を確保するため、車外において自動運転車を作動させ監

視する遠隔運行者と車両との間での通信手段を確保することを要件としている。 

なお、遠隔運行者は、自動運転車に応じた適切な運転免許を有していることを要

件としている。 

 

６ 今後の課題等 

以上、調査検討委員会において、ＳＡＥレベル４（従来の運転者の存在を前提とし

れないもの）の自動運転の実用化やその先の段階を念頭に置いた交通関係法規上の課

題等について検討を行った。 

前述のとおり、自動運転は、交通事故の削減や渋滞の緩和、運転免許証返納後の高

齢者をはじめとした移動弱者の移動手段の確保、運転手不足等我が国で生じている道

路交通に関する様々な課題の有効な解決策として期待されており、実用化されること

は、我が国の交通の安全と円滑の更なる確保に資するものと考えられる。 

ＳＡＥレベル４の自動運転を実用化するためには、解決すべき課題は多く、かつ多

岐にわたっているものと考えられ、更なる検討が求められる。検討に当たっては、現

在以上の交通の安全と円滑を確保することを目的とすることに変わりはないが、現行

のルールに必ずしも捉われることなく、柔軟な発想を持つことも有効であろう。 

自動運転車の走行を原因としてこれまでになかったような交通事故が発生し、その

結果として新たに交通事故の犠牲者が発生することは避けなければならず、安全性の

確保を大前提とした上で、社会受容性の醸成の一端も担う環境整備が求められる。ま

た、運行設計領域内において適切に自動運転が行われている間の安全性だけでなく、

自動運転システムが作動する前や停止した後等、運行設計領域外での走行を含めた運

行全体の安全性を確保するための検討も重要であろう。 

なお、自動運転車が関与する交通事故が発生した場合には、事故原因を明らかに

し、再発防止を図ることは、国民の先進安全技術に対する理解を確保する上でも重要

である。この点、令和２年度からの自動運転の実用化に向け、関係省庁等において検

討が進められており、中立公正な事故原因究明のための体制が確立されることを期待

したい 30。 

                             
29 参考資料 11 参照 
30 米国では、運転支援車及び公道実証実験中の自動運転車の交通事故について、米国当局が記録を解析するなどして

事故状況を詳細に分析した結果を公表している。参考資料 12 参照 
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今後の検討においても、諸外国における制度整備状況等を参考とすることはもとよ

り、技術開発の方向性に即した自動運転の実現に向けた調査研究報告書 31の結果や関

係省庁における検討会等の検討状況も踏まえつつ、インフラの整備・管理等の状況を

含む技術開発の動向、自動運転車の運行の形態、高度な運転支援技術を搭載した自動

車やＳＡＥレベル３の自動運転車の実社会における走行状況、公道実証実験の状況等

も踏まえながら、安全性の確保を第一として、更なる検討を進める必要があろう。 

                             
31 技術開発の方向性に即した自動運転の実現に向けた調査研究報告書 （道路交通法の在り方関係）（平成 30 年 12

月）及び同報告書（新技術・新サービス関係）（平成 31 年３月） 
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別添１  

「自動運転の実現に向けた調査研究」 

自動運転車試乗結果 

 

１ 目的等 

調査検討委員会における検討に資することを目的として、ＳＡＥレベル４の自動運転

システム（以下「ＡＤＳ 32」という。）の研究開発、実証実験等に先進的に取り組んで

いる企業に依頼し、自動運転車の試乗、技術開発の方向性及び各種課題等に関する意見

交換を実施した。 

 

２ 実施概要 

(1) 実施期間 

令和元年 11 月 28 日（木）午後２時 15 分から午後４時 45分までの間 

(2) 出席委員 

藤原 靜雄  中央大学大学院 法務研究科 教授 

今井 猛嘉  法政大学大学院 法務研究科 教授 

岩貞 るみこ 自動車ジャーナリスト 

木村 光江  首都大学東京法科大学院 教授 

佐藤 恵   法政大学キャリアデザイン学部 教授 

・法政大学大学院キャリアデザイン学研究科 教授 

須田 義大  東京大学 モビリティ・イノベーション連携研究機構長 

・生産技術研究所教授 

横山 利夫  一般社団法人 日本自動車工業会 自動運転検討会 主査 

杉  俊弘  警察庁 交通局 交通企画課自動運転企画室長 

（事務局）警察庁交通局交通企画課、みずほ情報総研株式会社 

 

３ 試乗内容（概要） 

テストコース内において、開発中のＳＡＥレベル４相当の技術を搭載した自動運転車

に試乗（複数の交差点での右左折、踏切の通行、障害物への対応等を確認）した。 

 

＜試乗した自動運転車の概要＞ 

 市販車を改造した自動運転車。天井部に設置の４台のＬｉＤＡＲにより、周辺環境

を認知し、事前に生成している３Ｄマップと照合することで自己位置の推定を行

                             
32 Automated Driving System 
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う。また、カメラを、車両前方、後方及び両サイドミラー下部に設置している。 

 試乗では、最高速度 20km 毎時の低速に設定（試乗中、滑らかに右左折・発進・

停止を繰り返し、安全に走行した。踏切において手前で一時停止し、安全を確認

の上、自動で発進した。）。 

 障害物を検知した場合は、自動で避けるのではなく、障害物の手前で停止するよ

う設定（試乗時、障害物を検知し、安全に約 10ｍ手前で停止。実験担当者が障

害物を除去すると、自動で発進した。）。  

 
４ 意見交換結果概要 

(1) 自動運転に関する取組概要 

 レベル４の自動運転を目指すソフトウェアを開発し、オープンソース化している。 

 レベル４の自動運転の実用化は、閉鎖された空間からスタートさせる。これは、規

制の縛りが少ないことと、利用範囲が限定的であり調整が必要なステークホルダー

が限定されるため合意形成のハードルが低いことが理由である。安全面に関しては、

事前のリスクアセスメント等を行うなど、閉鎖空間であっても一般公道と同程度の

安全対策を講じる。 

 経済産業省が一般財団法人日本自動車研究所（ＪＡＲＩ）に委託して自動運転の安

全性評価について研究しているが、最低限満たすべき技術水準が標準化されること

で、利用する車両やＡＤＳ等に関する確認が効率化されると期待できる。 

 

(2) 開発する自動運転システムの現状について 

 障害物を検知して一旦停止した後、障害物を自動で回避する技術の研究を行ってい

る。十分な検証をし、誰がどのような場面で操作しても自動で回避できるところま

で精度を上げる必要があると考えている。 

 実用化当初は、自動回避が難しい状況（工事で人が交通整理する場合等）に対して

は、例えば、障害物を検知し手前で停止した上で、障害物が歩行者等であれば、車

外にメッセージを表示するなどにより、（歩行者等に）移動してもらうという対応

もあり得る。 

 そのほかにも、遠隔監視者が手動で操作して回避することも可能だが、車両走行中

のリアルタイムの遠隔操作は難しくリスクが高いと考えている。他方、ＡＤＳが自

動で障害物を回避するためには、対向車の存在や道路環境等の周辺環境を踏まえた

適切な判断が必要であり、現状では、回避の判断をＡＤＳに任せるのは難しく危険

な状況があると考えている。そのため、実用化当初は、そのような場合には遠隔監

視者が周囲の安全を確認した上でＡＤＳに指令を出し、ＡＤＳが自動で回避する方

法が妥当と考えている。 
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 また、歩行者等の急な飛び出し等、予測が難しい障害物への対応が必要になるが、

（直前飛び出しなど）全てのケースで 100％回避できる保証はない。自動運転車に

求められる性能に関し、一般道でのレベル４に対する法的な枠組みがはっきりしな

ければ、自動運転の実用化は難しいだろう。 

 

 (3)  レベル４の自動運転の実用化において求められる体制等について 

 レベル４を実用化する際の当面の体制としては、車内の乗務員と、遠隔監視者の少

なくとも２名での運用になると考えている。 

 技術的には車内の乗務員は必要ないと考えることもできるが、トラブル対応や障害

者への手助けサービス等、乗客へのホスピタリティの観点から乗務員は必要になる

ケースが多いと考えている。 

 乗務員は運転者ではなく、サービス対応を行うため、運転技術等を求める必要はな

く、必ずしも専門的な技術を有しているわけではない従業員等でもよいだろう。新

たな雇用の創出にもつながる。 

 他方、技術的にも、事業としても自動運行（移動サービス）を誰も監視していない

運用は考えにくく、遠隔監視者は必要と考えている。自動運転に係る責任は、現行

の制度（レベル３）のように、システムと遠隔監視者が一体となって担保されるの

ではないか。 

 遠隔監視者は人件費削減の観点から 1 人で複数台を監視するのが望ましい。 

 遠隔監視者についても乗務員と同様に新たな雇用を生むと考えられる。また、遠隔

監視者を認定するような仕組みがあってもよいと考えている。例えば、サービス提

供企業の内規で設定される要件等でもよいかもしれない。 

以上 
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別添２ 

「自動運転の実現に向けた調査研究」 

自動運転システム開発者等に対するヒアリング結果等 

 

１ 目的等 

調査検討委員会における検討の基礎資料とすることを目的として、自動運転の研究開

発、実証実験等に先進的に取り組んでいる企業等に対し、ＳＡＥレベル４の自動運転シ

ステム（以下「ＡＤＳ」という。）の技術開発の方向性及び各種課題等に関する書面又

は対面によるヒアリングを実施した。 

 

 ※ 本質問におけるＳＡＥレベル４の前提は以下のとおり。 

  ・ 自動車の操縦（認知・予測・判断・操作）は、運行設計領域（以下「ＯＤＤ33」とい

う。）内では、作動継続が困難な場合の応答を含めてＡＤＳが行う。 

  ・ 道路交通法（以下「法」という。）上の「運転者」の存在が前提とされない。 

  ・ 法上の「運転者」が不存在となる一方で、ＡＤＳは、車両の通行方法をはじめとした

交通ルールを遵守して自動車の操縦を行う必要がある。その結果として、自動運転車が

交通ルールを遵守して安全に運行できること（自動運行の安全性）が常に確保される。 

  ・ その安全性には、安全基準に適合している状態であることによる安全性や現行法で

は運転者が交通状況等に応じて臨機応変に対応することで果たすはずの安全性も含ま

れる。 

 

２ 実施概要 

(1)  実施期間 

令和元年 10月から同年 12月までの間 

(2) 実施主体 

   調査検討委員会事務局（みずほ情報総研株式会社） 

(3)  ヒアリング対象 

表１に示すとおり、41 主体に対して書面又は対面によるヒアリングを実施した。回

答のあった 27 主体のうち、オーナーカー及び物流トラックのＳＡＥレベル４の開発を

目指す15主体から、サービスカーのＳＡＥレベル４の開発を目指す 25主体から、「開

発中である」などとの回答を得た（内訳は表２及び表３のとおり。）。以下では、主

な回答結果をまとめた。 

 

                             
33 Operational Design Domain 
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【表１】調査票回答状況 

回答状況 社数 

 回答有  27主体 

   
オーナーカー等 34のみ回答有 

  ２主体 

オーナーカー等・サービスカー

いずれも回答有 
13主体 

サービスカーのみ回答有 12主体 

 回答無  14主体 

調査票発送数合計 41主体 

 

３ オーナーカー及び物流トラックのＳＡＥレベル４に係るヒアリング結果 

【表２】回答有主体の内訳（オーナーカー及び物流トラックについて） 

分類 対象数 

自動車メーカ ６主体 

大型車メーカ ３主体 

研究機関 ２主体 

その他（独立系メーカ及び 

自動車部品メーカ） 
４主体 

合計 15主体 

 

(1) 実用化目標時期と実用化の基準 

 ア 実用化目標時期について（15 主体中 14 主体が回答） 

 

                             
34 表１内「オーナーカー等」とは、オーナーカー及び物流トラックをいう。 

2主体 2主体 10主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=14

2025年頃 2020年代後半 未定

オーナーカー等の 
回答有：15主体 

サービスカーの 
回答有：25主体 
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  イ 実用化の基準について（15 主体中 14主体が回答） 

 

 

(2) 実用化に向けて開発中又は開発予定のＡＤＳの使用方法（ＡＤＳの作動に対して人

が関与するレベルや方法等）について 

ア 車両の点検整備（ＡＤＳ以外も含む。）への関与（15主体中 14主体が回答） 

 ７主体：所有者が点検整備を行う必要がある 

 １主体：日常点検は所有者が、定期点検は専門業者が点検整備を行う必要が 

   ある 

 ２主体：ＡＤＳの作動開始の操作をする者が点検整備を行う必要がある 

 ２主体：運行管理者（運送事業者を想定）が点検整備を行う必要がある 

 １主体：所有者、ＡＤＳの作動開始を操作する者又は専門業者が点検整備を 

   行う必要がある 

 １主体：点検する対象により異なる主体が点検整備を行う必要がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ＡＤＳの使用を開始するに当たっての関与（15主体中 14主体が回答） 

 ８主体：作動開始の直前に都度作動開始の操作を人が行う必要がある 

 ４主体：直前の作動開始の操作は必要ない 

うち３主体：ＯＤＤ内に入った際に自動的に作動を開始する設定にするた

めの操作を行う必要がある 

 ２主体：未定 

8主体 6主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=14

市販化（量産化） 実用化の基準は未定（うち１主体は、他の主体の基準による旨）

7主体 1主体 2主体 2主体
1主体

1主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=14

所有者

日常点検は所有者が、定期点検は専門業者

ＡＤＳの作動開始を操作する者

運行管理者（運送事業者を想定）

所有者、ＡＤＳの作動開始を操作する者又は専門業者

点検するコンポーネントによって異なる主体
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ウ 人が車内に乗車する必要性（15 主体中 13 主体が回答） 

 ３主体：車両故障や交通事故発生時等の非常時の対応のために必要である 

うち２主体：予定しているＯＤＤ外に出た時の運転引継ぎのための人の乗

車も想定している 

 ２主体：予定しているＯＤＤ外に出た時の運転引継ぎのための人の乗車を想

 定している 

 ２主体：（開発段階では、）車内の人がＡＤＳの作動開始の操作を行う必要

 がある 

 ４主体：必要ない（当該４主体からは、いずれも次問において、人が車外

 （遠隔）に存在する必要がある旨の回答） 

 ２主体：未定 

 

 

エ 人が車外（遠隔）に存在する必要性（15 主体中 13 主体が回答） 

 ６主体：自動運転車が走行困難の状態となるなど非常時の場合には、人が遠

 隔から対応する必要がある 

うち２主体：人が遠隔からＡＤＳの作動開始の操作を行う必要もある 

１主体：人が遠隔から運行状況を監視する必要もある 

 １主体：人が遠隔から運行状況を監視する必要がある 

 ４主体：必要ない（当該４主体からは、いずれも前問において、人が車内に

 乗車する必要がある旨の回答） 

 ２主体：未定 

8主体 4主体 2主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=14

都度作動開始の操作を人が行う 直前の作動開始の操作は必要ない 未定

3主体 2主体 2主体 4主体 2主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=13

非常時の対応のために必要

ＯＤＤ外に出た時の運転引継ぎ

（開発段階では）ＡＤＳの作動開始の操作

必要ない

未定
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オ 車内に乗車した人（所有者等の乗員）による自動運行中断の可否とその方法（15

主体中 12 主体が回答） 

 ９主体：中断できる 

うち７主体：非常停止ボタン又はスイッチの押下、ハンドル・ブレーキ等 

 の装置の操作の両方により中断できる 

１主体：非常停止ボタンを押下し中断できる 

１主体：ハンドル・ブレーキ等の装置を操作し中断できる 

 １主体：中断できない 

 ２主体：未定 

 

カ 車外（遠隔）に存在する人（所有者、物流事業における運行管理者等）による自

動運行中断の可否とその方法（15 主体中 13主体が回答） 

 10主体：中断できる 

うち２主体：非常停止ボタン又はスイッチの押下、ハンドル・ブレーキ等    

の装置の操作の両方により中断することができる 

３主体：非常停止ボタンを押下することができる 

２主体：ハンドル・ブレーキ等の装置を操作することができる 

３主体：方法については検討中だが、遠隔で車両の停止ができる 

 ３主体：中断できない（当該３主体からは、前々問において、人が車外（遠

 隔）に存在する必要はない旨の回答） 

6主体 1主体 4主体 2主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=13

非常時の場合には遠隔から対応 遠隔から運行状況を監視 必要ない 未定

非常停止
ボタン

ハンドル等
操作

非常停止ボタン又はハンドル等操作

１主体 ７主体 １主体

車内

遠隔

方法は未定

２主体

方法は未定

３主体

非常停止ボタン 非常停止ボタン
又はハンドル等操作

ハンドル等
操作

中断できない

３主体２主体２主体３主体

中断
できない

１主体
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 (3) 開発中又は開発予定のＡＤＳについて 

ア ＡＤＳ使用中のＡＤＳ安全基準適合状態の常時確保方法 

(ｱ) 運行開始時又は運行中の点検整備（15 主体中 14主体が回答） 

 ８主体：運行開始時及び運行中は、ＡＤＳが常に自動点検を行う 

 ４主体：運行開始時又は定期的に、ＡＤＳが自動点検を行う 

 ２主体：未定 

 

   (ｲ) 故障検知時（後）の対応（15 主体中 14主体が回答） 

 ７主体：故障等検知時は、運行を開始しない、又は運行中は自動で運行が

 停止し人（所有者等）が整備を行う 

 ５主体：故障等検知時は、人（所有者等）が認知できる方法で知らせるとと

 もに運行を開始しない、又は運行中は自動で運行が停止し人が整備

 を行う  

 ２主体：未定 

8主体 4主体 2主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=14

運行開始時又は運行中は、ＡＤＳが常に自動点検

運行開始時又は定期的に、ＡＤＳが自動点検

未定

7主体 5主体 2主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=14

運行を開始しない、又は運行中は自動で運行が停止し人（所有者等）が整備を行う

人（所有者等）が認知できる方法で知らせるとともに運行を開始しない、又は運行中は自

動で運行が停止し人が整備を行う
未定
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イ 実用化におけるＯＤＤの想定（15 主体中 13 主体が回答） 

 場所：自動運転車専用レーン、高速道路・自動車専用道路（料金所入口から 

出口までの間） 

 天候（路面状況）：豪雨・積雪等の悪天候時はＯＤＤ外  

 速度：走行ルートに応じた安全速度を予定  

 その他：交通事故や工事等による交通（車線）規制区間・予測不可能な突然     

 の落下物・音声等による交通誘導はＯＤＤ外 

等の回答 

ウ 実用化における運行（運用）旅程又は運行ルート（15 主体中 13主体が回答） 

 ２主体：高速道路の料金所入口から出口までの間を自動運行区間（ＯＤＤ

 内）とし、例えば、自宅から目的地までの旅程全体の中に自動運行区間

 があり、ＯＤＤ外での運行が予定されている 

 ２主体：ＯＤＤ内の拠点間である 

 ９主体：未定 

 

エ 自動運行に当たっての路側インフラの必要性（15 主体中 14主体が回答） 

 

オ 自動運行に当たっての必要な路側インフラと当該インフラの整備・管理要領（15

主体中 11 主体が回答、複数回答あり） 

 ８主体（自動車メーカ３主体、大型車メーカ２主体、研究機関１主体、その

 他２主体）：信号情報等の提供が必要である 

うち３主体：警察による整備・管理を想定している 

５主体：当該地域の道路管理者による整備・管理を想定している 

2主体 2主体 9主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=13

高速道路の料金所入口から出口までの間を自動運行区間（ＯＤＤ内）とし、ＯＤＤ外の運行も

予定

ＯＤＤ内の２つの拠点間

未定

11主体 1主体 2主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=14

必要である 必要ではない 未定
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 ３主体（自動車メーカ１主体、大型車メーカ１主体、研究機関１主体）：電

 磁誘導線・磁気マーカが必要である 

うち２主体：道路管理者による整備・管理を想定している 

 ３主体（自動車メーカ２主体、その他１主体）：合流支援が必要で、道路管

 理者による整備・管理を想定している 

 ４主体（自動車メーカ２主体、大型車メーカ１主体、その他１主体）：動的

 情報（交通規制・工事規制・故障車等の情報）が必要で、警察及び道路

 管理者それぞれによる整備・管理を想定している 

 １主体（その他）：交差点の死角等からの歩行者等の飛び出しの対応に必要        

な通信インフラや（非常停止するための）一定間隔の退避場所の整 

備・管理を道路管理者に求める 

 

カ ＯＤＤ外における運行（「運転者」となる人の運用）方法（15 主体中 11 主体が

回答） 

 ４主体（自動車メーカ３主体、その他１主体）：運転者は、自動運行中も常に

 運転者席に乗車する 

 ２主体（研究機関１主体、その他１主体）：運転者は、自動運行中も常に車内

 に存在し、運転者席のほか運転者席以外への乗車も想定している 

 ２主体（自動車メーカ１主体、大型車メーカ１主体）：運転者は、拠点等で乗

 車する（自動運行（物流事業を想定）中の車内には存在しない） 

 ３主体：未定 

 

 

8主体

3主体

3主体

4主体

1主体

信号情報の提供

電磁誘導線・磁気マーカ

合流支援

動的情報（交通規制・工事規制・故障車等の情報）

交差点の死角等の情報

n=11

4主体

2主体

2主体

3主体

自動運行中も常に運転者席に乗車

自動運行中も常に車内に存在

拠点等で乗車

未定 n=11
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キ 故障による予定外の停車時の対応（15 主体中 10主体が回答） 

 ５主体：車内の人が運転して移動させる 

 ４主体：自動的に運行主体やレッカーサービス等に通報する 

 １主体：自動的に運行主体等に通報した上で、車内の人が運転して移動又は

 遠隔操作が可能な場合は遠隔に存在する人が操作して移動させる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク 天候の急変等による予定外の停車時（例：高速道路上）の対応（15 主体中６主

体が回答） 

 ※ 現行法では、高速道路上は原則として駐停車することが禁止されている。（法

第 75 条の８） 

 ４主体：天候の急変等によりＯＤＤ外となった場合は、（他の道路使用者に

 危険を及ぼさない範囲・方法での）路肩等への自動での駐停車が許容さ

 れることを前提としている 

 ２主体：（レベル４の機能として路肩等への自動での駐停車を想定している

 が、）自動駐停車機能作動の前に、一旦は、車内の人（運転者となり得

 る者）に運転引継ぎを要請する 

 

 (4) 安全性確保の考え方について 

ア 自動運行の安全性に係る達成すべき水準（指標）（15 主体中 14主体が回答） 

 ６主体：絶対に交通ルールに反する挙動はしない。運行時の故障発生は、確

 実に検知し、安全・適法に停止する 

 １主体：絶対に交通ルールに反する挙動はしない。運行時の故障発生は、確

 実に検知し、安全・適法に停止する。合理的に予見可能で、回避可能な

 加害事故を発生させない 

 １主体：交通事故やＡＤＳの不安全状態の発生がない 

 １主体：合理的に予見可能で、回避可能な加害事故を発生させない 

5主体 4主体 1主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=10

車内の人が運転して移動

自動的に運行主体やレッカーサービス等に通報

自動的に運行主体等に通報した上で、車内の人が運転して移動又は遠隔操作が可

能な場合は遠隔に存在する人が操作して移動させる
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 ４主体：未定 

 １主体：「走行〇キロ当たりの交通ルールに反する挙動の発生件数〇件以下、  

かつ、走行○キロ当たり運行中の故障発生を検知し安全・適法に停止す 

ることができない件数○件以下」「走行キロ当たりの人の介入が必要と 

なる事象の発生件数◯件以下」といった設定を行うことを検討してい 

る。全国での自動運転実証例をデータ収集し、妥当な件数レベル値を 

しかるべき機関が有識者会議や市民との合意形成も経て決定すべきで 

ある 

 

(5) 交通事故が発生した場合の刑事的な責任について（15 主体中 13主体が回答） 

 ２主体：自動運転中の交通事故の直接的な責任を、乗員やＡＤＳの作動を開始 

    する操作を行った者等の自然人に問うべきではない 

 １主体：自動運転であっても避けることのできない交通事故はあるので、責任 

    の所在は個別具体に判断されるべきであるが、自動運転中の交通事故の 

    直接的な責任を、ＡＤＳの作動を開始する操作を行った者等に問うべき 

    ではない 

 １主体：法人を責任主体とした法制度を導入すべきである 

 １主体：事故原因を究明（第三者機関が公正に調査）し、責任主体を明確にす 

    る図式が必要である（証跡を残しておくことが重要である） 

 ３主体：交通事故の状況や原因等に応じて個別具体に判断されるものである 

 ５主体：未定 

 

(6) その他の課題について 

  ア 新たに設けるべき義務等の提案（15主体中６主体が回答、複数回答あり） 

 自動運転機能が正常に動作する（している）ことを確認する義務 

 各々の整備者に対する、インフラの機能が正常に動作することを確認する義

務及び地図データや磁気マーカ等の品質を一定水準以上に維持する義務 

 自動運転車の所有者・運行事業者に対し、自動運転システム開発側及び警察

による教育･訓練を受講する義務 

 ＡＤＳが履行困難な運転者の義務とされている運転操作以外の義務につい

て、それぞれの履行主体の明確化 

 自動運転車の走行を妨げるような行為を禁止する義務（３主体が提案） 
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 自動運転システム開発側に対する、ＡＤＳに重要な不具合が発生した場合に

おいて速やかに不具合の内容等を開示する義務 

イ その他実用化に向けた課題や提案（15 主体中７主体が回答、複数回答あり） 

 実勢交通流と自動運転車の動作（挙動）が乖離するケースへの対応が課題で

あり、実勢交通流を勘案して法制度を見直すべき（５主体が提案） 

 違法駐停車の低減（排除）が必要 

 ＡＤＳが故障等した場合、路肩等への駐停車又はＳＡ／ＰＡまでの間の低速

での路肩走行を許容する法制度としてほしい 

 カメラやセンサー等が認識困難な道路標識（高速道路上の数字表示のない最

高速度標識や車種別に並ぶ最高速度標識等）及び補助標識（文字、矢印等が

混在していること）を見直してほしい 

 自動運転の判断アルゴリズムはブラックボックス化しやすいため、ユーザが

客観的に評価できるような仕組み等が必要 
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４ 限定地域での無人自動運転移動サービス（サービスカー）のＳＡＥレベル４に係るヒ

アリング結果 

 【表３】回答有主体の内訳（サービスカーについて） 

分類 対象数 

自動車メーカ ８主体 

大型車メーカ ３主体 

研究機関 ２主体 

その他（独立系メーカ及び 

自動車部品メーカ） 
12主体 

合計 25主体 

 

(1) 実用化目標時期と実用化の基準 

ア 実用化目標時期について（25 主体中 22主体が回答） 

 

イ 実用化の基準について（25 主体中 23 主体が回答） 

 

(2) 実用化に向けて開発中又は開発予定のＡＤＳの使用方法（ＡＤＳの作動に対して人

が関与するレベルや方法等）について 

ア 車両の点検整備（ＡＤＳ以外も含む。）への関与（25 主体中 22主体が回答） 

 14主体：サービス提供者（運行管理者等）が点検整備を行う必要がある 

 ２主体：専門業者（ソフトウェア開発メーカーを含む車両開発メーカー）が

 点検整備を行う必要がある 

2主体
1主体

3主体 4主体 2主体

1主体

9主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=22

2020年頃 2020年代 2023年 2025年 2020年代後半 2030年頃 未定

5主体 7主体 4主体 7主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=23

市販化

運行サービスを開始したこと

自立的な事業性の目途が立った状態

実用化の基準は未定（うち２主体は、他の主体の基準による旨）
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 １主体：日常点検はサービス提供者が、定期点検は専門業者が点検整備を行

 う必要がある 

 １主体：中型バスタイプはサービス提供者が、大型バスタイプは専門業者が

 点検整備を行う必要がある 

 １主体：ビジネスの内容により、サービス提供者であるか、専門業者である

 かが異なる 

 １主体：点検する対象により点検主体は異なる 

 ２主体：未定 

 

イ ＡＤＳの使用を開始するに当たっての人の関与（25主体中 21 主体が回答） 

 13主体：作動開始の直前に都度作動開始の操作を人が行う必要がある 

 ５主体：直前の作動開始の操作は必要ない 

うち４主体：ＯＤＤ内に入った際に自動的に作動を開始する設定にするた

めの操作を行う必要がある 

 ３主体：未定 

 

ウ 人が車内に乗車する必要性（25 主体中 22 主体が回答） 

 10主体：必要である 

 

14主体 2主体
1主体

1主体

1主体

1主体

2主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=22

サービス提供者（運行管理者等）

専門業者（ソフトウェア開発メーカーを含む車両開発メーカー）

日常点検はサービス提供者、定期点検は専門業者

中型バスタイプはサービス提供者、大型バスタイプは専門業者

ビジネスの内容により、サービス提供者であるか、専門業者であるかが異なる

点検する対象によって異なる主体

未定

13主体 5主体 3主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=21

都度作動開始の操作を人が行う 直前の作動開始の操作は必要ない 未定
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うち８主体：車両故障や交通事故時等の緊急時の対応のために必要である 

（うち２主体：（拠点から派遣する場合を含め、）人でなければ救護義

務は履行できない） 

１主体：乗客への説明や予期せぬトラブル対応のために、いわゆる車

掌が必要である 

１主体：駐停車車両を右側部分に（中央線を）はみ出して自動で避け 

る際、対向車両に注意を払うための乗員が必要である 

うち１主体：人が車内又は遠隔に存在する必要がある 

 ９主体：必要ない 

うち８主体：（次問で）人が遠隔に存在する必要がある旨回答 

１主体：（次問で）未定である旨回答 

 ３主体：未定 

エ 人が車外（遠隔）に存在する必要性（25 主体中 22 主体が回答） 

 18主体：必要である 

うち 11 主体：自動運転車が走行困難の状態となるなど非常時の場合には、

人が遠隔から対応する必要がある 

４主体：乗客に安心を与えるためのサービス（各種トラブルや苦情へ

の対応等）や定時運行を確保することを目的として、人が遠隔

に存在する必要がある 

３主体：非常時の対応のほか、乗客に安心を与えるためのサービスを

目的として、人が遠隔に存在する必要がある 

うち１主体：人が車内又は遠隔に存在する必要がある（再掲） 

 ４主体：未定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車内かつ遠隔 遠隔のみ

９主体 ８主体

緊急対応

８主体 １主体

人の
存在

人
の
役
割

１主体

未定車内又は
遠隔

４主体
（うち１主体は

車内は必要ない）

車内に必要 10主体（うち１主体は遠隔とどちらか）

遠隔に必要 １８主体（うち１主体は車内とどちらか）

１主体

乗客
対応

対向車
確認

非常時対応

11主体

定時運行や乗客対応 乗客対応

４主体 ３主体

車
内

遠
隔
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オ 車内に乗車した人による自動運行中断の可否とその方法（25主体中22主体が回答） 

 未定の回答２主体を除く 20主体全て：可能である 

うち７主体：非常停止ボタン又はスイッチの押下、ハンドル・ブレーキ等 

の装置の操作の両方により中断することができる 

11主体：非常停止ボタンを押下し中断することができる 

２主体：ハンドル・ブレーキ等の装置を操作し中断することができる 

うち 15 主体：サービス提供者側以外の人（例えば乗客）も、非常停止ボタ

ンにより自動運行を中断することができる 

 

カ 車外（遠隔）に存在する人による自動運行中断の可否とその方法（25主体中 21主

体が回答） 

 未定の回答１主体を除く 20主体全て：可能である 

うち９主体：非常停止ボタン又はスイッチの押下、ハンドル・ブレーキ等   

の装置の操作の両方により中断することができる 

７主体：非常停止ボタンを押下し中断することができる 

１主体：ハンドル・ブレーキ等の装置を操作し中断することができる 

３主体：方法等については検討中 

 

 

 

 

 

 

 

 

7主体 11主体 2主体 2主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=22

可能（非常停止ボタン又はスイッチ、ハンドル・ブレーキ等の操作の両方）

可能（非常停止ボタン）

可能（ハンドル・ブレーキ等の操作）

未定

9主体 7主体 1主体 3主体 1主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=21

可能（非常停止ボタン又はスイッチ、ハンドル・ブレーキ等の操作の両方）

可能（非常停止ボタン）

可能（ハンドル・ブレーキ等の操作）

可能（検討中）

未定
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(3) 開発中又は開発予定のＡＤＳについて 

ア 実用化における運行管理方法（25 主体中 22 主体が回答） 

 ５主体：初期段階は、乗務員が乗車し、遠隔監視も行い、将来的には、乗務 

員は乗車しないが、遠隔監視は行う 

うち、実用化目標時期について、乗務員が乗車し、遠隔監視も行う形態

は、１主体：2020年頃、１主体：2023年以降（その他の主体は未定）、

乗務員が乗車せず、遠隔監視は行う形態は、１主体：2020 年～2021 年

頃（その他の主体は未定）との回答 

 ４主体：乗務員が乗車し、遠隔監視も行う 

うち、実用化目標時期について、１主体：2025 年、３主体：未定 

 10主体：乗務員は乗車しないが、遠隔監視は行う。 

うち、実用化目標時期について、１主体：2023 年、３主体：2025 年、１主

 体：2020 年代後半、５主体：未定 

 ３主体：未定 

※ 未定である旨の回答（３主体）を除き、乗務員も乗車せず、遠隔監視も行わな

い旨の回答はなかった（19 主体）。 

  

※ 複数の形態を想定している主体は、早い方の目標時期 

 

イ ＡＤＳ使用中のＡＤＳ安全基準適合状態の常時確保方法 

(ｱ) 運行開始時又は運行中の点検整備（25 主体中 23主体が回答） 

 14主体：運行開始時及び運行中は、ＡＤＳが常に自動点検を行う 

うち２主体：ＡＤＳの自動点検に加え、定期的にサービス提供者又は専

門業者が点検整備を行う 

 １主体：運行開始時又は定期的に、人（サービス提供者又は専門業者であるか 

は検討中）が点検を行い、運行中は、ＡＤＳが常に自動点検を行う 

 ５主体：運行開始時又は定期的に、ＡＤＳが自動点検を行う 

 １主体：運行開始時又は定期的に、専門業者が点検を行う 

 ２主体：未定 

1主体
2主体

4主体 1主体 14主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=22

2020年頃 2023年（以降） 2025年 2020年代後半 未定・実用化目標時期未定
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 (ｲ) 故障検知時（後）の対応（25主体中 22 主体が回答） 

 13 主体：故障等検知時は、運行を開始しない、又は運行中は自動で運行が

 停止し人（サービス提供者又は専門業者）が整備を行う 

 ７主体：故障等検知時は、人（サービス提供者）が認知できる方法で知らせ

 るとともに運行を開始しない、又は運行中は自動で運行が停止し人

 （サービス提供者又は専門業者）が整備を行う 

 ２主体：未定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 実用化におけるＯＤＤの想定（25 主体中 21 主体が回答） 

 場所：自動運転車専用道（専用レーン）、ゾーン 30の生活道路、ＧＰＳ、ＬＴＥ 

等の電波（通信）環境が良好な道路、道路インフラの整備された道、傾斜 

のない道路 

 天候（路面状況）：豪雨・強風・積雪・濃霧等の悪天候時はＯＤＤ外  

 速度：走行ルートに応じた安全速度 

 その他：道路交通状況・時間帯等の条件について検討 

等の回答があった。 

14主体 1主体 5主体

1主体

2主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=23

運行開始時及び運行中は、ＡＤＳが常に自動点検を行う

運行開始時又は定期的に、人（サービス提供者又は専門業者であるかは検討中）が点検

を行い、運行中は、ＡＤＳが常に自動点検を行う
運行開始時又は定期的に、ＡＤＳが自動点検を行う

運行開始時又は定期的に、専門業者が点検を行う

未定

13主体 7主体 2主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=22

運行を開始しない、又は運行中は自動で運行が停止し人（サービス提供者又は専門

業者）が整備を行う
人（サービス提供者）が認知できる方法で知らせるとともに運行を開始しない、又は運

行中は自動で運行が停止し人（サービス提供者又は専門業者）が整備を行う
未定
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エ 実用化における運行ルート（25 主体中 23 主体が回答、複数回答あり） 

 10主体：当面（初期段階）は、既定のルート上を運行し、普及期（時期は未 

定）は、既定のエリア内をオンデマンドで運行 

 ７主体：既定のルート上を運行 

 ６主体：既定のエリア内をオンデマンドで運行 

 １主体：既定のルート上をオンデマンドで運行 

 １主体：未定 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 自動運行に当たっての路側インフラの必要性（25 主体中 23主体が回答） 

 20主体（自動車メーカ６主体、大型車メーカ２主体、研究機関１主体、その 

他 11 主体）：必要である 

うち２主体：路側インフラに頼らないで安全に自律走行が可能な技術開発

を目標としているが、路側インフラによって、より円滑な運転

が可能になる。例えば、信号情報の提供は、ジレンマゾーンに

おける円滑な走行（急制動による車内事故防止）のために必要

である 

 ２主体（研究機関１主体、その他１主体）：必要ではない 

 １主体：未定 

 

カ 自動運行に当たっての必要な路側インフラと当該インフラの整備・管理（25 主

体中 20主体が回答、複数回答あり） 

 17主体（自動車メーカ５主体、大型車メーカ２主体、研究機関１主体、その  

他９主体）：信号情報等の提供が必要である 

20主体 2主体 1主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=23

必要である 必要ではない 未定

73.9%

69.6%

4.3%

4.3%

0.0% 50.0% 100.0%

既定のルート上の運行を想定

既定エリア内のオンデマンド運行を想定

既定のルート上のオンデマンドを想定

未定
n=23

（17主体）

（16主体）

（１主体）

（１主体）
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うち６主体：警察による整備・管理を想定 

10主体：当該地域の道路管理者による整備・管理を想定 

１主体：運行管理者による整備・管理を想定 

 ２主体（研究機関２主体）：電磁誘導線・磁気マーカが必要で、道路管理者

 による整備・管理を想定している 

 ３主体（自動車メーカ１主体、その他２主体）：動的情報（臨時交通規制・

 工事規制・故障車等の情報）が必要で、警察及び道路管理者それぞれに

 よる整備・管理を想定している 

 １主体（その他）：交差点の死角等からの歩行者等の飛び出しの対応に必要

 な通信インフラや（非常停止するための）一定間隔の退避場所の整備・

 管理を道路管理者に求める 

 

キ ＯＤＤ外における運行（「運転者」となる人の運用）方法（25 主体中 22 主体が

回答） 

 ９主体：ＯＤＤ外における運行を予定している 

うち１主体：「運転者」が自動運行中も常に運転者席に乗車する 

５主体：拠点等で人が乗車し運行を継続する（自動運行中の車内に 

    「運転者」は存在しない） 

 11主体：ＯＤＤ外における運行を予定していない 

 ２主体：未定 

 

 

17主体

2主体

3主体

1主体

信号情報

電磁誘導線・磁気マーカ

動的情報（交通規制・工事規制・故障車等の情報）

交差点の死角等の情報

n=20

（複数回答）

9主体 11主体 2主体

0% 25% 50% 75% 100%

n=22

ＯＤＤ外における運行を予定している ＯＤＤ外における運行を予定していない

未定
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ク 故障による予定外の停車時の対応（25 主体中 21主体が回答） 

 ８主体：運行管理センター等の拠点から人を派遣して移動させる 

 ２主体：運行管理センター等の拠点から人を派遣して移動させる又はレッカ

 ーサービスを手配する 

 １主体：レッカーサービスを自動的に手配するとともに、運行管理センター

 等の拠点から人を派遣する 

 １主体：レッカーサービスを自動的に手配する 

 ２主体：車内が有人の場合は、車内の人が運転して移動させ、車内が無人の

 場合は、運行管理センター等の拠点から人を派遣して移動させる又は遠

 隔操作が可能な場合は遠隔に存在する人が操作して移動させる 

 ３主体：車内の人が運転して移動させる 

 １主体：遠隔に存在する人が操作して移動させる 

 ３主体：未定 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケ 実用化における走行速度の想定（25 主体中 20主体が回答） 

 

3主体

3主体

1主体

1主体

1主体

3主体

3主体

5主体

時速20km以下

当面は時速20km以下

中型バスタイプは時速20km以下

大型バスタイプは時速50km以下

時速30km以下

時速40km以下

時速40km超

法定速度

未定 n=20
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(4)  安全性確保の考え方について 

ア 自動運行の安全性に係る達成すべき水準（指標）（25 主体中 23主体が回答） 

 10主体：絶対に交通ルールに反する挙動はしない。また、運行時の故障発生   

 は、確実に検知し、安全・適法に停止する 

 １主体：絶対に交通ルールに反する挙動はしない。運行時の故障発生は、確

 実に検知し、安全・適法に停止する。かつ、合理的に予見可能で、回避

 可能な加害事故を発生させない 

 １主体：合理的に予見可能で、回避可能な加害事故を発生させない 

 ２主体：不具合の発生率ゼロを目指すがその証明は困難である 

  うち１主体：自動運転システムは人間よりも安全でなければならず、人間の

起こす交通事故の発生率と比較することを想定している 

 １主体：絶対に交通ルールに反する挙動はしない。運行時の故障発生は、確

 実に検知し、安全・適法に停止するとしつつ、「走行○キロ当たりの交

 通ルールに反する挙動の発生件数○件以下、かつ、走行○キロ当たり運

 行中の故障発生を検知し安全・適法に停止することができない件数○件

 以下」「走行◯キロ当たりの人の介入が必要となる事象の発生件数◯件

 以下」といった設定を行うことを検討している  

 １主体：「走行○キロ当たりの交通ルールに反する挙動の発生件数○件以

 下、かつ、走行○キロ当たり運行中の故障発生を検知し安全・適法に停

 止することができない件数○件以下」「走行◯キロ当たりの人の介入が

 必要となる事象の発生件数◯件以下」といった設定を行うことを検討し

 ている。達成すべき水準の定量化は、全国での自動運転実証例をデータ

 収集し、妥当な件数レベル値をしかるべき機関が有識者会議や市民との

 合意形成も経て決定すべきである  

 １主体： 「走行◯キロ当たりの人の介入が必要となる事象の発生件数◯件以

 下」といった設定を行うことを検討している 

 ６主体：未定 

イ 外部から不正に操作等されないためのＩＤＳ（侵入検知装置）搭載予定の有無

（25 主体中 20主体が回答） 

※ 遠隔の運行管理センターやデータセンター（仮称）等の外部と自動運転車が

通信を行うことを想定した質問 

 14主体（自動車メーカ３主体、大型車メーカ２主体、研究機関１主体、その   

他８主体）：予定している 
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 ３主体（研究機関１主体、その他２主体）：予定していない 

 ３主体：未定 

ウ ＩＤＳの搭載以外の対策（25 主体中 20主体が回答） 

 ６主体：あらかじめ設定したサーバー等とのみ通信可能とし、認証・データ

 の暗号化を行い、正しい接続先であることが確認できた場合にのみ通

 信を行う 

 ３主体：高信頼のセキュリティソフトにより対策を実施（更新）する 

 ３主体：独立したネットワークを構築し、外部との通信を行わない 

 ８主体：未定 

エ サイバー攻撃を受けた場合の対応（25 主体中 20主体が回答） 

 ４主体（研究機関１主体、その他３主体）：即時安全に停止する仕様である 

 ７主体（自動車メーカ２主体、研究機関１主体、その他４主体）：車外のセ    

ンターに通知し、外部との通信遮断等により安全を確保する方針である 

 １主体（自動車メーカ）：社内対応基準に基づき、しかるべき対応を行う 

 ８主体：未定 

 

(5) 交通事故発生時の刑事的な責任について（25 主体中 17 主体が回答） 

 ５主体：自動運転中の交通事故の直接的な責任を、乗員やＡＤＳの作動を開始 

    する操作を行った者等の自然人に問うべきではなく、法人を責任主体 

    とした法制度を導入すべきである 

 ２主体：自動運転中の交通事故の直接的な責任を、乗員やＡＤＳの作動を開始 

    する操作を行った者等の自然人に問うべきではない 

 ６主体：交通事故の状況や原因等に応じて個別具体に判断されるものである 

うち２主体：事故原因を究明（第三者機関が公正に調査）し、責任主体を明 

   確にする図式が必要ある（証跡を残しておくことが重要である） 

 ４主体：未定 

 

 (6) その他の課題について 

  ア 新たに設けるべき義務等の提案（25主体中 11 主体が回答、複数回答あり） 

 自動運転機能が正常に動作する（している）ことを確認する義務（自動運転車

監視業務の制度化） 

 各々の整備者に対する、インフラの機能が正常に動作することを確認する義務

及び地図データや磁気マーカ等の品質を一定水準以上に維持する義務 
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 自動運転車の所有者・運行事業者に対する、自動運転システム開発側及び警察

による教育･訓練を受講する義務 

 ＡＤＳが履行困難な運転者の義務とされている運転操作以外の義務について、

履行主体の明確化（交通事故発生時の対応に係る体制整備の義務化） 

 自動運転車の走行を妨げるような行為を禁止する義務（４主体が提案） 

 自動運転システム開発側に対する、ＡＤＳに重要な不具合が発生した場合にお

いて速やかに不具合の内容等を開示する義務 

イ その他実用化に向けた課題や提案（25 主体中 10主体が回答、複数回答あり） 

 実勢交通流と自動運転車の動作（挙動）が乖離するケースへの対応が課題で

あり、実勢交通流を勘案して法制度を見直すべき（３主体が提案） 

 違法駐停車の低減（排除）が必要 

 特に都市部では、自動運転車専用レーンがなければ実用化は難しい 

 乗客乗降のための停車場所の確保が必要 

 カメラやセンサー等が認識困難な道路標識（高速道路上の数字表示のない最

高速度標識や車種別に並ぶ最高速度標識等）及び補助標識（文字、矢印等が

混在していること）を見直してほしい 

 自動運転車が最優先されるルールを策定してほしい 

 自動運転の判断アルゴリズムはブラックボックス化しやすいため、ユーザが

客観的に評価できるような仕組み等が必要 

以上 
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別添３  

「自動運転の実現に向けた調査研究」 

海外調査結果の概要 

 

１ 目的等 

調査検討委員会における検討の基礎資料とすることを目的として、オーナーカー及び

物流トラック並びにサービスカーのＳＡＥレベル４の実現に向けた取組等に関する調査

を次のとおり実施した。 

 

２ 実施概要 

 (1)  実施時期 

令和元年 11月及び 12 月 

(2)  調査対象国 

アメリカ、フィンランド、スウェーデン、ドイツ、オーストラリア及びＵＡＥ（ド

バイ） 

(3)  実施主体 

調査検討委員会事務局（みずほ情報総研株式会社及び警察庁） 
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自動運転の実現に向けた調査研究 ヒアリング結果 

 ＜アメリカ＞ 

※ 先方対応者の説明内容をまとめたもの 

＜アメリカ①＞ 

対応者 ■ 
National Highway Traffic Safety Administration 

 (NHTSA)（国家道路交通安全局） 

日 時 ■ 2019年 11月 19 日（火）13:30～15:00 

 

１ レベル４の実証実験について 

【安全確保の考え方】 

 レベル４は開発段階の技術である。米国運輸省が 2018 年 10 月に発行したガイドライ

ン「自動運転車 3.0」に示しているが、公道実証実験における安全性の確保は開発者

に期待されるものである。研究室やテストコース等で開発・検証を十分に行い、高い

水準にあると開発主体が確認した後にのみ公道実験に進むことが期待される。ただし、

「自動運転車 3.0」はガイドラインであり、法的拘束力はない。 

 システムに対し、人間がどのように関与するかはシステムによって異なることが想定

される。 

 実験においては、経験値の高いテストドライバーを使用することが重要である。当面、

車内にドライバーがいる状況を見ながら安全性について考えていくのだろう。 

 

【データの提供義務について】 

 原則、実証実験のデータを連邦政府に提出させる枠組みはない。事故の捜査・調査が

行われる場合には、データ提出を求めることはあり得る。 

 なお、州レベルでは実験においてシステム作動を解除し人間のドライバーが対応した事

例のデータを求める例もある（例：カリフォルニア州）が、これは実験や自動運転に関

する透明性を高めるための目的であり、実験を評価するためではないと承知している。 

 

【事故等の特異事例について】 

 連邦政府では、特異な事故事例の調査（Special Crash Investigation）を行っており、

実験中の事案については、ラスベガスでの自動運転シャトルの事例等２件を公表している。 

 調査結果を基にした実験主体に対する指導等は行ってない。よほどの事があれば、リ

コール等に繋がる不具合の調査に格上げする。調査は、事実を収集、公表し、他の開

発・実験主体に教訓としてもらうためのものである。 

 これまでの事故事例は、必ずしもシステムエラーが原因ではない。テストドライバー

が然るべき対応をとらなかったことなどが原因の場合もある。 
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２ 実用化に向けた法制度整備について 

【想定される移動サービス等について】 

 移動サービスについて各地でテストが実施されているが、NHTSA としては安全な情報

や知見をどう積み重ねるかという研究段階であり、政策や制度を検討する段階ではな

い。レベル４の実用化に関する検討は、設定される運行設計領域をはじめとして仮定

が多く、具体的な考えや方向性を示せる段階にない。 

 実用化時の運行形態や運行設計領域については全てを射程に入れており、現段階で車

両制度側がこれらを決めつけることはない。例えば、自動駐車機能と高速道路を自動

運転する機能とでは自動運転の状況が異なるが、これらユースケースごとではなく、

全てのシナリオに共通のものとして定義できる安全指標を検討する。 

 スタートアップ企業等はビジネスの観点から運行形態等を考えているが、車両制度側

はあらゆる運行形態を想定し、対応できるようにする必要があると考えている。 

 

【安全性確保の考え方や取組について】 

 レベル４の実用化に際しても、一般的に、現在の公道実証実験を行っている環境から

インフラは大きくは変わらないだろう。安全性を確保する上で、レベル４は外部要因

に影響されるべきではない。安全性や冗長性に関してインフラ等の外部要因に依存す

るものは、安全性の観点から、結局のところドライバーレスの選択肢を取ることはで

きず、レベル４とは呼べないだろう。 

 「自動運転車 3.0」では、2017 年９月に米国運輸省が発行したガイドライン「自動運

転システム 2.0：安全へのビジョン」において提示した車両の安全性に関する 12 の要

素（①システム設計の安全性、②運行設計領域、③障害物等の検知及び対応、④フォ

ールバック（ミニマルリスクコンディション）、⑤検証方法、⑥HMI、⑦サイバーセキ

ュリティ、⑧耐衝撃性能、⑨衝突後の自動運転システムの挙動、⑩データ記録、⑪消

費者への教育訓練、⑫連邦法・州法・地方法への準拠）を使用して安全性自己評価を

実施し、公表することを求めている。12 の要素は、公聴会を経て、レベル３以上に関

するものとして選定されたものである。 

 安全性自己評価は自主的取組であり、開発者が安全性に関する自信を深めるためのも

のでもある。民間事業者が自己評価を示す資料を NHTSA に提出することは可能である

が、NHTSA は評価内容の認証を行うものではない。自動運転の実証実験でも安全性自

己評価を取り入れることにより、開発者の情報の透明性を上げ、一般からの信頼性を

確保している。 

 これまで、レベル３以上の実証実験について 17件の自己認証事例がある。 
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【安全性の指標等について】 

 自動運転システムの技術基準については、特別な基準を設けるべきか、既存の車両基

準で対応すれば足りるかなどを含め、あらゆるオプションについて検討している段階

である。 

 標準を作るときは閾値を設定し、それをクリアすればよい、とするのが一般的だが、

自動運転に関する閾値の指標は現時点定まったものはない。現在集めている様々なデ

ータから、指標や車両基準を見直すことになる。 

 

【外観表示等の周囲との関係について】 

 外観表示の必要性については研究している段階で、表示すべきかどうかについて十分

なデータが集まっていない。 

 表示することによる好影響・悪影響の両方があり得る。自動運転中であると認識する

ことで一般ドライバーが普段と違う挙動をする可能性もあり得る。 

 目視で確認できる必要があるのか、電子的な確認で済むのかといった確認手段につい

ても検討があり得る。また、表示の信憑性の問題があり、警察や消防が知る意味や必

要性があるのかどうかを含めて、検討している段階にある。警察や消防においては自

動運転中かどうかに関わらず必要なサービスを提供することに変わりはないので、自

動運転中かどうかを認識する必要性が薄いという検討も聞いたことがある。 

 緊急走行中の車両が近づいたら一般人は道を譲ることが求められるが、自動運転車が

どのように対応できるのかについても考える必要がある。 

 

３ その他 

 「自動運転 3.0」の中で、「ドライバーは必ずしも人間ではなく、自動運転システム

も含む」という考え方を示しているが、今後も同様の考え方をとり続けるとは限らな

い。 

 刑事責任については州法レベルで規定される。連邦政府では規定していない。 
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＜アメリカ②＞ 

対応者 ■ 
Department of Motor Vehicles（カリフォルニア州自動車局） 

California Highway Patrol（カリフォルニア州警察） 

日 時 ■ 2019年 11月 22 日（金）14:00～16:00 

 

１ レベル４の実証実験について 

 カリフォルニア州では、2018 年の４月にドライバーなしでの公道走行に関する州規則

を整備した。 

 テストドライバーが必要な実証実験について、これまで 70 社に許可を出しており、64

社が実験を実施した。事故が発生した場合は報告義務があり、これまで 220 件の衝突が

報告されているが、全て軽微なものである。事故は車両同士の衝突が多く、交差点で多

く発生している。米国（右側通行）では、赤信号でも右折することは可能であるが、自

動運転車が一時停止したりスピードをかなり抑えたりするため、後ろから衝突されるケ

ースが多い。 

 実施主体には、技術の不具合やテストドライバーによるオーバーライド等の作動解除

の発生に関する情報を盛り込んだ年次報告書の提出義務がある。 

 現時点、テストドライバーなしの実証実験（遠隔監視者あり）を許可しているのは

Waymo 社のみであるが、同社はまだテストドライバーなしでの実証実験をカリフォルニ

ア州では行っていない。テストドライバーなしでの実証実験の許可を得るためには、

500 万ドルの保険への加入、実験車両が安全に自動運行できることの自己認証や法執行

機関とのやり取りに関する計画（Law Enforcement Interaction Plan）の策定等が必要。 

 Waymo 社がテストドライバーなしでの実証実験をカリフォルニア州ではまだ行ってい

ない理由は、同社がライドシェアを検討しており、Public Utility Commission（公益

事業規制委員会）とサービス内容に関して協議中であるからであろう。許可以外に更

なる手続きや要件が課せられているわけではない。 

 

テストドライバーなしでの実証実験の主な要件（概要） 

 500万ドルの保険への加入 

 遠隔監視者との通信手段の確立 

 車両が連邦の車両安全基準（FMVSS）やカリフォルニア州の自動車規則に準

拠していること、又は NHTSAより例外として承認されていること 

 レベル４又は５の機能を有すること 

 法執行機関とのやり取りに関する計画の策定 

 遠隔監視者の配置及びトレーニングプログラムの明確化 

（カリフォルニア州自動車局公表資料から抜粋） 
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【実証実験の体制について】 

 州規則では特定のサービスモデルや運行体制を求めてはいないが、車両と遠隔監視者

との通信を確保することは求めている。ただし、遠隔監視者は遠隔操作できる必要は

なく、遠隔監視者と監視する自動運転車の台数の比率に定めはない。 

 遠隔監視者の配置は、事故や火災があったときの第一対応者として、また警察や消防

に対する自動運転車に関する情報の提供者として求めている。自動運転の実験主体は

それぞれの自動運転技術を用いており、警察や消防もそれぞれの技術に精通している

わけではないので、現場での対応のために通信手段の確保は重要である。 

 自動運転車向けの遠隔監視サービスの提供を目指している企業もある。 

 

【安全確保の考え方について】 

 連邦レベルでは、車や装置の連邦自動車安全基準（FMVSS35）を、州レベルでは、車や

装置の使い方等について定めている。 

 連邦政府において、自動運転車両の安全性に関する明確な基準はなく、州政府レベル

でも明確に自動運転車両の安全に関する基準を定めてはいない。 

 システムを開発しシステムを一番理解している開発者が安全性等について自己認証す

ることで安全を担保するというものであり、州政府では自己認証結果を確認する。 

 自己認証結果を確認する際には、十分に施設内やシミュレーション等で安全性を確認し

ていること、連邦自動車安全基準（FMVSS）を満たしていることなども確認している。 

 安全でないものに保険を提供することはないので、保険会社が保険を提供するという

こと自体が安全性確保の上で重要である。保険業界の基準の方が厳しいくらいではな

いか。 

 運行設計領域外では運行できないシステムであること、非常時には自動で安全に停止

するシステムであることを自己認証することを求めているが、自動停止した後の対応

（車両の移動等）については特に規定していない。 

 ソフトウェアのアップデートは、最低１年に１回は行うことを求めている。 

 

【事故が発生した際の対処等について】 

 公道実証実験で事故が起こった場合、報告を義務付けており、内容を公表している。

公表する理由は、公表することにより市民に自動運転車の現状を理解してもらい、情

報の透明性を確保するためである。 

 無人自動運転における事故時の責任の所在について、州規則の中で明確にはしていな

い。ケースバイケースなので、事故が起きたときに裁判所が決めるだろう。現行ルー

ルに沿うと、運転者、登録所有者、自動車会社・自動運転技術提供会社（カリフォル

ニア所在である必要）等の責任が問われることになるのではないか。 

                             
35 Federal Motor Zvehicle Safety Standards 
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２ 実用化に向けた法制度整備について 

【今後の見通し・計画について】 

 連邦運輸省と協力しながら、サイバーセキュリティや商用車の自動運転等、中長期的

なテーマや課題に関する検討を進めている。 

 レベル４の実用化に向け、既存の（従来の）交通ルールの見直しに関する具体的な見

通しはない。ただし、色々な研究は進められており、将来的には見直しもあり得る。

自動運転車がどれだけ普及するかにもよるだろう。現在の交通ルールはドライバーを

前提としているルールになっており、新しい技術の登場に合わせて、車両基準や交通

規制は再検証される必要があろう。 
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＜アメリカ③＞ 

対応者 ■ Waymo 社 

日 時 ■ 2019 年 11 月 21 日（木）10:00～12:30 

 

１ レベル４の実証実験について 

【試乗概要】 

 アリゾナ州でドライバーなしでの移動サービス（遠隔監視者あり）を提供する取組で

も使用されている自動運転車に試乗（試乗時は車内にドライバーあり）。 

 幹線道路や住宅エリア等を、規制速度（25～35 マイル毎時（約 40～55km/h））を遵

守して走行。 

 試乗時の交通量は多くなかったが、歩行者の乱横断があった。その中でも、ドライバ

ーの介入なく安全に走行。 

 停止車両の側方を通過する際は徐行し、路上の駐車場からバックで出てくる車をあら

かじめ認識して減速、停止するとともに、車道側にはみ出ている停止車両に対しては

進路変更して避けて通行した。 

 信号交差点（右左折）等を含め、一度もドライバーによる介入はなかった。 

 

【背景・経緯】 

 Waymo社では 2009年から自動運転の実証実験を開始し、これまでに公道で 1,000万マ

イル、シミュレーションで 100億マイル走行し、様々な走行データを得ている。 

 2017 年に、市販車をベースにした自動運転車両を開発した。安全を確保するために、

連邦政府が求めているテストに加え、通常では考えづらいような難しい条件で確認及

び検証するなどの独自のテストも実施した。一般市民にも試乗してもらい、様々なデ

ータを取得し、総じて高評価を得た。 

 当該自動運転車は 600 台あり、平均して１日 3,500km を走行している。 

 2018 年に、無人自動運転車両を配車するアプリを開発し、実証実験の中でレベル４

の車両を活用した無人移動サービスに関する検証を行っている。 

 カリフォルニア州ではドライバーなしでの実証実験（遠隔監視者あり）の許可を受け

ており、アリゾナ州ではドライバーなしでの移動サービス（遠隔監視者あり）を開始

している。 

 

【開発車両の性能・特徴等について】 

 運転経験の豊富なベテランドライバーをシステムが再現することを目指している。 

 信号は、地図にあらかじめ設置場所をインプットしており、現示はカメラ等で認識し

ている。インフラ協調は行っていない。 

 ルーフトップのＬｉＤＡＲ、光学カメラ、側面のＬｉＤＡＲとレーダーの組み合わせ

により、360 度、約 300 メートルをセンシングし、人間の眼では見通しの悪い箇所や

時間帯、気象条件でも、走行環境を認識する。 
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 システムは、物体の種類を区別（自動車、自転車、歩行者等）して認識し、それらが

次にどのような行動を取るか常に予測している。 

 前方の交差点等に関しては、（まだ）認識していない交通参加者等に関する危険予測

も常に行っている。 

 特に怒りによる行動等、人間の行動には予測しきれない部分があり難しい。そのため、実際

の交通状況や行動をベースに、様々な公道をシミュレーションして、ＡＩに学習させている。 

 補完センサーとして、音声認識システムとＧＰＳを搭載している。音声認識システム

では、緊急車両のサイレンを認識する。 

 車両に搭載している高精度３次元マップには、走行中に得られた規制情報や時間帯別

の交通流や他の交通主体の動き等のデータもインプットし、後でその道路を通行する

自動運転車の車両制御に反映させている。マップの更新は随時行うが、工事等による

一時的な交通規制等についても基本的に自律的に認識し、対応する。 

 

【無人移動サービスの概要】 

 現在アリゾナ州で 100 平方マイルのサービスエリアでサービス提供しているが、順次

拡大していくことを目指している。 

 利用者がアプリで目的地等を設定し、料金等を確認の上、自動運転車を配車させる。乗

車後、アプリ又は座席のディスプレイで発進操作を行うと、自動運転車が走行を開始す

る。 

 乗客はアプリ上で随時行き先等を変更できる。 

 なお、カリフォルニア州法では、自動運転に限らず、タクシー等を含め、18 歳未満

は単独では移動サービスの乗客になることができないという年齢制限がある。 

 

【無人移動サービス提供における体制等】 

 ドライバーなしでサービス提供する際の体制における役割分担は大きく５つ。 

1. 車両配車： 

拠点から自動運転車を出発させ、乗客を乗せ、目的地で乗客を降ろし、戻って

くるまでの配車計画を管理する。 

2. 車両点検： 

自動運転車の物理的なメンテナンス等を行う。ただし、走行中も機械的な故障

を含め異常がないか常にシステムが状態を確認しており、メンテナンスは通常

の自動車としての日常の点検整備が大半である。なお、カリフォルニア州では

日常点検、年に１回の点検、走行距離ごとの点検整備等が定められている。ソ

フトウェアは別のチームが担当する。 

3. 乗客対応： 

カスタマーサービス（目や耳の不自由な人等にも対応できるようにしてい

る。）、事故時の対応（警察が来るまでの間に乗客を別の車に乗せて移動させ

るオペレーション等）を行い、乗客と音声でやり取りを行う。 
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4. 車両対応： 

自動運転車の技術的な監視。車が自律判断できないときには車からの問い合わ

せを受け、判断を手助けする（例：黄色の二重線を跨いで（交通ルール違反と

なり得る。）駐車車両を避ける時など）。 

5. 路上支援： 

有事の際に現場に向かい対応する。社内の組織ではなく、外注している。 

 システムによる状態監視によって、基本的にはソフト面ハード面の両方の不具合を検

出できる。不具合が軽微なものであれば、自動運転により拠点に戻り、そうでない場

合は、車両が停車している場所まで人が向かうことになる。 

 ソフトウェアは、ルールの変更や軽微でも改善事項があれば、都度ＯＴＡにより更新

している。 

 車の音や色、形等の情報をもとに警察官が近づいてきたことを認識すると自動で窓を

開け、警察官が乗客対応オペレーターと会話できるようにする。必要な書類等は車両

のサンバイザーに備え付けている。乗客には、何も対応する必要がない旨をオペレー

ターがアナウンスする。これらは、州政府と何年も検討して合意した対応方法である。 

 車両内にもカメラがあり、車内の状況を確認することもでき、シートベルトをしてい

るか確認できない場合、乗客対応オペレーターから乗客に声を掛けることもある。常

時見られていることは心地良いものではないため、プライバシーと安全性のバランス

を判断した上で声を掛けることとしている。 

 

【安全確保の考え方】 

 安全性の判断基準は、連邦政府や州政府の基準と事業者の安全基準との掛け合わせに

なるのだろう。 

 これまでの実証実験において軽微な事故は発生しているが、後ろから追突されたケー

スが約９割を占めており、実証実験の許可を取り消されるには至っていない。 

 事故が起きたときの責任についても州政府と様々検討してきているが、結局のところ

ケースバイケースになろう。事故が起きてみないと分からないが、これまでに重要な

責任問題となるような事故は起きていない。 

 十分な施設内・公道実験、また有人で実験を積み重ね、システムの安全性について自

信を積み重ねていき、アリゾナ州において公道でのドライバーなしでのサービスを開

始した。その判断の支えとなるデータは様々ある。 

以上 
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自動運転の実現に向けた調査研究 ヒアリング結果 

＜フィンランド＞  

※ 先方対応者の説明内容を取りまとめたもの 

＜フィンランド①＞ 

対応者 
■ 

■ 

Ministry of Transport and Communications（運輸通信省） 

Finnish Transport and Communications Agency (Traficom) 

（運輸通信庁） 

日 時 ■ 2019 年 11 月 28 日（木）12:00～13:30 

 

１ レベル４の実証実験について 

【実証実験の許可について】 

● 公道実証実験を行うためには、運輸通信庁（Finnish Transport and Communications 

Agency）の許可が必要である。許可に当たっては、実験用のナンバープレートを発行

する（１年間有効、更新も可能）。 

● 申請書に記載すべき項目としては、例えば、実験の内容、実施時期、実施場所（公道

であっても、一般車を通行止めとする必要があるのか、あるいは混合交通の中で実験

を行うのか）、想定されるリスク及び安全対策に関するものがある。 

● 申請から許可までの期間は基本的に一週間程度である。多くの申請者は、既に私有地等

で実験を行っており、その上で公道での実験を行おうとしている。そのため、申請書の

内容もある程度しっかりとしており、許可までの処理期間は短い。一方、私有地等にお

ける実験の実績がない申請者の場合は、申請から許可までに一ヶ月程度時間を要する。 

 

【実証実験の実施状況について】 

● フィンランドでこれまで行われた実証実験では、安全のために、全ての実験で人を乗

せて実験を行っている。遠隔型の実験であっても、安全確保措置として人が乗車す

る。遠隔操作者は、有効な運転免許証を保有している必要がある。 

● フィンランドでは、冬季の自動運転車の走行に重きを置いて実験・検証を行ってい

る。車線等の道路標示が視認できない、周辺に自己位置特定の参考となる建物等の対

象物がない、緯度が高い地域のため衛星通信が届きにくいといった環境での実験を繰

り返し行っている。 

● 単に雪が降っているだけであれば走行に問題はない。ただし、センサに雪が固まって

積もると、検知の精度が低下することが分かっている。 

● フィンランドでは、積雪時の脱線防止のため、除雪車等の目印として側道にポールが

設置されている。現在、その先端部にＩＴＳ路側機を設置できないか、実験を通じて

検証している。 
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● 人が乗車した状態ではあるが、セルラー通信を活用した遠隔型の実験を行ったことが

ある。実験では３Ｇや４Ｇ回線を使用していたが、１秒以上の遅延が発生することも

あり、円滑な遠隔操作が困難であった。 

 

２ レベル４以上の実用化に向けた法制度整備について 

【国際的な動向や取り決めについて】 

● フィンランドでは、ウィーン条約（道路交通に関する 1968 年条約）に基づき国内法

を整備している。フィンランドは、国内において自動運転を実用化するためにはウィ

ーン条約の改正が必要との見解。 

● ＷＰ.１では、これまでに自動運転に関する決議が採択されているが、決議は非拘束

文書であると理解しており、飽くまでも検討の材料として活用しているにすぎない。 

● ＷＰ.29 の検討はＥＵの法規制やフィンランドの国内法の検討にも影響を与えてい

る。 

 

【法整備全般の動向について】 

● 国内法を検討する上では、上述した国際的な動向を注視しなければならない。国際的

な取り決めやＥＵの法規制が、国内法に制約をかけるためである。 

● 新たな道路交通法（以下「新法」という。）が国会で成立し、2020 年６月に施行予

定。新法は、ウィーン条約を踏まえつつ、自動運転等の新技術の発展を考慮して制定

されたもので、ヨーロッパの中でも新しい事例であるといえる。 

● 新法では、受動態を多用することで、運転の主体を敢えて特定していない規定があ

る。その意味では、それらの規定は、従来の自動車及び自動運転車の双方に適用可能

であり、また、レベル３・レベル４を含め、様々なレベルの自動運転車に対応し得る

ものとなっている。「運転者」を具体的に特定せず、例えば「自動車は道路上を正し

く走行しなければならない」というように規定することで、運転者が車内にいる場

合、遠隔で操作している場合及び自動運転システムが操作を行っている場合のいずれ

でも読み取ることができるようにしている。 

● しかしながら、国内において自動運転を実用化するためには、ウィーン条約の改正が

不可欠であると考えており、現時点では、自動運転車を明示的に対象とした国内法を

整備することはできない。 

● フィンランドでもＥＵでも、現状、交通違反による罰則の対象は人間である。今後、

自動運転における責任の在り方について検討が必要となる。 

● 現在の刑法では、ある会社の従業員が事故を起こした場合、間接的にその雇用主に責任

を負わせることができる。したがって、仮に事業者が運営する移動サービスにおいて事

故が発生した場合、雇用主（事業者）に責任を負わせることが可能である。ただし、自

動運転システムを使用する場合の刑事責任の在り方については、現在検討中である。 
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● 無人自動運転移動サービスの実現には、保険や事故責任の問題等未解決の課題が多

く、すぐに実現する段階にはない。 

 

【データ整備について】 

● 自動運転を実用化する上で、交通情報のデータ化が重要と考えている。そこで、道路

管理者は、信号、標識、車線数といった交通情報のデータ化を行うとともに、全ての

人が閲覧できるようデータを公開することとされている。 

● 現状では、一部の交通情報のみオープンデータ化されている。フィンランド国内に

は、数百万もの標識が設置されており、全ての情報をデータ化するためには相当程度

時間を要するため、徐々にデータの整備を進めていく考え。 

 

【その他、実用化に当たっての課題・今後の取組について】 

● デジタルインフラについて誰が責任を持つこととし、道路や標識、規制速度のデータ

をどこに集約すべきか検討している。 

● 将来的に道路標識が統一されれば、様々な国で自動運転車が使いやすくなる。ただ

し、ＥＵ内でも国ごとに標識のデザインや法規制が微妙に異なり、実用化の障壁とな

っている。 

● また道路工事に関する情報提供は、自動運転を実現する上で重要な要素であるが、各

国ごとに、またフィンランド国内の地域ごとに提供方法が大きく異なっており、情報

提供の方法の調和も重要だと認識している。 

● 今後、人間とシステムの役割や、それぞれが担うタスクの範囲を明確化することが重

要となる。例えば、システムはあるタスクを実施しないが、人間側が当該タスクをシ

ステムが実施してくれると勘違いした結果、当該タスクを人間もシステムも実施しな

い事象や、逆に人間側が行おうとしたタスクをシステムが実施してしまう事象が発生

すると考えられる。 
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＜フィンランド②＞ 

対応者 ■ 
Metropolia University of Applied Sciences 

（メトロポリア応用科学大学） 

日 時 ■ 2019 年 11 月 29 日（金）9:00～10:00 

 

【フィンランドにおける小型バスを活用した実証実験プロジェクトについて】 

○ CityMobil２ 

フィンランドで初めて、自動運転車に一般市民が乗車。2015年に住宅見本市の周辺

（他の交通と混在しない環境）で、EasyMile 社の EZ10 を用いて走行実験を行い、２

週間で 15,000 人～16,000 人が乗車した。 

○ SOHJOA（2016 年６月～2018年６月） 

フィンランド初の公道実証実験を実施したプロジェクト。 

○ my SMART Life 

NAVYA社の車両を用いて、2019年 11月 22日（金）までヘルシンキで実験を行っていた。 

○ Sohjoa Baltic 

SOHJOAプロジェクトの普及を目的として、バルト海域の国（ノルウェー、ラトビア、

ポーランド、ドイツ、エストニア、デンマーク）が参画するプロジェクト。 

○ FABULOS（2020年４月～） 

ギリシャ、オランダ、ノルウェー、エストニア、ポルトガルが参画。 

 

【小型バスの実用化について】 

● 上記のプロジェクトでは、レベル４相当の小型バスを使用しており、計画では 2021

年に実用化する予定。ただし、コストに関する課題が解決され、採算性が確保できる

ようにならなければ実用化は難しい。例えば、10 台の車両を一人で操作することが

可能となれば、実用化は可能であると考えている。 

● 実用化に当たっては、小型バスを事業者が購入しやすいような価格設定とするととも

に、性能を高める必要があるだろう。 

 

【その他】 

● 上記のプロジェクトでは、予期しない停止やオペレータ介入時の情報、電気消費量、

乗客情報、速度等のデータを収集しているほか、乗客にアンケートを行っている。 

● フィンランドの現行法上、運転者が車内に存在する必要はなく、各車両に責任のある

者が一人いなければならないとされているが、現在我々は、各車両に運転者を乗せて

いる。 

● 2020 年には、ノルウェーやスウェーデンで、運転操作を行う者が車両に乗車しない

形で多くの実証実験を行うと聞いている。  
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 ＜フィンランド③＞ 

対応者 ■ Sensible４（センシブルフォー）社 

日 時 ■ 2019 年 11 月 29 日（金）10:30～12:00 

 

【開発車両（Gacha）概要】 

● Sensible ４社は、全天候対応自動シャトルバス「Gacha」（ガチャ）（※図１）を開発

し、公道実証実験を積み重ねている。 

● Gacha については、2021 年に市内交通での実用化を目指している。 

● 車両にはミラーがなく、規格ぎりぎりまで横幅が広くなっており、収容可能人数は最

大 16 人（10 人分の座席あり、６人は立って乗車）である。 

 

図１ Gacha（Sensible4 社ウェブサイトより） 

 

【これまでの Gacha実験について】 

● これまでに、延べ 35 日間の実験を行っている。全走行距離は 846km（一日当たり約

24km）で、延べ 1,024 名（一日当たり約 29 名）が乗車した。走行速度は、最高

23km/hであった。 

● これまでに３つの地域で公道実証実験を行った。エスポー市での実験は、同市が進め

るスマートシティ構想の一環として実施したものである。運行拠点から最寄り駅まで

約 1.5km のコースを一日当たり４時間走行した。バスのデータを管理するソフトウェ

アエンジニア１名と保安要員１名の計２名の安全運行者を乗車させて実験を行った。 

● 実験開始当初は５回～10 回につき１回程度、人間が運転に介入する必要があった

が、実験の結果を踏まえ改良を積み重ね、実験開始当初に比べて人が介入する頻度は

低下した。 

● 雪や雨などの悪天候における走行の難しさが現在の自動運転車全般の課題となってい

るが、当社では、フィンランド最北端のラップランドなど、悪天候の中での公道実証
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実験を多数実施しており、霧や大雪降雪時など、視認しづらい環境の場合も含め、あ

らゆる天候で走行できるよう開発を行っている。 

● 現在のところ、Gacha の実験で事故は発生していない。 

● 現在の技術では、前方の車両が駐車車両か信号等のため一時停止している車両かを区

別することは難しい。こうした場合、現在は乗車している安全運行者が手動操作で介

入しているが、将来的には回避指示ボタンを押下するだけで前方車両を自動回避でき

るよう、現在システムを開発している。 

● 他の車両が追い越してくる場合や死角が多い場所を通行する場合は、安全のために速

度を落とすようシステムを設計している。走行が難しい場所の街灯にはセンサが付い

ており、センサ情報から障害物があるか正確に確認できるようにしている。 

● 2018 年の夏から小型一人乗り用の車両（ルノー社のトゥイジーを改良しドアを付け

るなどした車両 ※図２）を使用して公道実証実験を開始し、開発している自動運転

システムの検証や三次元地図の作成を行っている。この実験で収集した情報を基に構

築した三次元地図データが Gacha の走行実験で活用される。 

 

 

図２ 小型一人乗り用車両（事務局撮影） 

 

【今後の Gacha 実験及び実用化について】 

● 2020年の１月から２月にかけて、ヴァンター市内の駅周辺の約 3.2kmのルートで実験

を行う予定である。今までは信号のない場所で実験を行ってきたが、ヴァンター市の

実験では、信号がある場所を冬季の環境下で走行できるのか検証する。同市では信号

情報が既にネットワーク化されており、当面、自律ではなく、信号情報と連携しなが

ら実験を行う。 

● 2020 年の第１四半期には、現状の２名の安全運行者の役割を統合し、安全運行者が

１名のみ乗車する形態で実験を行うことを予定している。いずれは車内無人とし、シ
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ステムでは対応できない非常に限られた不測の事態（例：マンホールのふたが突然開

いて道路上に穴が出現した場合）の際のみ遠隔操作を行い、走行できるようにした

い。 

● 2021 年には、エスポー市の実証実験実施場所周辺での実用化を目指している。 

● 実用化に当たり、公共交通機関とどのように連携していくべきか検討している。また

料金システムや警備員の配置、掃除等が実用化する上での運用上の課題である。 

● システム自体で車両点検を行えるように設計しているが、実用化の際には、システム

によるセルフチェックに加え、毎朝の運行前の人による確認、遠隔管理者による確認

などの点検方法を検討している。 

以上 
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自動運転の実現に向けた調査研究 ヒアリング結果  

＜スウェーデン＞ 

※ 先方対応者の説明内容を取りまとめたもの 

＜スウェーデン①＞ 

対応者 
■ 

■ 

Ministry of Infrastructure（インフラ省） 

Swedish Transport Agency（スウェーデン交通庁） 

日 時 ■ 2019 年 12 月 3 日（火）13:40～15:00 

  

１ 実証実験について 

【法制度の枠組みについて】 

 公道での実証実験を可能とする法制度として、2017年に「The Swedish Ministry of 

Enterprise and Innovation issued Ordinance (2017:309)」を定め、これに基づき

「The Swedish Transport Agency's Regulations and General Advice (TSFS 2017:92)」

を策定した。前者において実証実験に関する基本的事項を定め、後者において実証実

験に関する詳細な手続きを規定している。 

 「 The Swedish Ministry of Enterprise and Innovation issued Ordinance 

(2017:309)」は期限付きで、2022 年の７月１日に失効予定であるが、有効期限を延

長することとなる。 

 実証実験の実施に当たり、最も重要なことはリスク管理である。現在の技術水準は高く

ないが、人間の運転者がいることでほとんどのリスクを低減することができる。自動運

転システムにより走行できない場合も、人間が介入して危険を回避することができるこ

とから、運転タスクを担うことができる人間の運転者の存在を実証実験を行う上での必

須条件としている。ただし、運転者がいる場所は規定しておらず、車内でも車外でもよ

い。 

 実証実験の実施主体は報告書の提出義務がある。事故があった場合には、その都度報

告書を提出する必要があるほか、年次報告書の提出、実証実験完了時には完了報告書

の提出が必要である。 

 報告書の提出を義務付けている理由は、政府がリスクに関する情報を収集するためで

ある。報告書を通じて、政府がこれまで予期していなかったリスクの情報を収集し、

今後、自動運転に関するリスク評価基準を策定し、更なる安全性向上とリスク低減に

努めていく。 

 ＳＡＥレベルは、あいまいで様々な解釈の余地があるため、使用することが少ない。 

 

【実証実験中の責任について】 

 実証実験実施中は運転者が責任を負う。例えば、警察官が停止するよう手信号を行っ

た時に停止したり、事故時に救護等を行うなど、一般的な運転者に求められる義務を

負う。 
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【許可プロセスについて】 

 公道で実証実験を行うためには、実験主体はスウェーデン交通庁に申請書を提出し、

許可を得る必要がある。申請書に実施体制（関係者の役割や責任）、実装する自動運

転技術等を記載した上で、スウェーデン交通庁に説明することが求められる。また、

型式認証されていない特別な車両を用いる場合は、車両の使用許可申請の提出も必要。 

 申請書の内容及び想定されるリスク評価に関する情報に基づいて実証実験の許可を行

う。公道以外での実験結果のみではなく、搭載する技術、リスク評価等を踏まえて、

許可の判断を行う。 

 許可の判断に当たり、リスクを詳細に検証すべきという結論に至った場合は、そのリ

スクを検証するための実験を実施し、実験結果を提出するよう要求する。 

 許可を出す際には、実証実験で使用する技術の性能に応じて条件を付すこともある。

例えば、降雨時にセンサが機能しないことを踏まえて「降雨時に実証実験を実施しな

い」、○m 先までしかセンサで検知できないことを踏まえて「最高速度は時速△km と

する」などである。 

 失敗を許容するトライ＆エラーの内容を含む実証実験については、許可しない。 

 

【許可及び実証実験の実施状況について】 

 現在までに 10 件の実証実験を許可しているほか、許可までは至っていないものの、

審査を行っている段階のものがある。スウェーデンでは、一般乗用車や大型バス、小

型バス、トラック、隊列走行など、様々な車両を活用した実証実験が行われている。 

 

２ 実用化に向けた法制度整備について 

【法制度整備全般の動向について】 

 国内法の見直しは、国際的な決議に沿うように進める。交通規制や道路標識、運転免

許、インフラに求められる要件が変わり、それら項目ごとに関連法規を変えることに

なるだろう。 

 政府は自動運転を普及させるためにはどうすればよいか調査を行い、その結果を

「The path to automated driving –Market introduction」というレポートに取りま

とめ、2018 年に公表した。自動運転をステップ・バイ・ステップで実現させること

や、自動運転の普及のために検討すべき事項等が記載されている。引き続き、法規制

の内容を検討していく。 

 現在の法規制では、運転者がいなければ車両を運転することができないが、同レポー

トにおいては、車両内のシステムを運転者と考える解釈を提言している。このように

運転者の解釈を変え、運転者を柔軟に考えることができれば、既存の法規制を大きく

見直す必要はない。 

 また、現行法上、運転タスク及び運転責任は必ず運転者に帰属する。仮に、自動運転

システムによる運転の場合でも、人間による運転の場合と同様、事故発生時には運転

者に罰則がかかる。 
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 仮に、今後、自動運転システムも運転者であると解釈されるのであれば、自動運転シ

ステム作動中は、自動運転システムを提供する主体（法人）が責任を負うべきと考え

られる。同レポートの中でもその旨を提言している。 

 その際には、刑法を変更する必要があるのではないかという検討もある。こうした大

きな問題については、政府から国会に提案を行い、国会で十分に検討した上で法改正

へと進む。 

 現在のところ、オーナーカー及び物流トラックとサービスカーとで区別することなく

法整備の検討を行っているが、それぞれの自動運転の実用時期に差が生じるようであ

れば、今後それらを分けて検討する可能性はある。基本的な姿勢としては、検討しや

すい領域から、順次、法整備を行っていく。 
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＜スウェーデン②＞ 

対応者 
■ 

■ 

Swedish Transport Administration（スウェーデン交通局） 

Drive Sweden 

日 時 ■ 2019 年 12 月 2 日（月）13:00～15:00 

 

１ 実証実験について 

 スウェーデンでは、公道実証実験を可能とする法律を時限的なものではあるが整備し

ている。国際的に見ても法律において実証実験を規定しているケースはほとんどなく、

ユニークな仕組みである。 

 将来的なレベル４の実証実験においても、車両を走行する前の点検や、シートベルト

を着用しているかの確認、運行中にタイヤがパンクした場合、駐車する場合等、運行

時や運行前後の様々な段階において、人の関与が考えられる。 

 これまでのスウェーデンにおける実証実験は、低速での実証実験のみであり、人身事

故は発生していない。 

 

２ 実用化に向けたインフラ整備について 

【ＩＴＳインフラについて】 

 レベル４の実用化に向けて必要となるＩＴＳインフラについては、現時点明確な答え

がない。 

 ＩＴＳインフラの整備については、ＥＵ内で共通の考えを見出していきたい。ＩＴＳ

の活用は欧州全体で取り組んできたが、なかなか合意がとれず、現在検討が休止して

いる。 

 スウェーデン交通局では、物理的なインフラの整備及び維持管理を行う役目はあるが、

ＩＴＳインフラの整備費用を負担していない。 

 通信業界からはデジタルインフラもスウェーデン交通局に整備してもらいたいという

意見があるが、デジタルインフラは、通信事業者がファイバーを敷設するなどし、そ

の通信網を活用してサービスを展開することで収益を得ているものである。スウェー

デン交通局として、デジタルインフラの整備及び維持管理を行う必要があるのかにつ

いては、慎重に検討する必要がある。 

 交通安全という観点では、スウェーデン交通局としては、インフラ整備以外にも行う

べきことが数多くある。もちろん自動運転においては、物理インフラもデジタルイン

フラも十分に整備されることが理想ではあるが、限られた予算の中で求められる全て

のインフラを整備することは難しい。 

 

３ Drive Sweden の概要 

【Drive Swedenの概要について】 

 Drive Sweden とは、自動運転やカーシェアリング等を活用した次世代モビリティの実
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現を目的として、多数のプロジェクトを実施している戦略的革新プログラムであり、

スウェーデン革新庁（Sweden’s Innovation Agency）やスウェーデンエネルギー庁

（Swedish Energy Agency）から資金提供を受け、2005年から 12年間の長期プログラ

ムとして実施されているもの。 

 Drive Sweden のパートナーは、スウェーデン交通局やスウェーデン交通庁（Swedish 

Transport Agency）のほか、自動車メーカー、交通プロバイダー、デジタル技術のサ

プライヤー、スタートアップ、異業種（情報通信企業、銀行、保険会社）、大学など

130 団体にのぼり、日本のＳＩＰともつながりがある。 

 

【Drive Swedenにおける自動運転に関するプロジェクトについて】 

 Drive Sweden は、モビリティシステムやサービスの開発に重点を置いており、一部

のプロジェクトで自動運転の実証実験を行っている。 

 現在はシャトルバスを活用した実証実験が多い。例えば、ストックホルム郊外の新興

開発地域バルカルビューで Nobina（ノビナ）社が EasyMile 社の自動運転車を用いた

実証実験を行っている（＜スウェーデン③＞参照）ほか、ヨーテボリにおいて Navya

の車両を使用した実証実験が行われるなどしている。 

 Nobina 社の実証実験は低速での実証実験であり、より高速で実証実験を行うには、

まだ技術が追いついていない。 

 その他、自動運転機能が搭載された大型電動バスやトラックのほか、配送サービスや

５Ｇに関する実験を行っている。一方、現在のところ、Drive Sweden では一般乗用

車を使用した実証実験は行っていない。 

 

４ その他 

【各種データの統合に関する取組について】 

 スウェーデン交通局では、現在、各種インフラ、地形や高低差、道路の幅、交通規制、

道路工事情報、信号情報等についてデータ化しており、それら情報等が、2020 年に

一つのプラットフォームに集約され統合される予定である。プラットフォームは５つ

のレイヤーで整理され、具体的には①道路ネットワークの情報（道路の種類、舗装状

況等）、②道路に付帯する情報（信号、標識、規制速度等）、③一時的な変更情報（①

及び②の変更情報）、④動的情報、⑤天候情報である。 

 この中で、②の情報は特に重要な情報であり、例えば、ある道路の規制速度が変わっ

た時に、その情報をリアルタイムで共有する必要がある。スウェーデンでは、地方自

治体単位で規制速度を変更できるが、現状では、規制速度の変更情報をスウェーデン

交通局が把握するまで時間がかかっている状況である。  
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＜スウェーデン③＞ 

対応者 ■ Nobina 社 

日 時 ■ 2019 年 12 月 2 日（月）9:00～10:00 

 

１ 試乗概要 

 ストックホルム郊外の新興開発地域バルカルビューにおいて運行している小型バス

（EasyMile 社の EZ10。図１参照）に試乗した。 

 駐車禁止場所に駐車している車両の脇を通る際に保安要員の介入（コントローラによ

る手動操作）があった。 

 

 

図１ 試乗した小型バス 

 

【実証実験の内容】 

 走行ルートは 1.5km（５つの停留所）で、バルカルビュー中心地の住宅街やショッピ

ング施設周辺を周回。実証実験の枠組みではあるが、定期運行（ストックホルム公共

交通共通チケットで乗車可）されている。 

 法定速度は全区間 30km/h。車両は最高 20km/h で走行（20km/h までの走行許可が下り

ているため）。 

 保安要員一名が必ず乗車した形態で運行している（保安要員の存在が許可の条件のため）。 

 

【実証実験周辺エリアの環境】 

 バルカルビューはベッドタウンになる予定の地域で、地下鉄も整備される予定である。

住宅街から地下鉄までの人々の輸送のため、小型バスの活用を計画している。 

 

【走行方法】 

 介入する場合は、保安要員が iPad のボタン又はコントローラを使用して車両を走行

させる。コントローラ等の操作にはパスワードの入力が必要であり、乗客が勝手に操

作できないようにしている。 
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 介入した際は、保安要員が介入理由をシステムに入力することで、自動運転システム

が学習を行う。 

 遠隔監視は行っていないが、遠隔監視を行う施設は整備済みである。現在、遠隔監視

システムを開発しており、将来的には遠隔監視者が６台から 10 台の車両を管理する

ことになると考えている。 

 

【運行及び車両の管理】 

 毎日、運行前に、充電状況の確認や動作確認を車両自身が自動で行うほか、乗客がい

ない状態でルートを一周して安全に運行できるか確認する。 

 

【外観表示】 

 自動運転車であることを示す外観表示はしていないが、車両背面に低速車であること

を示す表示（一辺 30cm 程度の大きさの赤色の三角形のマークをリアガラスとナンバ

ープレートの間に表示。図１参照）を行っている。 

 

【今後の計画、課題】 

 バルカルビューでは、2020 年の１月から２月にルートを拡大し、３km のルートを走

行する予定である。運行に当たっては、遠隔監視による走行を計画しているほか、車

車間通信、路車間通信の技術を活用する予定である。 

 これまで実施してきた走行環境には信号がなかったが、今後、信号との連携（信号情

報提供）を行う計画である。 

 ３年後には、オンデマンドで、車内に保安要員がいない状況で運行したい。 
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自動運転の実現に向けた調査研究 ヒアリング結果 

＜ドイツ＞  

※ 先方対応者の説明内容を取りまとめたもの 

＜ドイツ①＞ 

対応者 ■ 
Federal Ministry of Transport and Digital Infrastructure 

（連邦交通デジタルインフラ省） 

日 時 ■ 2019年 12月 4日（水）14:00～15:30 

 

１ レベル４の実証実験について 

● ドイツ国内に拠点を持つ自動車メーカー等は、研究開発目的での実証実験を全国で実施

することが可能であり、自動運転車両を使用した実証実験が各州で実施されている。 

● 現時点において、ドイツ国内で、運転者が存在しない公道実証実験は実施不可であ

り、これまで、そのような公道実証実験は行われていない。また、基本的に、運転者

は車中にいる必要があり、遠隔型の公道実証実験は実施できない。 

● 連邦交通デジタルインフラ省を含め、連邦政府は各州の実証実験を管理しておらず、

動向や取組を把握していない。 

● 実証実験の実施に際しては、州政府の許可を得る必要がある。州政府では、安全に公

道実証実験を実施できる車両であるかを評価し、可否を判断する。その際、技術的に

安全であるかの判断は、ドイツ全国に拠点を持ち、安全や技術の検証ノウハウがある

評価機関（テュフ社、デクラ社等）に委託している。 

● 州政府は、許可に際し、必要な条件を付すことができる。 

● 実証実験の許可に関する連邦の法律はない。また、技術要件を確認するための全州共

通のガイドラインも存在しないが、各州で確認する観点が異なるといった状況である

ため、共通化しようという試みが始まっている。 

 

【自動運転実現に必要なインフラ開発について】 

● 連邦政府において、自動運転を実現するためのインフラ開発や整備を行う計画はな

い。連邦政府はインフラを整備するのではなく、安全性やセキュリティを確保するこ

とが役割であり、国際的な検討も踏まえながら、その考え方等を整理して示してい

る。ＩＴＳインフラに関するガイドラインはあるが、法的な拘束力はない。 

● 車両とインフラとの間で通信が発生する場合、ＩＴセキュリティが重要である。連邦

政府では、インフラの安全性を確保するための考え方を整理しており、ＩＴセキュリ

ティについては 15 の項目を設定している。そのうちの１つが識別に関するもので、信

号機であれば、それぞれにＩＤを付与しており、対象の信号機と車両との間で適切に

通信を行うこととしている。 
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● ドイツ国内においては、信号機を含め、インフラは民間企業が政府のガイドラインを

踏まえつつ開発及び設置している。 

 

２ 実用化に向けた法制度整備について 

【制度整備状況】 

● ＳＡＥレベル３を想定した道路交通法は２年前に成立させたが、レベル４の車両を対

象とした法制度整備については現在検討中である。 

● レベル４については、ドイツ政府の連立協定において、特定の用途について法制度を

検討することが定められた。特定の用途としては、ラストマイルの人や車両の移動や

荷物の運搬のみが対象であり、一般乗用車の使用については含まれていない。 

● 現在は、連邦交通デジタルインフラ省内で検討を進めている段階で、他の省庁等と公

式な協議等も行っておらず、法制度に関する具体的な論点や検討内容について示すこ

とはできない。 

● レベル４は用途が限定されるため、法整備についても、レベル３よりも検討範囲は狭

まるであろう。 

● まだレベル３の車両は公道を走行しておらず、市場化は早くて 2020 年の終わり頃と想

定される。レベル３の法整備の内容がレベル４の法制度検討にどの程度影響を与える

かは、現時点では分からない。 

 

【レベル４における人の役割について】 

● レベル３では、人がいつでも対応することが求められるが、レベル４については、

ODD 内では人の介入は不要であり、人の役割が異なる。国際レベルでレベル４の技術

的要件や安全確保の条件が定まっていないため、人の役割や責任について、考えを示

すことができる段階にはない。 

 

【責任に関する考え方について】 

● レベル３では、交通事故があった場合、車両所有者が責任を持ち、賠償責任を求めら

れる。被害者に対し、保険金を支払うが、製造者である自動車メーカーに責任がある

場合は、保険会社が自動車メーカーに請求する。レベル４についても同じような扱い

になると想定しているが、最終的には法務省の判断となる。 

 

【外観表示について】 

● 現在、実証実験で自動運転車であることの外観表示の義務はないが、自主的に行って

いる実施主体もある。現時点では何も決まっていない状況である。UNECE（国際連合

欧州経済委員会）の WP29（自動車基準調和世界フォーラム）において示される考え方

に沿う予定である。  
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＜ドイツ②＞ 

対応者 ■ 
SAFARI（サファリ） 

（連邦政府及びベルリン州政府が推進する自動運転プロジェクト） 

日 時 ■ 2019年 12月 5日（木）10:30～12:00 

 

 SAFARI は、連邦政府及びベルリン州政府が推進する自動運転プロジェクト。ベルリン

北部地区において実施しているもので、CAV（コネクテッドカー及び自動運転車）等

に求められる高精度地図（HDマップ）の構築に向けた実証実験を行っている。また、

環境認識や位置特定のためのセンサーの検証のほか、道路インフラやＶ２Ｘ36サービ

スの検証を実施している。実施主体は、ベルリン州環境・運輸・気候保護部局

（Senatsverwaltung für Umwelt, Verkehr und Klimaschutz Berlin）である。同プ

ロジェクトは、連邦交通デジタルインフラ省（Federal Ministry of Transport and 

Digital Infrastructure）から資金助成を受けている。 

 

SAFARI 概要 

実施主体 ベルリン州環境・運輸・気候保護部局 

予算規模 5.72百万ユーロ 

（4.29百万ユーロは連邦交通デジタルインフラ省が助成） 

実施期間 2017年 6 月～2019 年 12月 

パートナー ベルリン州における研究機関、通信事業者及び大学等 

 

１ 実証実験の目的・内容等について 

● SAFARI プロジェクトの目的は、自動更新が可能な高精度地図のシステムを構築するこ

とである。自動運転を実現するためには高精度地図が必要であり、道路の整備情報や

工事情報等を取得し、道路利用者にリアルタイムで情報を提供するサービスを想定し

ている。 

● この目的を達成するため、周辺環境を認識できるセンサーを用いて取得したデータを

基に、高精度地図の精度を検証する実証実験を行っている。実証実験は、冠水により

道路の白線が見えなくなるくらいの雨天時等でも実施しており、あらゆる条件に対応

したシステムの開発を目指している。また、Ｖ２Ｘサービスの検証を行っている。 

● 実証実験を実施しているベルリン北部地区は、幹線道路や脇道、トンネル、自転車専

用道等、様々な道路交通環境があるほか、信号制御機等の環境が揃っており、実施し

やすい環境となっている。 

                             
36 車車間・路車間通信 



81 

● 情報提供基盤として、州政府は、VISS37を公開している。VISS は、ベルリンの道路イ

ンフラに関する統合されたデータ基盤であり、その基礎データとして高精度地図が含

まれる。高精度地図の検証では、ＬｉＤＡＲ、レーダー、３Ｄビジョンカメラ、モノ

カメラ、ＧＰＳ等を搭載した車両を走行させ、360 度のデータを取得した上で、実環

境との比較を行い、必要に応じて更新、修正及び調整を行う。 

● 走行中に取得するデータの精度向上のため、環境認識及び物体検出のためのアルゴリ

ズムの更新作業を行っている。当該車両はデータ取得とは別に、取得したデータを基

に自動運転を行うことが可能であり、自動運転車両としては約１万 km を走行してい

る。 

● 例えば、高精度地図上のランドマークのデータと実環境のランドマークを比較したと

ころ、高精度で一致していたことから、高い精度で認識するアルゴリズムを開発でき

たと認識している。ＬｉＤＡＲ、３Ｄビジョンカメラ及びモノカメラで取得したデー

タを基に推定した自己位置は、ＧＰＳによるものよりも精度が高い。標識、電柱、信

号機や駐車車両、駐車可能スペースについても、高精度で認識可能である。駐車可能

スペースにおける駐車車両の有無を認識し、即座に高精度地図のデータに反映させる

ことができる。 

 

図 データ取得車両（左・事務局撮影）とセンサー種類（右・公表資料より抜粋） 

 

● 高精度地図の検証を低コストで実施するため、６台のバス（通常の路線バス）のフロ

ントガラスにスマートフォンを設置し、周辺環境のデータを取得している。 

● ＬＴＥや５Ｇ、セルラーＶ２Ｘ等を使い、Ｖ２Ｘの検証を行った。５Ｇは、その特徴

から、これまでよりも多くの基地局が必要となる。機器を道路に設置するためには、

ベルリン州交通省の許可を得る必要があり、実証実験では、８つの路側機と２つの５

Ｇ基地局を設置し、データの伝送や監視に関する検証を行った。 

● 実環境と高精度地図データとの比較を継続して実施している。道路の標示や標識の有

                             
37 Verkehrsinformationsystems straße：道路交通情報システム 
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無や、道路のレイアウト等の違いを検出した際は、州政府等から提供される地図デー

タが間違っているのか、単に地図データが更新されていないのか、認識アルゴリズム

が間違っているのかを検証している。 

 

【今後の取組等について】 

● ベルリンにおける別の実証実験では、EasyMile 社の車両を使っているが、別の地図デ

ータを使用しており、カメラは地図データの確認のために使用している。今後、自治

体が自動運転のために作る地図データと企業が作る地図データを融合できればよいと

考えている。ただ、地図データの提供に当たり料金を収受するのかなど、ビジネスモ

デルは決まっていない。 
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＜ドイツ③＞ 

対応者 ■ EasyMile 社 ドイツ支社 

日 時 ■ 2019 年 12 月 5 日（木）14:00～16:30 

 

１ レベル４の実証実験について 

● ベルリンでは、EasyMile 社の車両（EZ10 Generation 2。以下「Gen2」という。）を使

用し、高齢者が多く住む住宅エリアから最寄り駅までのラストマイルの実証実験を行

う「See-Meile プロジェクト」を実施している。当該プロジェクトはベルリン州から

資金提供を受けている。実験開始最初の２週間で 3,500 人が試乗し、非常にポジティ

ブな評価を得ており、高齢者に好評である。ただし、車両が通常の５～６倍の価格で

あり、車両内に保安要員がいることが求められることから、商用化には至っていな

い。完全自動化され、初めて採算がとれると考えている。 

● できるだけ早い段階で、車両内の保安要員がいないシステムをリリースしたいと考え

ている。保安要員がいないシステムであっても、例えば、停電時にも安全に走行でき

る、遠隔地から確実に車両を制御できるなど、100％安全に走行できることを保証す

る必要がある。その際、最も大きな課題となるのが通信の信頼性の確保であるが、現

在、通信会社からは、100％の保証はできないという回答を得ている状況である。 

 

【公道走行の条件等について】 

● ドイツでは、公道を走行するための条件として、十分にリスク分析を行い、セットア

ップ、スタッフ教育、メンテナンス、ソフトウェアの更新等の対応を行う必要があ

る。ドイツでは、全ての州当局において、スタッフの教育を義務付けている。

EasyMile 社では、義務化以前からそれらの対応が必要であると考え、18 歳以上で自

動車運転免許を取得していること、十分な時間の研修を受けること、状況を正しく判

断できること等を保安要員の要件としている。 

● ドイツの法律上、９席以下の場合はバスではなく乗用車となる。ハンドル等がないの

で、Gen2 は特別乗用車として許可を受けている。 

● 州当局では、許可の判断に当たり、テュフ社やデクラ社等の評価機関の地域支部に車

両技術の安全性の確認を委託しているが、連邦政府において自動運転車両の安全基準

や考え方を示すガイドラインを定めていないため、判断基準は地域によって異なる。

例えば、ドイツ南部を拠点とするテュフ・ズード社はブレーキやハンドル等のハード

ウェアに着目し、デクラ社は自動運転車両が障害物等をどのように認識し反応するか

に着目している。 

● 公道走行の許可で最もネックとなっているものは、自動運転ソフトウェアの分析で、

知識や知見が乏しい外部機関の場合、評価に膨大な時間がかかることになる。 

● ドイツは自動車大国で、許可の判断において、ブレーキやハンドル等のハードウェア

に注目する傾向がある。約 100 年前の基準が今も活用されており、自動運転車に、従

来車に必要な基準を適用することとなってしまっている。 
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【安全に関する考え方について】 

● 安全性の確保が最重要であると考えている。アメリカでは、走行距離を増やすことで

人による運転よりも安全であることを示すというアプローチが一般的であり、事故が

起こることも許容され得るが、我々は、規制速度内で走行している限り、事故を防ぐ

ことができると考えている。 

● セキュリティシステムも自社で開発している。航空業界で使われているモデルを応用

し、冗長性を確保しており、システムの一部がダウンしても、動作の継続を可能とし

ている。 

● 保安要員による非常時の対応についても細かく定めている。 

● また、保安要員の教育研修にも力を入れている。認定制度を運用しており、試験合格

者には証書を授与している。また、トレーナーの育成も実施しており、認定を受けた

トレーナーは保安要員を育成することができる。 

● 車両の点検については、例えば、車両のセンサーが汚れている場合、システムがアラ

ームで警告を行うようにしており、保安要員が毎日、警告の有無を確認する。 

● これまで、公道実証実験における事故は発生していない。危ない状況には遭遇してい

るが、それらは他の交通主体によって引き起こされたものである。実証実験を実施す

る際は、車の性能に合わせてルートの選定や速度設定等を行っており、安全最優先で

進めている。 

 

【インフラ協調や車両開発の詳細について】 

● ドイツではインフラと接続し、インフラ経由で情報提供を受けることができるが、地

域により路側機の設置状況が異なる。「See-Meile」プロジェクトの走行場所では、路

側機は設置されていないが、他の地域では設置されているものもある。インフラとの

協調は有効ではあるが、例えば信号機からの情報が正しいという保証がない場合があ

る。一方で、フランスの鉄道会社との実証実験では、セキュリティプロトコルを開発

している。路側機はアメリカやフランスの企業が開発していることが多い。 

● 2019 年６月頃に、EZ10 Generation3（以下「Gen3」という。）を発表し、走行を開始

している。Gen3 はデザインを含めて改善している。公共交通機関の購入を想定して

おり、奇抜なデザインではなく、安心して普通に使える車両をリクエストされ、開発

したものである。 

● Gen3 は、Gen2 のセンサーを全て新しいものに入れ替えている。アルゴリズムは Gen2

と同じである。時速 50km で走行することが可能であるが、利用時の最高時速は 30km

としている。ＬｉＤＡＲ、レーダー、モノカメラ、ステレオカメラが搭載されてい

る。コストを抑えるため、一定方向のみの走行を想定しており、前方に多くのセンサ

ーを搭載している。全部で 15 台のセンサーで周辺環境を認識し、自己位置推定のた

め、ＧＰＳやＩＭＵ（慣性計測装置）、オドメーター（走行距離計）を組み合わせて

いる。 

● バリアフリー化にも対応し、自動スロープを追加している。また、緊急時の対応とし

て、車内にＳＯＳボタンを設置している。さらに、車内で火災が発生した場合の緊急

停止ボタンを別に設置している。 
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● インフラの整備には多大な時間を要すると考えており、インフラに頼らずに自律走行

可能な車両を目指している。情報が多いほど、走行速度及び精度を上げることが可能

であるが、高精度地図や情報の形式等は各地域によって異なるのが現状である。 

 

【ベルリン以外での実証実験について】 

● フランスでは、物流車両の自動運転に関する実証実験を行っているほか、大型バスの

自動運転に関する実証実験を行っている。現在、大型バスの実証実験は敷地内で行わ

れており、2020 年の夏以降にパリの公道で実証実験を行う計画である。最初は、バ

ス停から営業所に戻るルートで、乗客を乗せない難易度の低い条件で実施する予定で

ある。大型バス等、車両の大きさが EZ10 と異なる場合であっても、センサー数は増

減するが、技術コンセプトは同じである。 

● EasyMile 社の実証実験ではないが、印象的な実証実験の例として、バイエルン州で

行われているドイツ鉄道のバス路線における実証実験がある。自動運転車は郊外の規

制速度時速 70km の道路を走行しているが、速度が高すぎて安全ではないとの理由

で、自動運転車が走行する車線は、他の車両も自動運転車と同程度の速度に下げるこ

とが求められている。 

 

【外観表示について】 

● 自動運転車であることの外観表示は国によって異なる。ドイツでは規定がないが、他

の交通主体がナーバスになることを懸念し、あえて表示はしないという判断が多い。 

 

【事故時の責任について】 

● ドイツでは、事故を検証するため、データレコーダーを設置することが義務付けら

れており、誰の責任なのか判断できるようになっている。レベル４においても同じ

考え方ができると考えている。 

以上
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自動運転の実現に向けた調査研究 ヒアリング結果 

＜オーストラリア＞ 

※ 先方対応者の説明内容をまとめたもの 

＜オーストラリア①＞ 

対応者 ■ National Transport Commission（国家運輸委員会） 

日 時 ■ 2019 年 11 月 6 日（水）14:00～17:00 

 

 国家運輸委員会は、鉄道、道路、港湾等を対象とした政策策定に携わる機関である。

国家運輸委員会が取り扱っているテーマの一つに自動運転がある。 

 

１ 実証実験について 

【法制度やガイドラインの枠組みについて】 

 2017 年に自動運転車の実証実験用ガイドライン「Guidelines for trials of 

automated vehicles in Australia」を策定した。 

 本ガイドラインでは、実験の実施主体に以下の４つの点を求めている。 

 実験の内容を州政府に提示すること 

 実験を行う場合には適切な保険に加入すること 

 実験で想定されるリスクを特定し、そのリスクに対する対応方法を記した安全対

策計画書を策定すること 

 事故等の事象が発生した場合に、実験に関するデータを州の道路局に提供する

こと 

 一方、実証実験で使用する車両や、ドライバーが車内にいることの必要性については

明記しておらず、実験主体が柔軟に実験できるようにしている。ガイドライン上、車

内にドライバーがいない状態での実験も可能であるが、各実験主体とも慎重な姿勢を

見せており、これまでにオーストラリア国内で行った実験は全て車内にドライバーが

乗車した形態で行われている。 

 実験は許可制で、各州の道路局が実証実験の許可を行う（例えば、ビクトリア州の場

合、VicRoads（ビクトリア州道路局）が許可を行う）。州によっては本ガイドライン

で示す基準に加えて、独自の基準を定めている。 

 ガイドラインでは、実施主体側が自身でリスク管理を行えるように、10 の安全基準

を設けている。具体的には、セキュリティ、他の道路利用者へのリスク、道路インフ

ラに対するリスク、システム故障、自動運転モードと手動運転モード間の移行、ドラ

イバーの有無、予備実験、ドライバーやオペレータへの教育、運転適性、車両識別と

いった項目に関する基準であり、その基準に則り、実施主体が安全対策を行う。 

 実施主体はこれらの安全基準に適応していることを証明し、あるいはこれらの安全基

準を満たす必要のない場合は、その証拠を提出することを求めている。 
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 ガイドラインでは、衝突やニアミス、テイクオーバー、苦情があった場合にはデータ

を提出することを求めている。また実験終了時にはデータを基にした報告書を提出す

ることも求めている。 

 

【実証実験の実施状況について】 

 オーストラリア国内では、これまで約 15件の実証実験が行われている。 

 実証実験において怪我や死亡、衝突に関する事故はないが、自動運転システムがどの

ように走行すればよいか分からず停止してしまったことはある。実験主体は安全に関

して慎重で、危険な状況になる前に実験車両が安全に停止するようにシステム設計し

ていることが多い。 

 公道で遠隔操作を行う実験は現在のところない。 

 

２ 実用化に向けた法制度整備について 

【法制度整備全般の動向について】 

 現在、国家運輸委員会では、自動運転システムの実用化を見据えた新たな道路交通法

を検討していく上で必要となる事項を整理しており、2020 年５月頃にはそれら事項

を整理した提案書を交通大臣に提出する予定である。実際に法規制に落とし込むには

更に数年かかり、おそらく 2022 年から 2023 年頃に法規制が整備されることになると

考えられる。 

 法規制の整備の流れとしては、まず全ての車両に係る道路交通法（Road Traffic 

Legislation）を改正し、その後、バスやタクシー、公共交通に係る旅客輸送法

（Passenger Transport Legislation）を順次改正していく予定で、現行法をベース

として、自動運転に対応した法規制を策定していく予定である。一般乗用車と移動サ

ービスを分離して法整備していく考えはない。 

 法制度の整備に当たり、現在、大きく以下の５つの観点から検討を行っている。 

 自動運転車を誰が統御（control）するのか 

 市場化した際の安全性をどのように評価するのか 

 市場化された自動運転車の安全性をどのように担保し続けるのか 

 自動運転車の保険に必要となる要件は何か 

 自動運転車から収集するデータをどのように扱うか 

 運転タスクに関する責任主体は、レベル０からレベル３（ドライバーが操作する場合）

はドライバー、レベル３（自動運転システムが操作する場合）からレベル５は自動運

転システムを提供したり管理する主体（企業）の責任となることが政府の中で合意さ

れている。自動運転システムを提供したり管理する主体としては、自動車メーカの場

合もあれば、自動運転システムの製造者の場合もある。 

 現在、法人に対する処罰規定はないが、上記の合意に基づくと、自動運転車では法人

に対する処罰に関して法整備を行う必要がある。自動運転システム使用中の責任を法

人とすることを想定し、既存の航空法や鉄道法を参考にしながら、道路交通法の検討

を行っている。 
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 ただし、シートベルトの着用、事故発生時における救護等、運転タスクではないタス

クについては、引き続き人に義務等を課すのではないかと考えている。 

 現在の運転者とは異なる監視者に対する免許や資格は検討中である。あくまでも自動

運転システム作動中に何かが発生すれば、自動運転システムの開発主体や運行主体が

責任を負うことを想定している。 

 

【移動サービスに関する法制度整備に向けた考えについて】 

 移動サービスは多様な形態が考えられることから、業界の動向に合わせ、様々なサー

ビスに柔軟に対応できる法規制を検討していく。 

 乗務員の有無や遠隔監視など、運行管理方法は運行主体の判断に委ねる予定であるが、

安全に運行することを前提条件とする。 

 遠隔監視者に求める免許や条件については検討中である。例えば、遠隔監視する者は、

疲労時や飲酒時は監視しないといった条件を定めることを想定している。 

 事業者が満たすべき条件として、規制影響照会文書（2019 年７月）において、デー

タの記録及び共有を行うこと、オーストラリアに法人があること、最低の財務要件を

満たしていることの３つを挙げている。 

 また、自動運転を市場化する際の安全性を確保するため、市場投入時の自己認証評価

基準を策定している。事業者には 11 の安全基準を満たすよう、事業者自らが自己認

証することを課すことを想定している。具体的には、①安全なシステム設計及び検証

プロセス、②ＯＤＤ、③ヒューマンマシンインターフェース、④関連する道路交通法

の遵守、⑤警察や他の緊急サービスとの連携、⑥最小リスク状況、⑦道路上での走行

能力、⑧運用システムのアップグレードのインストール方法、⑨オーストラリアの道

路環境の確認、⑩サイバーセキュリティ、⑪教育及び訓練に関し、事業者に自己認証

してもらうことを想定している。 

 救護義務については、事業者が責任の一部を担うという考えもあり得る。例えば、e-

call（緊急通報サービス）といった形態で、衝突の際に即時連絡するシステムを整備

していることを実用化の条件とする可能性はある。 

 ＩＴＳインフラの整備に係る費用負担や役割分担もまだ決まっていない。なお、ある

有料道路の一部区間について、その有料道路の管理者と自動車メーカが連携してＩＴ

Ｓインフラを設置することを検討していると聞く。 

 取締りのため、自動運転システムが作動中かどうかを警察が分かるようにデータ整備

した方がよいか検討したことはあるが、自動運転中であることを外観表示する必要性

について検討したことはない。仮に実用が始まった時に外観表示の必要性が出てきた

場合には、義務として定める可能性はある。 

 

【オーナーカーに関する法制度整備に向けた考えについて】 

 実用化に向けた法制度整備を行う上で、移動サービスと、オーナーカー及び物流トラ

ックで、検討すべき事項に大きな差はない。例えば、オーナーカーの場合でも、自動

運転システムの使用中は、自動運転システムを提供する企業に責任があると考えてい

る。 



89 

 オーナーカーに関する法制度を検討する上で懸念するユースケースが４点ある。一点

目は、企業側がソフトウェアのアップデートを要請したが、オーナーカーの所有者が

自動アップデートしないように設定し、オーナーカーがシステムアップデートされな

い場合である。所有者が常にアップデートすることを義務付けるようにすべきか検討

している。二点目は、所有者が改造した場合である。三点目は、アフターマーケット

に関するものであり、例えば元々レベル２であった車両に対してレベル３になるよう

所有者がシステムをアップデートした場合である。四点目は、例えば商用化から時間

が立って自動運転システムのサポート期間が終了したり、システムを提供する企業が

倒産した場合である。 

 上述の一点目について、自動車メーカから聞いている限りでは、所有者側でオン・オ

フできる機能が幾つかあり、その一つに、自動アップデート機能がある。自動アップ

デート機能をオフにできない場合であっても、所有者が改造を加えてアップデートで

きないようにしてしまう可能性もある。 

 所有者が故意にアップデートしなかったために事故が発生した場合には、所有者に責

任が問われる可能性はあるが、その責任の所在はまだ検討中である。 
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＜オーストラリア②＞ 

対応者 ■ VicRoads（ビクトリア州道路局） 

日 時 ■ 2019 年 11 月 8 日（金）13:00～15:30 

 

 VicRoads は州政府の一部門として、交通に係る法整備や免許交付、道路管理を管轄

しているほか、自動運転の実験の許可を行う。 
 

１ 実証実験について 

【法制度やガイドラインの枠組みについて】 

 2018 年２月に、自動運転の実験に係る条文の追加を目的として、州道路安全法

（Road Safety Act 1986）を改正した。また、同法に紐付くものとして 2018年９月

にビクトリア州ガイドライン（Victorian Guidelines for Trials of Automated 

Vehicles）」を新たに定め、ビクトリア州で自動運転車の実証実験を行う際には、州

（VicRoads）の許可を受ける必要がある旨を明記した。 

 国家運輸委員会のガイドライン「Guidelines for trials of automated vehicles in 

Australia」を基準に各州でそれぞれ実験用のガイドラインを策定している。ビクト

リア州では国家運輸委員会のガイドラインをベースとして、表現を修正し、また実施

主体が理解しやすいように情報を追加した。 

 ビクトリア州の改正道路安全法では、「自動運転モードになっている場合、許可証の

保持者を運転者とみなす」と規定している。そのため、実証実験での自動運転中は許

可を受けた（許可証を有する）実験主体を「運転者」とみなし、車内に乗車している

監視者を運転者とは整理していない。そのため、自動運転システム作動中は許可証を

保持する主体が責任を持つ。 

 運転を引き継ぐ可能性があるため、監視者には実験で使用する車両区分に該当する運

転免許が必要になり、また監視者には飲酒や薬物使用を認めていない。 

 許可証を取得できる主体は自然人あるいは法人である。自然人の場合はオーストラリ

アの免許証を保持していること、法人の場合はオーストラリアに存在することが条件

である。通常は法人が主体となる。 

 実証実験での自動運転中の交通違反等については、監視者が違反や交通事故の一因と

なることがあれば別であるが、基本的には実証実験の許可を受けた（許可証を有する）

実施主体が「運転者」とみなされ、処罰の対象となる。実験主体が監視者を雇う場合、

監視者等に責任が及ぶと実証実験を行う際の支障になるのではないかと考え、法人等

の「運転者」が処罰される規定としている。 

 

【実験許可に関する考えについて】 

 制度上、車内に人がいない状態での実験も可能であるが、現在までにそうした実験は

行われていない。許可を出す時は、まずは人が車内にいることを条件としている。今

後、その実験が安全で、人が車内にいない状態で実験しても問題ないことが証明され

た場合には、無人の実験を許可する可能性はある。 
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 ただし、あらゆる状況において自動運転システムが対応できるという証拠がない限り、

今後も人が何らかの形で監視する必要がある。実施するタスクがほとんどないとして

も、遠隔のコントロールセンター等で人が監視することになるだろう。 

 現在の実験の監視者には運転免許保有者という条件や、携帯電話を使用してはならな

いという条件を付しているが、今後遠隔監視者のみが存在する実験が行われる場合、

その者には現行の運転免許とは異なる要件が必要になるかもしれないが、これまでに

事例がないため、どのような要件とするかは難しい問題である。 

 

【実証実験の実施状況について】 

 州道路安全法改正後、まだ日が立っていないため、許可を与えられた実験は片手で数

えるほどである。 

 オーナーカー、シャトルバスを活用した実験のほか、Ｃ－ＩＴＳ、車車間通信等に関

する実験がビクトリア州内で行われている。 

 

２ 実用化に向けた法制度整備について 

【法制度整備全般の動向】 

 実用化に関する法整備は国家運輸委員会と連携して検討を行っている。自動運転シス

テムの能力や義務、安全性といった観点から、現在国家運輸委員会が自動運転車の実

用化に向けた法整備の項目を整理しており、その整理結果が 2020 年５月に交通大臣

に提出される予定である。その提案を基に連邦政府の道路交通法の改正案が策定され

る。その改正案が決まった段階で、ビクトリア州の道路安全法を改正していく。 

 法規制の整備の流れとしては、連邦政府と同様、まず車両全体に適用する法律を改正

し、その後、移動サービスに関する旅客運送法について改正を行っていくことになる

だろう。 

 

【法制度整備に向けた考えについて】 

 オーナーカーの場合はＯＤＤ外での手動走行も旅程全体に含まれることが想定される

一方、移動サービスであればＯＤＤ内のみでの運行が想定されるという違いがある。

オーナーカーの場合と移動サービスの場合とに分けて求められる義務等を整理する必

要があるだろう。 

 ビクトリア州の警察からは取締り時に「自動運転モードであるかを確認したい」、「自

動運転システムのデータにアクセスしたい」という声があり、現在取締りにおけるデ

ータ収集の在り方及びプライバシーに関する検討が行われている。 

 ＩＴＳインフラの整備に係る費用は膨大で、その費用負担は全国的に大きな課題とな

っている。交通が円滑に流れることは政府の役割であり、信号や道路などの物理的な

インフラは今後も政府が管理することになるだろう。 

以上 
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自動運転の実現に向けた調査研究 ヒアリング結果 

＜ＵＡＥドバイ＞ 

※ 先方対応者の説明内容をまとめたもの 

＜ＵＡＥドバイ①＞ 

対応者 ■ ＲＴＡ（Roads & Transport Authority） 

日 時 ■ 2019年 12月 17 日（火）9:00～12:00 

 

1. レベル４の実証実験について 

 ドバイは、「Dubai Self-Driving Transport Strategy & Roadmap」38の中で、2030年ま

でに公共交通機関の 25％を無人自動運転車が担う戦略を打ち出し、同ロードマップに

基づいて取組を進めることが示されている。 

 同ロードマップでは、目指すべき３つの目標を挙げている。 

1. バスやタクシー等あらゆる公共交通機関全体への自動運転の実装 

2. 自動運転技術の進展に基づく法律の改正 

3. 実証実験等による社会受容性の向上 

 さらに、同目標を達成するために推進すべき８つの事項を挙げている。 

1. Legislation（立法：実証実験、実用化） 

2. Driver Behavior & Acceptance（運転者の振る舞い＆受容性） 

3. Driver & Vehicle Licensing/Registration（運転者＆車両のライセンス／登録） 

4. Insurance/Liability（保証／責任） 

5. Infrastructure Requirements（インフラの要件） 

6. Cyber Security/Data Privacy（サイバーセキュリティ／データ保護） 

7. Connected Vehicle Enablers（コネクテッドカーの発展：Ｖ２Ｉ、Ｖ２Ｖ、Ｖ

２Ｘ39等） 

8. ＨＤ Mapping（高精細地図の構築） 

 2019年 10月に、ドバイワールドチャレンジというコンペ 40を開催し、自動運転に関す

る技術の導入、実証実験による社会受容性の向上を図っている。 

 各国における自動運転の取組は注視している。政府として積極的に自動運転の国家プ

ロジェクトを主導していく方針である。 

 自動運転の実現に向けてドバイ独自の課題がある。ドバイは多民族国家であり、言語が

                             
38 自動運転の実現に向けた戦略的なロードマップ。ＲＴＡウェブサイト https://www.rta.ae/links/sdt/sdt-

final.pdfで公表。 
39 Ｖ２Ｉ：Vehicle to infrastructure（路車間通信技術）、Ｖ２Ｖ：Vehicle to Vehicle（車車間通信技術）、Ｖ２Ｘ：

Vehicle to Everything（車車間・路車間通信技術） 
40 自動運転技術の世界規模のコンペ。２年に１度開催。次回は 2021年に開催予定。優勝賞金は１億円、賞金総額は５

億円 
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多様であることはもとより、自動運転に関する考え方も異なっているので、どのように

社会的受容性を向上させていくかが課題である。また、高温多湿で、砂嵐が発生する気

象環境の中で、自動運転がどこまで機能するかも課題である。 

 「Dubai Self-Driving Transport Strategy & Roadmap」で、各モビリティの自動化目

標時期を明示している。導入時期については、例えば、国内を走行しているタクシー

の 80％以上がトヨタ車であり、同社の技術ロードマップ等を参考に時期を設定してい

る。 

 

 

図 2030 年までの目標時期 

（Dubai Self-Driving Transport Strategy & Roadmapより抜粋） 

 

【実証実験の実施状況について】 

 自動運転やＡＤＡＳ（Advanced driver-assistance systems：先進運転支援システム）

を開発している国内企業や大学はあるが、他国と比較しても企業数も技術レベルも低

いと認識しており、外国企業の技術力に着目している。 

 2019 年 8 月にドバイワールドチャレンジに向けた準備の一貫として、フランス

EasyMile 社等の海外企業５社による自動運転シャトルの実証実験を行った。走行距離

は約３キロメートルで、砂道での走行、バス停での停車、緊急時の急停止等、21 項目

のシナリオで実証実験を実施した。当該実証実験では、道路を封鎖し、他の交通を排

除した専用の空間において実施した。 

 現在、何らの届出も条件もなく道路における実証実験を実施することは認めていない。 

 実証実験を実施するためのガイドラインとして Code of Practice がある。ＲＴＡに

実証実験計画を申請させ、Code of Practiceを基に実施の可否を審査し、実施条件を

付した上で許可している。現時点、自動運転技術的には未確定な要素が多いと認識し

ており、実施主体において実験における安全がコントロールされている必要があると

考えている。例えば、運転者席に運転者を乗車させること、先導車を配置することな
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どを実験実施の条件としている。 

 運転者なしの自動運転車が国内を走行するのは 2027年～30年になると考えている。 

 現在、料金や収益が絡まない非商業的な実証実験のみを許可している。2023 年までに

商業的の実証実験も実施可能とすべく検討中である。 

 自動運転車のほか、ドローン等あらゆるモビリティに関する実証実験が実施可能な施

設を建設する計画がある。 

 

2. 実用化に向けた法制度整備について 

 ＲＴＡは、道路交通法や道路運送車両法を所管し、自動車と運転者のライセンス、信

号機の設置やメンテナンス等を行う。一方警察は、交通取締りや防犯対策等により安

全管理を行う。 

 法制度整備に向け、保険会社や警察等と協議を開始してはいるが、具体的な検討は進

んでおらず、時間を要する見込みである。 

 インフラ協調については、信号情報の提供、緊急車両通過時の対応等のＶ２Ｉを実現

するためにどのような要件が必要か検討中である。 

 緊急車両が接近した場合、自動車は横に逸れ、緊急車両を通過させる必要がある。緊

急車両の接近を知らせる方法については、接近を示すメッセージを５ＧとＤＳＲＣ

（Dedicated short range communications：狭域通信）を使ってインフラから自動車

に通知する方法を検討している。 

 

【責任や義務等の考え方について】 

 実施主体において実験の安全を管理する観点から、車内無人の自動運転の実証実験で

は、遠隔から車両制御が可能なコントロールセンターが必要であると考えている。 

なお、今後、自動運転の技術開発が進み、安全な自動運転が可能であることが確認さ

れた場合は、コントロールセンターは必要ではなくなる可能性はあると考えている。 

 基本的に、人間が運転するよりもシステムが運転した方が安全であると考えている。 

 レベル４の自動運転車による交通事故時の対応（通報や救護等）に関する検討はこれ

からである。バスの乗客の中に急病人が発生した場合やシステムが故障するなどの非

常時の対応などについても並行して検討が必要であろう。 

 レベル４の自動運転車による交通事故が発生した場合、基本的には製造者が責任を負

うことになると考えている。ただし、システムの製造者とシステムを搭載する車両の

製造者が異なる場合の責任については更に検討する必要があろう。 

 自動運転車が安全に走行するためには、ソフトウェアが重要な要素と考えている。今

後の課題として、ソフトウェアのバグやメンテナンスの対応義務等について整理する

必要がある。 
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 法制度整備の検討の方向性は、原則現行法の運転者に課せられた義務に沿って検討す

ることとなろう。 

 自動運転車は、目の前の人との衝突を避けるために自車を壁に衝突させ、車両内の乗

客を傷つけても良いのかという検討等、一律に答えが見出せないものもあるだろう。 

 

【安全基準や要件について】 

 現在、自動運転システムの安全基準について明確なものはない。自動運転車が量産化

される段階にないため、現時点チェックリスト等の安全基準を作成する必要はないと

考えている。自動運転システムは、センサー等が正しく起動しているかなどのセルフ

チェック機能を有している必要があると考えている。いずれにせよ、製造者の責任に

おいて安全であることが確認されている必要がある。 

 現行の運転免許に加え、今後は、自動運転車が法律に準拠できる技術を有しているこ

とを認可するビークルライセンスが必要になってくるだろう。 

 現行法において、運行管理を行う者のライセンスはないため、自動運転車の遠隔監視

や操作等を行うオペレータに関するライセンスは必ずしも必要はないと考えている。 
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＜ＵＡＥドバイ②＞ 

対応者 ■ Dubai Police（ドバイ警察） 

日 時 ■ 2019年 12月 18 日（水）10:00～12:00 

 

1. 先進技術等の活用について 

【取組方針等について】 

 国の方針として、政府の業務をデジタル化することが挙げられている。ドバイ警察で

は、2020年の３月までを第 1フェーズとして業務の自動化を図っていく計画である。 

 ドバイ警察のビジョンは、コミュニティの幸せのために現代的・革新的な技術を用い

た「Smart Security Service」により世界基準の安全な街を作り上げていくことであ

る。 

 2021 年までの活動指針として、３つの項目「コミュニティの幸せ」、「安全な街」、「革

新的技術をもとに作り上げるシステム」を挙げている。 

 現在、緊急事態発生時におけるレスポンスタイム（応答時間）は平均７分で、応答時

間は毎年徐々に短縮されており、2020 年までには６分半まで短縮することを目標とし

ている。 

 

【導入している先進技術について】 

 「Smart Police Car」というシステムの導入を進めている。同システムは、車載カメ

ラによって指名手配者の顔認証を行い通知するほか、オペレータルーム（指令室）と

の通信が可能で、オペレータは、車載カメラによって周辺環境等を確認することがで

きる。 

 「i-Serve」というアプリを電気自動車を対象に導入している。同アプリは、警察内

で警察車両の位置を共有することができる。電気自動車の使用率を上げることにより、

環境負荷を低減に努めている。 

 「Smart Patrol」というシステムを導入している。同システムは、車載カメラやＯＢ

Ｄ（On-board diagnostics：自己診断機能）を活用して、パトカーを運転する警察官

の挙動や外部環境を認識している。警察官の勤務態度や運転内容、車両の稼働状況を

確認し、必要に応じて警察官への警告や、車両の使用頻度が同程度となるようローテ

ーションを行っている。また、車両の不具合の検出も可能であるほか、タイヤの空気

圧やアイドリング時間等のステータスが随時コンピュータに記録される。 

 警察官のいない交番（Smart Police Station）が現在国内に７か所ある。警察官が交

番にいなくても各種手続き等が可能なシステムを設置している。 

 

 



97 

 

【自動運転の活用について】 

 自動運転の活用の計画は、ドバイ警察やＲＴＡではなく、ＥＳＭＡ（Emirates 

Authority For Standardization & Metrology：連邦基準化計測庁）が立案することと

なる。 

 オペレータルーム（指令室）との通信（車載カメラによる周辺環境等の認識）が可能

な「Smart Police Car」に、自動運転技術を搭載する計画はあるが、安全な技術が確

立されていないため現在のところ計画に進展はない。 

 技術開発状況を踏まえれば、2022年～2023 年頃に自動運転機能の搭載されたパトカー

が徐々に導入されるのではないか。ＲＴＡによる自動運転車のための法制度整備の状

況に併せて、試験的に導入することになろう。 
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自動運転の実現に向けた調査研究 ヒアリング結果 

＜その他の海外事業者（国内でヒアリングを実施）＞ 

※ 先方対応者の説明内容をまとめたもの 
 ＜その他の海外事業者＞ 

対応者 ■ AutoX 

日 時 ■ 2019 年 12 月 13 日（金）15:30～17:30 

 

1. レベル４の実証実験について 

【取組方針や開発しているシステムについて】 

 AutoX 社は、2016 年にカリフォルニア州で設立し、完全に人間の手を離れるレベル４

の自動運転車（ロボットタクシー）の開発を行っている。自動運転システムの安全

性・信頼性・効率性を高めることに注力している。 

 アメリカと中国を中心に自動運転の実証実験を重ね、ドバイ等への展開も進めている。 

 マッピング 41は、自社で開発した装置を使用し、自社のシステムに正確に適合させて

いる。高度で正確なマッピングを効率的に行うことが可能である。また、マッピング

したデータをクラウドで維持管理し、各々の自動運転車から参照することが可能であ

る。 

 システムは、自社アルゴリズムを用いて、ＬｉＤＡＲ、レーダー、カメラ等のハード

ウェアを統合して、人の多い場所でも安全運転ができるよう周辺環境を認識し、車両

を制御することが可能である。 

 一つの技術をあらゆる車種に搭載することを目指している。中国の自動車メーカー、

スウェーデンの大型自動車メーカー等の世界の自動車メーカーと連携している。乗用

車だけでなくトラック等の大型車も開発の対象としている。異なる車種の車両に搭載

しても適用する技術を有しているため、自動車メーカーが車両の仕様を変更する必要

はない。車両のサイズが異なる場合には制御面での多少のシステム修正が、重量が重

くなった場合には早い段階でブレーキをかけるための調整が、それぞれ必要であるが、

基本的な技術は同じである。 

 自動運転システムのほかに、車両の制御ユニットも開発している。複数のシステムや

ＧＰＵ（Graphics Processing Unit：画像処理装置）を搭載して冗長性を図り、安全

性を確保している。 

 

【実証実験について】 

～アメリカ～ 

 カリフォルニア州から自動運転の実証実験の許可を世界で初めて受けている。現在、

Waymo 社に続いて「運転者なし」での実証実験の実施許可を得るべく申請中である。

なお、ＣＰＵＣ(California Public Utilities Commission、公共事業委員会)からロ

ボットタクシーによる無人移動サービスの事業許可も受けている。 

                             
41 自動運転に必要な高精度３次元地図を作成すること。 
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 カリフォルニア州では、実証実験に関するデータを当局に開示する必要がある。デー

タを開示し分析することは必要なことであるが、作動解除（Disengagement）のデー

タについては、必ずしも本当に運転者による介入が必要な場面においてのみ介入し作

動解除が発生しているわけではないので、分析すべきケースを選別すべきである。例

えば、道路上にトラックが停車していた場合、十分なスペースがあり、自動で避ける

ことが可能と認識しても、より安全なものとするため、基本的には状況が変わるまで

停車する仕様としている。運転者が「Go around」のボタンを押し、自動運転を再開

（自動回避）することが可能だが、このような介入は本当に必要な介入ではなく、分

析が必要なものではないと感じている 

 当局は、安全性を正確に評価するために、実証実験の実施主体に対し、作動解除のデ

ータのほか、様々なデータを要求する。例えば、交通事故が発生した場合、その原因

を追求し得るデータ（自動運転車の挙動、運転者が介入したのかなど）として、多く

のデータを記録すること（記録することのできる技術）が必要である。自動運転の実

現に向けデータの記録は非常に重要な要素であると考えており、必要な情報を記録で

きるようにブラックボックスを搭載している。  

 交通事故時には警察・保険会社へ情報を提供する。個人情報の保護は大切であるが、

必要性のある場合には情報提供は可能と考えている。 

 

～中国～ 

 中国（深セン、広州、上海）でも自動運転の実証実験の許可を世界で初めて受けてい

る。 

 中国で許可を受けるためには、いくつかのテストを受ける必要があり、例えば、自動

運転車の進路上に道路脇から物を投げ込まれ、これを避けるなどのテストに合格する

ことが必要である。 

 現在、深センの中心部でロボットタクシーの実証実験を行っており、50 台ほどが実

験中である。今後 100 台程度を走らせる予定がある。信号の無い交差点での左折や車

線合流、横断歩道の通過や雨や夜間等の様々な条件下で走行しているが、現在のとこ

ろ問題は発生していない。安全を更に確保するために運転者は乗車している。 

 カリフォルニア州での実証実験結果は中国当局も注視している。 

 

～ＵＡＥドバイ～ 

 ドバイでは、ドバイ全体の道路を対象とした自動運転のための枠組みはなく、特定の

エリアのみ自動運転車の走行が可能と認識している。ドバイ当局からは、ドバイの道

路に自動運転車を適用できるような制度整備についての助言を求められている。また、

ＵＡＥのアブダビやシャールジャという他の首長国も自動運転の導入に関心を示して

いる。今後、ドバイへの進出を計画している。 

 ドバイは、自らが運転する文化ではなく、運転を職業とする者が多い。また、ドバイ

のタクシー運転手の質（運転技能）は低い印象を持っており、自動運転タクシーの導

入に適している国と考えている。また、ドバイは最先端の技術を自国に導入したいと

いう気持ちが強く、導入の追い風となっている。 
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【安全確保の考え方】 

 これまでの実証実験において交通事故の発生はない。安全性については何事に対して

も慎重であらねばならないと考えている。自動運転システムの安全性を最優先に開発

を進めている。 

 現在のところ、システムの安全性に関する明確な基準（指標）はない。これまで 100

万 km に渡る実証実験を実施しているが、最低でも 1,000km は不具合等なく安全に自

動走行できなければ、「安全」ということは言えないのではないか。 

 パートナー企業から、システムの認識性能を検証できるツールの提供を受けている。

例えば、歩行者や自動車等を、どの程度認識せず見落とすことがあったかをスコア

（点数）で評価する。テストツールも非常に重要な技術である。人間の運転免許に置

き換えれば、人間は 18～21 歳で一度実技テストに合格すれば、その後は実技テスト

を受けることは基本的にはないが、テストツールは、常に運転免許の実技テストを受

けているようなものである。 

 運転者なしのサービスを提供する場合は、遠隔通信の技術を活用する予定であるが、

実証実験の段階では、遠隔オペレータの配置のほか、実験車両の後方にサポート車両

を配置し、安全性等に配慮する予定である。 

 女性や高齢者等に無人の車内に不安であるという声があるが、遠隔通信の技術等の向

上により安心感の醸成を図りたいと考えている。 

 車両後部にはディスプレイを設置しており、「自動運転中」等の車の状態を表示し、

後続車の運転者等は自動運転車の状態を確認することができる。遠隔操作中の場合は、

その旨を表示する。車内に搭載された車検証には、自動で道路脇に停止した際の緊急

連絡先を記載している。通常のハンドルやアクセル、ブレーキがあるので、誰でも手

動で運転することができる。車体後部（外側）には緊急停止ボタンもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロボットタクシーの装備 

（The AUTOX SAFETY FACTOR より抜粋） 
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 現在のシステムは人を検知した場合、その人が警察官であるか否かを認識することは

できないが、ＡＩの学習により将来的には可能であると考えている。車内には、マイ

クを設置しており、遠隔オペレータと車内外の人間との会話が可能である。現場の警

察官とやり取りの必要が生じた場合は、遠隔オペレータが車内マイクを通じて対応し

ている。現在、遠隔オペレータ１人が１台の自動運転車に対応することとしているが、

技術の進展に伴い、将来的には、遠隔オペレータ１人が 50 台位に対応することを想

定している。 

 自動運転車に乗車する運転者のトレーニングプログラムは非常に難易度の高いものと

している。２週間のトレーニングを受け、その後のテストに合格する必要がある。ま

た、２年に１度の定期テスト等も実施する。薬物使用やアルコール依存歴等のある者

は採用しない。 

 遠隔で監視しているオペレータについてもトレーニングを行っている。遠隔からの運

転は、通信の遅延やモニターを通じて把握できる周囲の状況が限定されるなどの事情

から難しいものと考えている。遠隔オペレータが安全かつ適切に運転できるようトレ

ーニングを進めたい。 

 50～65mph（約 80～105km/h）で自動走行が可能であるが、一般道路では最高速度

35mph（約 56km/h）に設定し実験している。 

 システムは、作動時に自動でエラーをチェックし、エラーがなければ発進する仕組み

としているほか、自動走行中も常に自動でエラーをチェックしている。 

 何らかのシステムエラーやシステムの判断の誤り等を検知すれば、必ず分析をして、

原因を追究し、結果を学習させることで同じエラー等を発生させないようにしている。

人間とは異なり、機械は疲れを知らず、スマートフォンを操作することも、ドラッグ

の使用や酒気帯び運転といった違反もしない。何らかのエラーが発生した場合でも、

システムの冗長化を図っているので、人間の運転よりも信頼性は確保できていると考

えている。 

 

2. 実用化に向けた課題等について 

 現在人が対応している義務について、今後の技術の進展に応じシステムが代わって対

応していくことになると考えている。交通事故の対応については、衝突した両方の車

の運転者が怪我をして両者ともに通報や救護することができないケースもあり得るほ

か、知識等がなく救護できないなど、人間特有の問題もあろう。その点、技術は人間

のように怪我をすることはなく、遠隔で監視しているオペレータが警察等に通報した

り、自動で通報する技術もある。いずれにしても、一般市民や当局に受け入れてもら

える方法を考えていく必要がある。 

 技術的な問題としてデータ通信の遅延があるが、現在の遅延時間は遠隔運転の安全性

には影響を与えないと考えている。以前、データの送受信（往復）において 30ms の

遅延が発生していたが、現在では 25ms まで短縮できた。今後、５Ｇの導入により更

に短縮できるものと考えている。  
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 乗客からの意見を重要視しているが、仮に無料でサービスを提供した場合、乗客から

は好意的な回答ばかりとなる可能性がある。あくまでも乗客からは正直な意見が欲し

い。 

 交通量の多い状況下であっても自動走行は十分可能であると考えているが、人間の行

動を予測することは最も難しい課題であり更なる学習が必要である。人間は目が２つ

しかないが、ロボットタクシーには 12 機のカメラを搭載しており、視認精度は人間

より高いはずである。人の行動の理解をもっと深めれば、ＡＩの技術によって対応で

きると思われる。 

以上
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§参照条文§【抜粋】 

 道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号）（抄） 

（目的） 
第一条 この法律は、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図り、及び

道路の交通に起因する障害の防止に資することを目的とする。 
 
（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 
十七 運転 道路において、車両又は路面電車（以下「車両等」という。）をその本来

の用い方に従つて用いることをいう。 
十八 駐車 車両等が客待ち、荷待ち、貨物の積卸し、故障その他の理由により継続的

に停止すること（貨物の積卸しのための停止で五分を超えない時間内のもの及び人の

乗降のための停止を除く。）、又は車両等が停止し、かつ、当該車両等の運転をする

者（以下「運転者」という。）がその車両等を離れて直ちに運転することができない

状態にあることをいう。 
 

（公安委員会の交通規制） 
第四条 都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）は、道路における危険を防

止し、その他交通の安全と円滑を図り、又は交通公害その他の道路の交通に起因する障

害を防止するため必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、信号機又は

道路標識等を設置し、及び管理して、交通整理、歩行者又は車両等の通行の禁止その他

の道路における交通の規制をすることができる。この場合において、緊急を要するため

道路標識等を設置するいとまがないとき、その他道路標識等による交通の規制をするこ

とが困難であると認めるときは、公安委員会は、その管理に属する都道府県警察の警察

官の現場における指示により、道路標識等の設置及び管理による交通の規制に相当する

交通の規制をすることができる。 
４ 信号機の表示する信号の意味その他信号機について必要な事項は、政令で定める。 
５ 道路標識等の種類、様式、設置場所その他道路標識等について必要な事項は、内閣府

令・国土交通省令で定める。 
 

（警察官等の交通規制） 
第六条 警察官又は第百十四条の四第一項に規定する交通巡視員（以下「警察官等」とい

う。）は、手信号その他の信号（以下「手信号等」という。）により交通整理を行なう

ことができる。この場合において、警察官等は、道路における危険を防止し、その他交
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通の安全と円滑を図るため特に必要があると認めるときは、信号機の表示する信号にか

かわらず、これと異なる意味を表示する手信号等をすることができる。 
２ 警察官は、車両等の通行が著しく停滞したことにより道路（高速自動車国道及び自動

車専用道路を除く。第四項において同じ。）における交通が著しく混雑するおそれがあ

る場合において、当該道路における交通の円滑を図るためやむを得ないと認めるとき

は、その現場における混雑を緩和するため必要な限度において、その現場に進行してく

る車両等の通行を禁止し、若しくは制限し、その現場にある車両等の運転者に対し、当

該車両等を後退させることを命じ、又は第八条第一項、第三章第一節、第三節若しくは

第六節に規定する通行方法と異なる通行方法によるべきことを命ずることができる。 
３ 警察官は、前項の規定による措置のみによつては、その現場における混雑を緩和する

ことができないと認めるときは、その混雑を緩和するため必要な限度において、その現

場にある関係者に対し必要な指示をすることができる。 
４ 警察官は、道路の損壊、火災の発生その他の事情により道路において交通の危険が生

ずるおそれがある場合において、当該道路における危険を防止するため緊急の必要があ

ると認めるときは、必要な限度において、当該道路につき、一時、歩行者又は車両等の

通行を禁止し、又は制限することができる。 
5 第一項の手信号等の意味は、政令で定める。 
 
（踏切の通過） 

第三十三条 車両等は、踏切を通過しようとするときは、踏切の直前（道路標識等による

停止線が設けられているときは、その停止線の直前。以下この項において同じ。）で停

止し、かつ、安全であることを確認した後でなければ進行してはならない。ただし、信

号機の表示する信号に従うときは、踏切の直前で停止しないで進行することができる。 
２ 車両等は、踏切を通過しようとする場合において、踏切の遮

しや

断機が閉じようとし、

若しくは閉じている間又は踏切の警報機が警報している間は、当該踏切に入つてはなら

ない。 
３ 車両等の運転者は、故障その他の理由により踏切において当該車両等を運転すること

ができなくなつたときは、直ちに非常信号を行なう等踏切に故障その他の理由により停

止している車両等があることを鉄道若しくは軌道の係員又は警察官に知らせるための措

置を講ずるとともに、当該車両等を踏切以外の場所に移動するため必要な措置を講じな

ければならない。 
 

（緊急自動車の優先） 
第四十条 交差点又はその附近において、緊急自動車が接近してきたときは、路面電車は

交差点を避けて、車両（緊急自動車を除く。以下この条において同じ。）は交差点を避

け、かつ、道路の左側（一方通行となつている道路においてその左側に寄ることが緊急
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自動車の通行を妨げることとなる場合にあつては、道路の右側。次項において同じ。）

に寄つて一時停止しなければならない。 
２ 前項以外の場所において、緊急自動車が接近してきたときは、車両は、道路の左側に

寄つて、これに進路を譲らなければならない。 
 

（消防用車両の優先等） 
第四十一条の二 交差点又はその付近において、消防用車両（消防用自動車以外の消防の

用に供する車両で、消防用務のため、政令で定めるところにより、運転中のものをい

う。以下この条において同じ。）が接近してきたときは、車両等（車両にあつては、緊

急自動車及び消防用車両を除く。）は、交差点を避けて一時停止しなければならない。 
２ 前項以外の場所において、消防用車両が接近してきたときは、車両（緊急自動車及び

消防用車両を除く。）は、当該消防用車両の通行を妨げてはならない。 
３ 第三十九条の規定は、消防用車両について準用する。 
４ 消防用車両については、第八条第一項、第十七条第六項、第十八条、第二十条第一項

及び第二項、第二十五条第一項及び第二項、第二十五条の二第二項、第二十六条の二第

三項、第二十九条、第三十条、第三十四条第一項から第五項まで、第三十五条第一項、

第三十八条第一項前段及び第三項、第四十条第一項、第六十三条の六並びに第六十三条

の七の規定は、適用しない。 
 

（停車及び駐車を禁止する場所） 
第四十四条 車両は、道路標識等により停車及び駐車が禁止されている道路の部分及び次

に掲げるその他の道路の部分においては、法令の規定若しくは警察官の命令により、又

は危険を防止するため一時停止する場合のほか、停車し、又は駐車してはならない。た

だし、乗合自動車又はトロリーバスが、その属する運行系統に係る停留所又は停留場に

おいて、乗客の乗降のため停車するとき、又は運行時間を調整するため駐車するとき

は、この限りでない。 
一 交差点、横断歩道、自転車横断帯、踏切、軌道敷内、坂の頂上付近、勾

こう

配の急な

坂又はトンネル 
二 交差点の側端又は道路のまがりかどから五メートル以内の部分 
三 横断歩道又は自転車横断帯の前後の側端からそれぞれ前後に五メートル以内の部分 
四 安全地帯が設けられている道路の当該安全地帯の左側の部分及び当該部分の前後の

側端からそれぞれ前後に十メートル以内の部分 
五 乗合自動車の停留所又はトロリーバス若しくは路面電車の停留場を表示する標示柱

又は標示板が設けられている位置から十メートル以内の部分（当該停留所又は停留場

に係る運行系統に属する乗合自動車、トロリーバス又は路面電車の運行時間中に限

る。） 
六 踏切の前後の側端からそれぞれ前後に十メートル以内の部分 
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（駐車を禁止する場所） 
第四十五条 車両は、道路標識等により駐車が禁止されている道路の部分及び次に掲げる

その他の道路の部分においては、駐車してはならない。ただし、公安委員会の定めると

ころにより警察署長の許可を受けたときは、この限りでない。 
一 人の乗降、貨物の積卸し、駐車又は自動車の格納若しくは修理のため道路外に設け

られた施設又は場所の道路に接する自動車用の出入口から三メートル以内の部分 
二 道路工事が行なわれている場合における当該工事区域の側端から五メートル以内の

部分 
三 消防用機械器具の置場若しくは消防用防火水槽

そう

の側端又はこれらの道路に接する

出入口から五メートル以内の部分 
四 消火栓、指定消防水利の標識が設けられている位置又は消防用防火水槽

そう

の吸水口

若しくは吸管投入孔から五メートル以内の部分 
五 火災報知機から一メートル以内の部分 

２ 車両は、第四十七条第二項又は第三項の規定により駐車する場合に当該車両の右側の

道路上に三・五メートル（道路標識等により距離が指定されているときは、その距離）

以上の余地がないこととなる場所においては、駐車してはならない。ただし、貨物の積

卸しを行なう場合で運転者がその車両を離れないとき、若しくは運転者がその車両を離

れたが直ちに運転に従事することができる状態にあるとき、又は傷病者の救護のためや

むを得ないときは、この限りでない。 
３ 公安委員会が交通がひんぱんでないと認めて指定した区域においては、前項本文の規

定は、適用しない。 
 

（停車又は駐車の方法） 
第四十七条 車両は、人の乗降又は貨物の積卸しのため停車するときは、できる限り道路

の左側端に沿い、かつ、他の交通の妨害とならないようにしなければならない。 
２ 車両は、駐車するときは、道路の左側端に沿い、かつ、他の交通の妨害とならないよ

うにしなければならない。 
３ 車両は、車道の左側端に接して路側帯（当該路側帯における停車及び駐車を禁止する

ことを表示する道路標示によつて区画されたもの及び政令で定めるものを除く。）が設

けられている場所において、停車し、又は駐車するときは、前二項の規定にかかわら

ず、政令で定めるところにより、当該路側帯に入り、かつ、他の交通の妨害とならない

ようにしなければならない。 
 

（乗車又は積載の方法） 
第五十五条 車両の運転者は、当該車両の乗車のために設備された場所以外の場所に乗車

させ、又は乗車若しくは積載のために設備された場所以外の場所に積載して車両を運転
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してはならない。ただし、もつぱら貨物を運搬する構造の自動車（以下次条及び第五十

七条において「貨物自動車」という。）で貨物を積載しているものにあつては、当該貨

物を看守するため必要な最小限度の人員をその荷台に乗車させて運転することができ

る。 
２ 車両の運転者は、運転者の視野若しくはハンドルその他の装置の操作を妨げ、後写鏡

の効用を失わせ、車両の安定を害し、又は外部から当該車両の方向指示器、車両の番号

標、制動灯、尾灯若しくは後部反射器を確認することができないこととなるような乗車

をさせ、又は積載をして車両を運転してはならない。 
３ 車両に乗車する者は、当該車両の運転者が前二項の規定に違反することとなるような

方法で乗車をしてはならない。 
 

（整備不良車両の運転の禁止） 

第六十二条 車両等の使用者その他車両等の装置の整備について責任を有する者又は運転

者は、その装置が道路運送車両法第三章若しくはこれに基づく命令の規定（道路運送車

両法の規定が適用されない自衛隊の使用する自動車については、自衛隊法（昭和二十九

年法律第百六十五号）第百十四条第二項の規定による防衛大臣の定め。以下同じ。）又

は軌道法第十四条若しくはこれに基づく命令の規定に定めるところに適合しないため交

通の危険を生じさせ、又は他人に迷惑を及ぼすおそれがある車両等（次条第一項におい

て「整備不良車両」という。）を運転させ、又は運転してはならない。 

 

（車両の検査等） 
第六十三条 警察官は、整備不良車両に該当すると認められる車両（軽車両を除く。以下

この条において同じ。）が運転されているときは、当該車両を停止させ、並びに当該車

両の運転者に対し、自動車検査証その他政令で定める書類の提示を求め、及び当該車両

の装置について検査をすることができる。 
２ 前項の場合において、警察官は、当該車両の運転者に対し、道路における危険を防止

し、その他交通の安全を図り、又は他人に及ぼす迷惑を防止するため必要な応急の措置

をとることを命じ、また、応急の措置によつては必要な整備をすることができないと認

められる車両（以下この条において「故障車両」という。）については、当該故障車両

の運転を継続してはならない旨を命ずることができる。 
３ 前項の場合において、当該故障車両の整備不良の程度及び道路又は交通の状況により

支障がないと認めるときは、警察官は、前条の規定にかかわらず、当該故障車両を整備

するため必要な限度において、区間及び通行の経路を指定し、その他道路における危険

又は他人に及ぼす迷惑を防止するため必要な条件を付して当該故障車両を運転すること

を許可することができる。この場合において、警察官は、許可証を交付しなければなら

ない。 
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（安全運転の義務） 

第七十条 車両等の運転者は、当該車両等のハンドル、ブレーキその他の装置を確実に操

作し、かつ、道路、交通及び当該車両等の状況に応じ、他人に危害を及ぼさないような

速度と方法で運転しなければならない。 

 

（運転者の遵守事項） 
第七十一条 車両等の運転者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

一 ぬかるみ又は水たまりを通行するときは、泥よけ器を付け、又は徐行する等して、

泥土、汚水等を飛散させて他人に迷惑を及ぼすことがないようにすること。 
二 身体障害者用の車椅子が通行しているとき、目が見えない者が第十四条第一項の規

定に基づく政令で定めるつえを携え、若しくは同項の規定に基づく政令で定める盲導

犬を連れて通行しているとき、耳が聞こえない者若しくは同条第二項の規定に基づく

政令で定める程度の身体の障害のある者が同項の規定に基づく政令で定めるつえを携

えて通行しているとき、又は監護者が付き添わない児童若しくは幼児が歩行している

ときは、一時停止し、又は徐行して、その通行又は歩行を妨げないようにすること。 
二の二 前号に掲げるもののほか、高齢の歩行者、身体の障害のある歩行者その他の歩

行者でその通行に支障のあるものが通行しているときは、一時停止し、又は徐行し

て、その通行を妨げないようにすること。 
二の三 児童、幼児等の乗降のため、政令で定めるところにより停車している通学通園

バス（専ら小学校、幼稚園等に通う児童、幼児等を運送するために使用する自動車で

政令で定めるものをいう。）の側方を通過するときは、徐行して安全を確認するこ

と。 
三 道路の左側部分に設けられた安全地帯の側方を通過する場合において、当該安全地

帯に歩行者がいるときは、徐行すること。 
四 乗降口のドアを閉じ、貨物の積載を確実に行う等当該車両等に乗車している者の転

落又は積載している物の転落若しくは飛散を防ぐため必要な措置を講ずること。 
四の二 車両等に積載している物が道路に転落し、又は飛散したときは、速やかに転落

し、又は飛散した物を除去する等道路における危険を防止するため必要な措置を講ず

ること。 
四の三 安全を確認しないで、ドアを開き、又は車両等から降りないようにし、及びそ

の車両等に乗車している他の者がこれらの行為により交通の危険を生じさせないよう

にするため必要な措置を講ずること。 
五 車両等を離れるときは、その原動機を止め、完全にブレーキをかける等当該車両等

が停止の状態を保つため必要な措置を講ずること。 
五の二 自動車又は原動機付自転車を離れるときは、その車両の装置に応じ、その車両

が他人に無断で運転されることがないようにするため必要な措置を講ずること。 
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五の三 正当な理由がないのに、著しく他人に迷惑を及ぼすこととなる騒音を生じさせ

るような方法で、自動車若しくは原動機付自転車を急に発進させ、若しくはその速度

を急激に増加させ、又は自動車若しくは原動機付自転車の原動機の動力を車輪に伝達

させないで原動機の回転数を増加させないこと。 
五の四 自動車を運転する場合において、第七十一条の五第二項から第四項まで若しく

は第七十一条の六第一項から第三項までに規定する者又は第八十四条第二項に規定す

る仮運転免許を受けた者が表示自動車（第七十一条の五第二項から第四項まで、第七

十一条の六第二項若しくは第三項若しくは第八十七条第三項に規定する標識を付けた

普通自動車又は第七十一条の六第一項に規定する標識を付けた準中型自動車をいう。

以下この号において同じ。）を運転しているときは、危険防止のためやむを得ない場

合を除き、進行している当該表示自動車の側方に幅寄せをし、又は当該自動車が進路

を変更した場合にその変更した後の進路と同一の進路を後方から進行してくる表示自

動車が当該自動車との間に第二十六条に規定する必要な距離を保つことができないこ

ととなるときは進路を変更しないこと。 
五の五 自動車又は原動機付自転車（以下この号において「自動車等」という。）を運

転する場合においては、当該自動車等が停止しているときを除き、携帯電話用装置、

自動車電話用装置その他の無線通話装置（その全部又は一部を手で保持しなければ送

信及び受信のいずれをも行うことができないものに限る。第百二十条第一項第十一号

において「無線通話装置」という。）を通話（傷病者の救護又は公共の安全の維持の

ため当該自動車等の走行中に緊急やむを得ずに行うものを除く。第百二十条第一項第

十一号において同じ。）のために使用し、又は当該自動車等に取り付けられ若しくは

持ち込まれた画像表示用装置（道路運送車両法第四十一条第十六号若しくは第十七号

又は第四十四条第十一号に規定する装置であるものを除く。第百二十条第一項第十一

号において同じ。）に表示された画像を注視しないこと。 
六 前各号に掲げるもののほか、道路又は交通の状況により、公安委員会が道路におけ

る危険を防止し、その他交通の安全を図るため必要と認めて定めた事項 
 

（普通自動車等の運転者の遵守事項） 
第七十一条の三 自動車（大型自動二輪車及び普通自動二輪車を除く。以下この条におい

て同じ。）の運転者は、道路運送車両法第三章及びこれに基づく命令の規定により当該

自動車に備えなければならないこととされている座席ベルト（以下「座席ベルト」とい

う。）を装着しないで自動車を運転してはならない。ただし、疾病のため座席ベルトを

装着することが療養上適当でない者が自動車を運転するとき、緊急自動車の運転者が当

該緊急自動車を運転するとき、その他政令で定めるやむを得ない理由があるときは、こ

の限りでない。 
２ 自動車の運転者は、座席ベルトを装着しない者を運転者席以外の乗車装置（当該乗車

装置につき座席ベルトを備えなければならないこととされているものに限る。以下この
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項において同じ。）に乗車させて自動車を運転してはならない。ただし、幼児（適切に

座席ベルトを装着させるに足りる座高を有するものを除く。以下この条において同

じ。）を当該乗車装置に乗車させるとき、疾病のため座席ベルトを装着させることが療

養上適当でない者を当該乗車装置に乗車させるとき、その他政令で定めるやむを得ない

理由があるときは、この限りでない。 
３ 自動車の運転者は、幼児用補助装置（幼児を乗車させる際座席ベルトに代わる機能を

果たさせるため座席に固定して用いる補助装置であつて、道路運送車両法第三章及びこ

れに基づく命令の規定に適合し、かつ、幼児の発育の程度に応じた形状を有するものを

いう。以下この項において同じ。）を使用しない幼児を乗車させて自動車を運転しては

ならない。ただし、疾病のため幼児用補助装置を使用させることが療養上適当でない幼

児を乗車させるとき、その他政令で定めるやむを得ない理由があるときは、この限りで

ない。 
 

（交通事故の場合の措置） 

第七十二条 交通事故があつたときは、当該交通事故に係る車両等の運転者その他の乗務

員（以下この節において「運転者等」という。）は、直ちに車両等の運転を停止して、

負傷者を救護し、道路における危険を防止する等必要な措置を講じなければならない。

この場合において、当該車両等の運転者（運転者が死亡し、又は負傷したためやむを得

ないときは、その他の乗務員。以下次項において同じ。）は、警察官が現場にいるとき

は当該警察官に、警察官が現場にいないときは直ちに最寄りの警察署（派出所又は駐在

所を含む。以下次項において同じ。）の警察官に当該交通事故が発生した日時及び場所、

当該交通事故における死傷者の数及び負傷者の負傷の程度並びに損壊した物及びその損

壊の程度、当該交通事故に係る車両等の積載物並びに当該交通事故について講じた措置

を報告しなければならない。 

２ 前項後段の規定により報告を受けたもよりの警察署の警察官は、負傷者を救護し、又

は道路における危険を防止するため必要があると認めるときは、当該報告をした運転者

に対し、警察官が現場に到着するまで現場を去つてはならない旨を命ずることができ

る。 
３ 前二項の場合において、現場にある警察官は、当該車両等の運転者等に対し、負傷者

を救護し、又は道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため必要な

指示をすることができる。 
 

（停車及び駐車の禁止） 
第七十五条の八 自動車（これにより牽

けん

引されるための構造及び装置を有する車両を含

む。以下この条において同じ。）は、高速自動車国道等においては、法令の規定若しく

は警察官の命令により、又は危険を防止するため一時停止する場合のほか、停車し、又
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は駐車してはならない。ただし、次の各号のいずれかに掲げる場合においては、この限

りでない。 
一 駐車の用に供するため区画された場所において停車し、又は駐車するとき。 
二 故障その他の理由により停車し、又は駐車することがやむを得ない場合において、

停車又は駐車のため十分な幅員がある路肩又は路側帯に停車し、又は駐車するとき。 
三 乗合自動車が、その属する運行系統に係る停留所において、乗客の乗降のため停車

し、又は運行時間を調整するため駐車するとき。 
四 料金支払いのため料金徴収所において停車するとき。 

 

 （自動車の運転者の遵守事項） 

第七十五条の十 自動車の運転者は、高速自動車国道等において自動車を運転しようとす

るときは、あらかじめ、燃料、冷却水若しくは原動機のオイルの量又は貨物の積載の状

態を点検し、必要がある場合においては、高速自動車国道等において燃料、冷却水若し

くは原動機のオイルの量の不足のため当該自動車を運転することができなくなること又

は積載している物を転落させ、若しくは飛散させることを防止するための措置を講じな

ければならない。 

 

（故障等の場合の措置） 

第七十五条の十一 自動車の運転者は、故障その他の理由により本線車道若しくはこれに

接する加速車線、減速車線若しくは登坂車線（以下「本線車道等」という。）又はこれ

らに接する路肩若しくは路側帯において当該自動車を運転することができなくなつたと

きは、政令で定めるところにより、当該自動車が故障その他の理由により停止している

ものであることを表示しなければならない。 

２ 自動車の運転者は、故障その他の理由により本線車道等において運転することができ

なくなつたときは、速やかに当該自動車を本線車道等以外の場所に移動するため必要な

措置を講じなければならない。 

 

（道路の使用の許可） 
第七十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、それぞれ当該各号に掲げる行為につい

て当該行為に係る場所を管轄する警察署長（以下この節において「所轄警察署長」とい

う。）の許可（当該行為に係る場所が同一の公安委員会の管理に属する二以上の警察署

長の管轄にわたるときは、そのいずれかの所轄警察署長の許可。以下この節において同

じ。）を受けなければならない。 
一 道路において工事若しくは作業をしようとする者又は当該工事若しくは作業の請負

人 
二 道路に石碑、銅像、広告板、アーチその他これらに類する工作物を設けようとする

者 
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三 場所を移動しないで、道路に露店、屋台店その他これらに類する店を出そうとする

者 
四 前各号に掲げるもののほか、道路において祭礼行事をし、又はロケーシヨンをする

等一般交通に著しい影響を及ぼすような通行の形態若しくは方法により道路を使用す

る行為又は道路に人が集まり一般交通に著しい影響を及ぼすような行為で、公安委員

会が、その土地の道路又は交通の状況により、道路における危険を防止し、その他交

通の安全と円滑を図るため必要と認めて定めたものをしようとする者 
 

（運転免許） 
第八十四条 自動車及び原動機付自転車（以下「自動車等」という。）を運転しようとす

る者は、公安委員会の運転免許（以下「免許」という。）を受けなければならない。 
２ 免許は、第一種運転免許（以下「第一種免許」という。）、第二種運転免許（以下

「第二種免許」という。）及び仮運転免許（以下「仮免許」という。）に区分する。 
３ 第一種免許を分けて、大型自動車免許（以下「大型免許」という。）、中型自動車免

許（以下「中型免許」という。）、準中型自動車免許（以下「準中型免許」とい

う。）、普通自動車免許（以下「普通免許」という。）、大型特殊自動車免許（以下

「大型特殊免許」という。）、大型自動二輪車免許（以下「大型二輪免許」とい

う。）、普通自動二輪車免許（以下「普通二輪免許」という。）、小型特殊自動車免許

（以下「小型特殊免許」という。）、原動機付自転車免許（以下「原付免許」とい

う。）及び牽
けん

引免許の十種類とする。 
４ 第二種免許を分けて、大型自動車第二種免許（以下「大型第二種免許」という。）、

中型自動車第二種免許（以下「中型第二種免許」という。）、普通自動車第二種免許

（以下「普通第二種免許」という。）、大型特殊自動車第二種免許（以下「大型特殊第

二種免許」という。）及び牽
けん

引第二種免許の五種類とする。 
５ 仮免許を分けて、大型自動車仮免許（以下「大型仮免許」という。）、中型自動車仮

免許（以下「中型仮免許」という。）、準中型自動車仮免許（以下「準中型仮免許」と

いう。）及び普通自動車仮免許（以下「普通仮免許」という。）の四種類とする。 
 
（第一種免許） 

第八十五条 次の表の上欄に掲げる自動車等を運転しようとする者は、当該自動車等の種

類に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる第一種免許を受けなければならない。 
自動車等の種類 第一種免許の種類 
大型自動車 大型免許 

中型自動車 中型免許 
準中型自動車 準中型免許 
普通自動車 普通免許 
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大型特殊自動車 大型特殊免許 
大型自動二輪車 大型二輪免許 
普通自動二輪車 普通二輪免許 

小型特殊自動車 小型特殊免許 
原動機付自転車 原付免許 
２ 前項の表の下欄に掲げる第一種免許を受けた者は、同表の区分に従い当該自動車等を

運転することができるほか、次の表の上欄に掲げる免許の種類に応じ、それぞれ同表の

下欄に掲げる種類の自動車等を運転することができる。 

第一種免許の種類 運転することができる自動車等の種類 
大型免許 中型自動車、準中型自動車、普通自動車、小型特殊自動車及

び原動機付自転車 
中型免許 準中型自動車、普通自動車、小型特殊自動車及び原動機付自

転車 

準中型免許 普通自動車、小型特殊自動車及び原動機付自転車 
普通免許 小型特殊自動車及び原動機付自転車 
大型特殊免許 小型特殊自動車及び原動機付自転車 

大型二輪免許 普通自動二輪車、小型特殊自動車及び原動機付自転車 
普通二輪免許 小型特殊自動車及び原動機付自転車 

 
（第二種免許） 

第八十六条 次の表の上欄に掲げる自動車で旅客自動車であるものを旅客自動車運送事業

に係る旅客を運送する目的で運転しようとする者は、当該自動車の種類に応じ、それぞ

れ同表の下欄に掲げる第二種免許を受けなければならない。 
自動車の種類 第二種免許の種類 
大型自動車 大型第二種免許 
中型自動車及び準中型自動車 中型第二種免許 

普通自動車 普通第二種免許 
大型特殊自動車 大型特殊第二種免許 
2 前項の表の下欄に掲げる第二種免許を受けた者は、同表の区分に従い当該自動車を当

該目的で運転することができるほか、当該第二種免許に対応する第一種免許を受けた者

が前条第二項の規定により運転することができる自動車等を運転すること（大型第二種

免許を受けた者にあつては旅客自動車である中型自動車、準中型自動車又は普通自動車

を、中型第二種免許を受けた者にあつては旅客自動車である普通自動車を当該目的で運

転することを含む。）ができる。 
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 道路交通法施行令（昭和 35年政令第 270号）（抄） 

 

（手信号の意味） 
第四条 法第六条第一項に規定する手信号の種類及び意味は、次の表に掲げるとおりとす

る。 
手信号の種類 手信号の意味 
腕を横に水平にあ

げた状態（横に水

平にあげた腕をお

ろし、引き続き身

体の方向を変えな

いで交通整理をし

ている状態を含

む。） 

一 横に水平にあげた腕（腕をおろした場合においては、身体の正

面。以下この表において同じ。）に平行する交通については、第二

条第一項の表に掲げる青色の灯火の信号の意味に同じ。 
二 横に水平にあげた腕に対面する交通については、第二条第一項の

表に掲げる赤色の灯火の信号の意味に同じ。 

腕を垂直にあげた

状態（横に水平に

あげた腕を垂直に

あげ、又は垂直に

あげた腕を横に水

平にあげた状態に

もどすまでの間の

状態を含む。） 

一 腕を垂直にあげる前の状態における水平にあげた腕に平行する交

通については、第二条第一項の表に掲げる黄色の灯火の信号の意味

に同じ。 
二 腕を垂直にあげる前の状態における水平にあげた腕に対面する交

通については、第二条第一項の表に掲げる赤色の灯火の信号の意味

に同じ。 

備考 第二条第一項の表に掲げる黄色の灯火又は赤色の灯火の信号の意味と同じ意味を

表示する手信号の意味に係る停止位置は、同表の備考の三に規定する場所にあつて

は、手信号を行なつている警察官又は法第百十四条の四第一項に規定する交通巡視員

（以下「警察官等」という。）の一メートル手前の場所とする。 
２ 交差点において公安委員会が内閣府令で定めるところにより左折することができる旨

を表示した場合におけるその交差点において行なわれる前項の表に掲げる手信号（第二

条第一項の表に掲げる黄色の灯火又は赤色の灯火の信号の意味と同じ意味を表示する手

信号に限る。）の意味は、それぞれの手信号により停止位置をこえて進行してはならな

いこととされている車両に対し、その車両が左折することができることを含むものとす

る。 
 

（座席ベルト及び幼児用補助装置に係る義務の免除） 
第二十六条の三の二 法第七十一条の三第一項ただし書の政令で定めるやむを得ない理由

があるときは、次に掲げるとおりとする。 
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一 負傷若しくは障害のため又は妊娠中であることにより座席ベルトを装着することが

療養上又は健康保持上適当でない者が自動車を運転するとき。 
二 著しく座高が高いか又は低いこと、著しく肥満していることその他の身体の状態に

より適切に座席ベルトを装着することができない者が自動車を運転するとき。 
三 自動車を後退させるため当該自動車を運転するとき。 
四 法第四十一条の二第一項に規定する消防用車両（次項第四号において「消防用車

両」という。）である自動車の運転者が当該消防用車両である自動車を運転すると

き。 
五 人の生命若しくは身体に危害を及ぼす行為の発生をその身辺において警戒し、及び

その行為を制止する職務又は被疑者を逮捕し、若しくは法令の規定により身体の自由

を拘束されている者の逃走を防止する職務に従事する公務員が当該職務のため自動車

を運転するとき。 
六 郵便物の集配業務その他業務のため自動車を使用する場合において当該業務に従事

する者が頻繁に当該自動車に乗降することを必要とする業務として国家公安委員会規

則で定める業務に従事する者が、当該業務につき頻繁に自動車に乗降することを必要

とする区間において当該業務のために使用される自動車を運転するとき。 
２ 法第七十一条の三第二項ただし書の政令で定めるやむを得ない理由があるときは、次

に掲げるとおりとする。 
一 運転者席以外の座席の数を超える数の者を乗車させるためこれらの者のうちに座席

ベルトを装着させることができない者がある場合において、当該座席ベルトを装着さ

せることができない者を運転者席以外の乗車装置（運転者席の横の乗車装置を除

く。）に乗車させるとき（法第五十七条第一項本文の規定による乗車人員の制限を超

えない場合に限る。）。 
二 負傷若しくは障害のため又は妊娠中であることにより座席ベルトを装着させること

が療養上又は健康保持上適当でない者を自動車の運転者席以外の乗車装置に乗車させ

るとき。 
三 著しく座高が高いか又は低いこと、著しく肥満していることその他の身体の状態に

より適切に座席ベルトを装着させることができない者を自動車の運転者席以外の乗車

装置に乗車させるとき。 
四 緊急自動車に係る緊急用務又は消防用車両に係る消防用務に従事する者を当該緊急

自動車又は消防用車両である自動車の運転者席以外の乗車装置に乗車させるとき。 
五 人の生命若しくは身体に危害を及ぼす行為の発生をその身辺において警戒し、及び

その行為を制止する職務又は被疑者を逮捕し、若しくは法令の規定により身体の自由

を拘束されている者の逃走を防止する職務に従事する公務員を当該職務のため自動車

の運転者席以外の乗車装置に乗車させるとき。 
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六 郵便物の集配業務その他前項第六号に規定する業務に従事する者を、当該業務につ

き頻繁に自動車に乗降させることを必要とする区間において当該業務のために使用さ

れる自動車の運転者席以外の乗車装置に乗車させるとき。 
七 自動車に乗車している者の警衛若しくは警護を行うため又は車列を組んでパレード

等を行う自動車に係る交通の安全と円滑を図るためその前方及び後方等を進行する警

察用自動車により護衛され、又は誘導されている自動車の運転者が運転者以外の者を

当該自動車の運転者席以外の乗車装置に乗車させるとき。 
八 公職選挙法の適用を受ける選挙における公職の候補者又は選挙運動に従事する者を

同法第百四十一条の規定により選挙運動のために使用される自動車の運転者席以外の

乗車装置に当該選挙運動のため乗車させるとき。 
3 法第七十一条の三第三項ただし書の政令で定めるやむを得ない理由があるときは、次

に掲げるとおりとする。 
一 その構造上幼児用補助装置を固定して用いることができない座席において幼児を乗

車させるとき（当該座席以外の座席において当該幼児に幼児用補助装置を使用させる

ことができる場合を除く。）。 
二 運転者席以外の座席の数以上の数の者を乗車させるため乗車させる幼児の数に等し

い数の幼児用補助装置のすべてを固定して用いることができない場合において、当該

固定して用いることができない幼児用補助装置の数の幼児を乗車させるとき（法第五

十七条第一項本文の規定による乗車人員の制限を超えない場合に限る。）。 
三 負傷又は障害のため幼児用補助装置を使用させることが療養上又は健康保持上適当

でない幼児を乗車させるとき。 
四 著しく肥満していることその他の身体の状態により適切に幼児用補助装置を使用さ

せることができない幼児を乗車させるとき。 
五 運転者以外の者が授乳その他の日常生活上の世話（幼児用補助装置を使用させたま

までは行うことができないものに限る。）を行つている幼児を乗車させるとき。 
六 道路運送法第三条第一号に掲げる一般旅客自動車運送事業の用に供される自動車の

運転者が当該事業に係る旅客である幼児を乗車させるとき。 
七 道路運送法第七十八条第二号又は第三号に掲げる場合に該当して人の運送の用に供

される自動車（特定の者の需要に応じて運送の用に供されるものを除く。）の運転者

が当該運送のため幼児を乗車させるとき。 
八 応急の救護のため医療機関、官公署その他の場所へ緊急に搬送する必要がある幼児

を当該搬送のため乗車させるとき。 
 

 （自動車を運転することができなくなつた場合における表示の方法） 

第二十七条の六 法第七十五条の十一第一項の規定による表示は、次の各号に掲げる区分

に従い、それぞれ当該各号に定める停止表示器材を、後方から進行してくる自動車の運

転者が見やすい位置に置いて行うものとする。 
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一 夜間 内閣府令で定める基準に適合する夜間用停止表示器材 

二 夜間以外の時間 内閣府令で定める基準に適合する昼間用停止表示器材（当該自動

車が停止している場所がトンネルの中その他視界が二百メートル以下である場所であ

るときは、前号に定める夜間用停止表示器材 

 

 

 旅客自動車運送事業運輸規則（昭和 31 年８月１日運輸省令第 44 号）（抄） 

 

（事故による死傷者に関する処置） 

第十九条 旅客自動車運送事業者は、天災その他の事故により、旅客が死亡し、又は負傷

したときは、次の各号に掲げる事項を実施しなければならない。 

一 死傷者のあるときは、すみやかに応急手当その他の必要な措置を講ずること。 

二 死者又は重傷者のあるときは、すみやかに、その旨を家族に通知すること。 

三 遺留品を保管すること。 

四 前各号に掲げるもののほか、死傷者を保護すること。 

 

(異常気象時等における措置) 

第二十条 旅客自動車運送事業者は、天災その他の理由により輸送の安全の確保に支障が

生ずるおそれがあるときは、事業用自動車の乗務員に対する必要な指示その他輸送の安

全のための措置を講じなければならない。 
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§参考資料１§ 

 

「運転免許の自主返納件数と運転経歴証明書交付件数の推移」 

 

【運転免許の自主返納件数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【運転経歴証明書交付件数】 
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§参考資料２§ 

 

「令和元年度交通政策白書」 

（国土交通省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「日本のトラック輸送産業 現状と課題 2019」 

（公益社団法人全日本トラック協会、平成 31 年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路線バスの廃止路線延長
（単位：km）

鉄道の廃止路線延長
（単位：km）

2008年度 1,911 64.0
2009年度 1,856 2.1
2010年度 1,720 0
2011年度 842 0
2012年度 902 39.1
2013年度 1,143 0
2014年度 1,590 80.5
2015年度 1,312 0.2
2016年度 883 16.7
2017年度 1,090 108.1

計 13,249 310.7
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§参考資料３§ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動運転の公道実証実験に係る道路使用許可基準  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年９月 

 

警 察 庁 



121 

○ 自動運転技術を用いて自動車を自律的に走行させるシステムで、緊急時等

に備えて自動車から遠隔に存在する監視・操作者が電気通信技術を利用して

当該自動車の運転操作を行うことができるもの（以下「遠隔型自動運転シス

テム」という。）を用いて公道において自動車を走行させる実証実験（以下

「遠隔型自動運転システムの公道実証実験」という。） 

○ 手動による運転時は通常のハンドル・ブレーキと異なる特別な装置で操作

する自動車（以下「特別装置自動車」という。）を車内に存在する監視・操

作者が、公道において手動で走行させ又は自律的に走行させる実証実験（以

下「特別装置自動車の公道実証実験」という。） 

については、いまだ技術的な安全性も確立されておらず、「一般交通に著しい

影響を及ぼすような通行の形態若しくは方法により道路を使用する行為」に該

当することから、その実験を行おうとする者は、道路交通法（以下「法律」と

いう。）第77条の道路使用許可を受けなければならない。 

 これら公道実証実験に係る道路使用許可の申請に対する取扱いの基準は、次

のとおりとする。 

 

１ 許可に係る審査の基準 

 (1) 実験の趣旨等 

ア 自動運転の実用化に向けた実証実験であること。 

イ 実験の管理者及び監視・操作者（申請に係る自動車（以下「実験車

両」という。）を走行させ、法律上の運転者に課された義務を負う者を

いう。以下同じ。）となる者(※)が実施主体の監督の下にあり、安全を

確保するために必要な実施体制（交通事故等特異事案が発生した場合の

対応・連絡要領を含む。）に係る資料を警察に提出していること。 

※ 監視・操作者となる者は、複数名を申請することが可能である。ただ

し、それぞれの監視・操作者が１台又は複数台の実験車両を走行させる

いずれの場合であっても、現に走行している各実験車両の監視・操作者

はそのうちの１名に限定するものとする。なお、監視・操作者の指揮・

監督の下に同人を補助する者を置くことを妨げるものではない。 

ウ 運送事業許可等の他の法令上の許可が必要である場合は、あらかじめ

受けているか、又は受けられることが確実であると確認できること。 

 (2) 実施場所・日時 

ア 共通事項 

 実験車両の機能（※）及び実施場所における交通の状況に応じて、一

般の道路利用者の通行に特段の著しい支障を及ぼす場所及び日時が含ま

れないこと。 

※ 遠隔型自動運転システムの公道実証実験においては、遠隔型自動運

転システムの機能を含む。 

  イ 遠隔型自動運転システムの公道実証実験に関する事項 
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    使用する電気通信技術が原則として途絶しない場所であるなど実験車両を安全に

走行させるために必要な通信環境を確保できる場所であること。 

 (3) 安全確保措置 

  ア 共通事項 

(ｱ) 最高速度は、交通の状況、道路環境等（※１）に鑑みて十分な猶予

をもって安全に停止できる速度（※２）とし、当該最高速度が実施計

画に盛り込まれていること。 

※１ 遠隔型自動運転システムの公道実証実験においては、通信の応

答に要する時間も十分考慮すること。 

※２ 当面は、原則として時速20キロメートルを超えない速度を想定。 

(ｲ) 実験車両の正面、背面及び側面に自動運転の公道実証実験中である

旨が表示されていること。 

(ｳ) 急病、停電等の理由により、監視・操作者の監視・操作が困難な状

態となり得ることを踏まえた安全対策が盛り込まれた実施計画である

こと。 

※ 安全対策の例 

○ 自動的に実験車両を安全に停止させる。 

○ 他の監視・操作者となる者が速やかに監視・操作を交代できる

体制をとる。 

○ 監視・操作者の補助者となる者が、実験車両の緊急停止ボタン

を押下することができるようにする措置を講ずる。 

  イ 遠隔型自動運転システムの公道実証実験に関する事項 

   (ｱ) 交通事故等の場合に、警察官が必要に応じて、実験車両の原動機の

停止等ができるよう、原動機の停止方法その他実験車両が交通の障害

とならないようにするための措置の方法に係る資料を警察に提出して

いること。 

   (ｲ) 交通の安全と円滑を図るために緊急の必要が生じた場合であって警

察官から求められたときには、実験の関係者が現場に急行することが

できるよう体制を整備していること。 

   (ｳ) 遠隔型自動運転システムの不具合等、遠隔操作が困難な状況におい

て、実験車両が安全に停止した後に車両を安全に移動させる方法が盛

り込まれた実施計画であること。 

   (ｴ) 通信の応答に要する時間が生じること及び遠隔監視・操作者（申請

に係る遠隔型自動運転システムを用いて走行させる実験車両から遠隔

に存在して、遠隔型自動運転システムを用いて実験車両を、状況に応

じ、監視（モニター）又は操作して走行させる監視・操作者をいう。

以下同じ。）が把握できる周囲の状況が限定され得ることを踏まえた

安全対策が盛り込まれた実施計画であること。 

    ※ 安全対策の例 

   ○ 大雨や濃霧等の天候不良等、実験車両の周囲等の映像を遠隔監
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視カメラにより鮮明に撮影することが困難な状況においては走行

しない。 

   ○ 先導車や誘導員を配置する。 

 (4) 実験車両等の構造等 

  ア 共通事項 

   (ｱ) 道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67号）の規定に適合

していること（同基準の緩和措置を受けている場合を含む。）。 

   (ｲ) 実験施設等において、実施しようとする公道実証実験において発生

し得る条件や事態を想定した走行を行い、実験車両が実証実験を行う

公道において安全に走行することが可能なものであることが実験主体

により確認されていること。乗客を乗せて走行することを予定してい

るときには、発生し得る状況を予測するなどして、できる限り急ブレ

ーキ等にならないなど、乗客の安全にも十分配慮した走行が可能なも

のであることが実験主体により確認されていること。 

  イ 遠隔型自動運転システムの公道実証実験に関する事項 

   (ｱ) 遠隔監視・操作者が、実験車両の制動機能を的確に操作することが

できるものであること。 

   (ｲ) 申請に係る最高速度で走行した場合においても、遠隔監視・操作者

が、映像及び音により、通常の自動車の運転者と同程度に、実験車両

の周囲及び走行する方向の状況を把握できるものであること。 

   (ｳ) 通信の応答に要する時間が、想定される一定の時間を超えた場合に

は、自動的に実験車両が安全に停止するものであること。 

   (ｴ) 乗客を乗せて走行することを予定しているときには、遠隔監視・操作

者が、映像により実験車両内の状況を常に把握することができ、必要に

応じて実験車両内にいる者と通話することができるものであること。 

 (5) 監視・操作者となる者 

  ア 実験車両を安全に監視・操作する（緊急時の対応を含む。）ための教

育・訓練等を実施主体から受けていること。 

   ※ 教育・訓練等の内容 

○ 監視・操作者が常に法律上の運転者としての義務及び責任を負う

ことを認識させる。 

○ 実験車両を安全・円滑に監視・操作するための知識・技能を習得

させる（※）。 

 ※ 遠隔型自動運転システムの公道実証実験においては、通信の応

答に要する時間が生じること及び遠隔監視・操作者が把握できる

周囲の状況が限定され得ることを踏まえること。 

○ 緊急時の対応に係る知識・技能を習得させる。 

○ その他監視・操作者に必要な知識・技能を習得させる。 

  イ 実験車両の種類に応じ、必要な運転免許（仮運転免許を除く。）を受

けていること。 
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  ウ 実験車両を旅客自動車運送事業に係る旅客を運送する目的で走行させ

ようとする場合は、必要な第二種運転免許を受けていること。 

 (6) 遠隔型自動運転システムの公道実証実験において１名の遠隔監視・操作

者が複数台の実験車両を走行させる場合の審査の基準 

  ア 実施場所において、１名の遠隔監視・操作者が遠隔型自動運転システ

ムを用いて１台の実験車両を走行させる公道実証実験が各実験車両につ

いて既に実施され、当該実施場所において、当該システム及び各実験車

両を用いて安全に公道を走行させることができることが確認されている

こと。 

  ※ 同時に監視・操作する実験車両の数を増やす場合は、原則として１

台ずつ増やすこととし、都度、新たな実験として道路使用許可申請を

行うこと。 

  イ 遠隔監視・操作者が、映像及び音により、同時に全ての実験車両の周

囲及び走行する方向の状況を把握できるものであること。 

ウ 走行中に遠隔監視・操作者が１台の実験車両について遠隔からの操作

を行った場合に、他の実験車両の監視・操作が困難となることを踏まえ

た安全対策が盛り込まれた実施計画であること。 

 ※ 安全対策の例 

  ○ 自動的に他の実験車両を安全に停止させる。 

  ○ 追加の遠隔監視・操作者が速やかに他の実験車両の監視・操作を

開始できる体制をとる。 

 

２ 許可期間 

許可期間は、原則として最大６か月の範囲内で、実験場所の交通状況に応

じた期間とする。 

 

３ 許可に付する条件 

 (1) 実施場所、実施日時等 

    ア 共通事項 

    申請に係る場所及び日時並びに実施計画に従った走行方法でのみ実験

車両を走行させること。 

イ 遠隔型自動運転システムの公道実証実験に関する事項 

(ｱ) 申請に係る遠隔監視・操作者となる者以外の者が遠隔型自動運転シ

ステムを用いて実験車両を走行させないこと。 

(ｲ) 申請に係る遠隔型自動運転システムを用いないで実験車両を走行さ

せないこと（運転者となる者が実験車両内に乗車する場合を除

く。）。 

   (ｳ) 遠隔監視・操作者の運転免許証の写しを実験車両に備え付けること。 

ウ 特別装置自動車の公道実証実験に関する事項 

    次の(ｱ)及び(ｲ)を満たす申請に係る車内監視・操作者（実験車両が特
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別装置自動車である場合の車内の監視・操作者をいう。以下同じ。）が

実験車両に乗車すること。 

(ｱ) 警察官又は警察職員（原則として運転免許試験の試験官又はその経

歴のある者とする。以下「警察官等」という。）が実験車両に乗車

し、実験施設等において、法令にのっとって当該実験車両を手動で走

行させることができることを確認する審査（以下「施設内審査」とい

う。）に合格していること。 

(ｲ) 施設内審査に合格した上で、警察官等が実験車両に乗車し、原則と

して公道実証実験を実施しようとする区間の全部を、交通事故を生じ

させることなく、かつ、法令にのっとって当該実験車両を手動で走行

させることができることを確認する審査（以下「路上審査」とい

う。）に合格していること（ただし、路上審査を受けるための走行に

おいては、この限りでない。）。 

 (2) 実験車両を自律走行させる場合に付する条件 

   実証実験のうち、自動運転の実用化に向けた実証のための自律走行（以

下「本走行」という。）は、実験車両に乗車するなどした警察官等によ

る、実験車両が確実かつ安全に走行できることの確認（以下「公道審査」

という。）を経て行うこと。 

  ※ 公道審査の内容 

   ○ 実施しようとする本走行の環境（昼夜間の別、交通量等）に対応し

た日時等において行う。 

   ○ 原則として、本走行を実施しようとする区間の全部を自律走行させ、 

    ・ 交通事故や自動運転システム等の不具合を生じさせないこと 

    ・ 法令にのっとっていること 

    ・ 特に介入が必要な場合を除き基本的に自律的に走行できること

（１名の遠隔監視・操作者が複数台の実験車両を走行させる公道審

査では、遠隔監視・操作者が介入することなく複数台の実験車両が

自律的に走行できること） 

    を確認する。 

   ○ また、監視・操作者が介入して安全に実験車両を停止させるなどの

緊急時に必要な操作を行うことができるものであることを確認する。 

 (3) 走行方法 

  ア 監視・操作者は、実験車両が走行している間、常に実験車両の周囲及

び走行する方向の状況や実験車両の状態を監視し、緊急時等に直ちに必

要な操作を行うことができる状態を保持すること。 

  イ 監視・操作者が実験車両を走行させているときに、監視・操作者の視

野及び操作が妨げられることがないようにすること。 

  ウ 乗客がある場合は、乗降の状況を監視・操作者やその補助者が確認す

るなど、乗客の安全の確保に必要な措置を講ずること。 

  エ その他、実験車両の構造、性能、申請に係る日時及び場所に応じて、
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安全に公道を走行するための必要な対策を講ずること。 

 (4) 交通事故の場合の措置等 

  ア 共通事項 

(ｱ) 実験車両にドライブレコーダーやイベントデータレコーダー等を搭載

して車両の前後方及び車両内の状況並びに車両状態情報の記録を行うほ

か、監視・操作者の操作状況等の映像及び音声、実験車両に係るセンサ

等により収集した車両状態情報を含む各種データ、センサの作動状況等

（※）を記録し、これらを適切に保存することにより、交通事故等が発

生した場合に事故原因等を検証可能とする措置を講ずること。 

※ 遠隔型自動運転システムの公道実証実験においては、通信ログを

含む。 

(ｲ) 公道実証実験中に交通事故が発生した場合には実験を中止し、前記

(ｱ)の記録等を必要に応じて関係機関に提出することを含め、適切に保

存・活用すること。 

(ｳ) 交通事故等の場合に、消防職員が適切に消防活動を行うことができ

るよう、あらかじめ、実験車両の構造、停止方法その他の消防活動に

必要な実験車両に関する事項及び実験日時その他の実験内容に関する

事項を記載した資料を関係消防機関に提出し、当該消防機関に説明を

行うこと。 

(ｴ) 自動運転システムの不具合等により交通事故が発生し実験を中止し

た場合であって、実証実験を再開しようとするときは、事故原因を明

らかにし、再発防止策を講じた上で、改めて許可の申請を行うこと。 

  イ 遠隔型自動運転システムの公道実証実験に関する事項 

交通事故があったときは、実験車両内にいる者に救護措置や道路にお

ける危険防止のための措置等を講ずるよう協力を求めること。 

 (5) その他 

道路又は交通の状況に照らし、交通の安全と円滑を図るために必要と認

められる事項 

 

４ 許可に係る指導事項 

 (1) 共通事項 

  ア 実施主体は、自動車損害賠償責任保険に加え、任意保険に加入するな

どして、適切な賠償能力を確保するよう努めること。 

  イ 旅客自動車運送事業を営む場合には、自動運転車を導入する旅客自動

車運送事業者が安全性及び利便性を確保するために必要な事項を定めた

ガイドライン等を参照し、活用すること。 

  ウ 審査の基準及び許可条件は最低限度のものであるので、監視・操作者

は、自動運転システムの機能及び実際の交通の状況に応じ、安全に走行

させるとともに、実施主体は予防安全技術や衝突後被害軽減技術に関す

る情報の収集に努め、必要に応じて新たな技術の導入を検討すること。 
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  エ 監視・操作者は、運転免許証を携帯すること。 

  オ 法令により自動車に備え付け、又は表示しなければならないこととさ

れている書類等は、実験車両に備え付け、又は表示すること。 

  カ 道路使用許可証又はその写しを実験車両内に備え付けること。 

  キ 実施主体は、地域住民をはじめとする関係者に対し、実験の内容等に

ついてあらかじめ広報又は説明を行うこと。 

  ク 実施主体は、実施場所の道路管理者に対して、事前に協議を行うとと

もに、交通事故等が発生した場合には速やかに連絡すること。 

  ケ 走行中に生じた自動運転システムの安全に係る不具合や走行中著しく

他人に迷惑を及ぼした場合等の特異事案（※）については、その状況を

直ちに所轄警察署長に通報するとともに、再発防止策を報告すること。 

※ 特異事案の例 

◯ 前を走行する車両に接近しているとき、右左折をしようとすると

き等に減速又は停止しなければならないにもかかわらず、システム

の不具合等により減速又は停止せず、手動走行に切り替えて急停止

するなどして交通事故を回避したヒヤリハット事例 

◯ システムの不具合等により実験車両が走行中に突然停止し、後続

車両の通行の妨げとなるなどした場合 

  コ 道路交通法をはじめとする関係法令を遵守すること。 

  サ その他道路又は交通の状況に照らし、交通の安全と円滑を図るために

適当と認められる事項 

 (2) 遠隔型自動運転システムの公道実証実験に関する事項 

ア サイバーセキュリティ基本法（平成26年法律第104号）等を踏まえ、

公道実証実験を安全に行うために、適切なサイバーセキュリティの確保

に努めること。 

イ 遠隔監視・操作者が遠隔操作装置を離れるときは、他人が実験車両を

走行させることができないよう措置を講ずること。 

 

５ 備考 

 遠隔監視・操作者が、通常のハンドル・ブレーキと異なる特別な装置を用

いて電気通信技術を利用して当該自動車の運転操作を行うことができるシス

テムを用いる場合にも、遠隔監視・操作者は、法律上の運転者の義務を負う

こととなるが、加えて、３(1)ウに準じて施設内審査及び路上審査を受け、

これに合格していることが必要である。 

 また、特別装置自動車を実験車両とする遠隔型自動運転システムの公道実

証実験を行う場合にも、車内に補助する者が乗車したときを含め、法律上の

運転者に課された義務を負うのは、遠隔監視・操作者である。他方、当該公

道実証実験を実施中に当該実験車両が停止し、遠隔型自動運転システムの不

具合等により遠隔操作が困難となった場合において、当該実験車両を車内に

設置された通常のハンドル・ブレーキと異なる特別な装置により手動で操作
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して移動させるときは、当該操作する者は３(1)ウに示すとおり施設内審査

及び路上審査を受け、これに合格していることが必要である。この場合、当

該操作する者が、法律上の運転者に課された義務を負う。 

  なお、特別装置自動車の公道実証実験においては、 

 ○ 実験車両を手動で走行させる場合 

 ○ 実験車両を自律的に走行させる場合 

 それぞれについて道路使用許可を受けなければならない。 
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§参考資料４§ 

 

自動運転車の安全性を証明するために“必要”な走行距離（米国ランド研究所） 

 

米国ランド研究所（RAND Corporation）が 2016 年に発表した報告書 42によると、2013

年の米国における交通事故発生率を前提に、統計学上、自動運転車が、人間が運転する自

動車よりも安全性が一定割合で改善していることを証明するために“必要”な走行距離

は、以下のとおり。 43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：米国カリフォルニア州での自動運転車公道走行試験の実績（2017 年 12 月～2018 年 11 月） 

 

出典：Autonomous Vehicle Disengagement Reports 2018 (State of California Department of Motor  

Vehicles) 

                             
42 Nidhi Kalra, Susan M. Paddock, Driving to Safety: How Many Miles of Driving Would It Take to 
Demonstrate Autonomous Vehicle Reliability?, RAND Corporation, 

https://www.rand.org/content/dam/rand/pubs/research_reports/RR1400/RR1478/RAND_RR1478.pdfで公表。 
43 100 台の自動運転車が、時速約 40km で 24時間休まず走行した場合に要する期間 

社名
（主な拠点の所在地）

ウェイモ（米） GMクルーズ（米） アップル（米） 百度（中） 日産自動車（日） ダイムラー（独） トヨタ自動車（日）

走行距離
（マイル）

1,271,587 447,621 79,745 18,093 5,473 1,749 381

110億マイル（177億km）

人間が運転する自動車に対する改善割合

走
行
マ
イ
ル
数

(マイル)

(%)

100万

10万

1,000万

1億

10億

100億

1,000億

6,500万マイル
（1億km）

報告された交通事故（人身及び物件）
（190件/1億マイル を前提）

推計全人身事故
（103人/1億マイル を前提）

推計全交通事故（人身及び物件）
（382件/1億マイル を前提）

11億マイル（17.7億km）

650万マイル
（1,000万km）

死亡事故
（1.09人/1億マイル を前提）

報告された人身事故
（77人/1億マイル を前提）

参考）日本における死者率：
1.11人/1億マイル（2013年）

https://www.rand.org/content/dam/rand/pubs/research_reports/RR1400/RR1478/RAND_RR1478.pdf
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§参考資料５§ 

 

米国 Uber
ウーバー

社「2017-2018 US Safety Report」【抜粋】（抄訳） 44 

 

 米国 Uber社は、2019 年 12 月５日、同社の安全面の進歩、その過程及び安全に関わる

重大事案の報告に関連するデータの詳細を取りまとめた報告書を公表した。同社によれ

ば、本報告書は、安全に関わる問題（性的暴行を含む。）を取り扱う企業によって作成・

公表された初の包括的な報告書である。 

 

１ Uber の運行状況及びその安全性 

 2019 年、Uber は全米で毎日約 400 万回乗車、１秒間に 45回以上利用されている。 

 Uber 利用者の圧倒的多数（99.9%）は、何ら安全に関わる問題なく無事に利用が終

わっている。 

 Uber 社では、運転者のバックグラウンドチェックを厳しく行っており、2017 年及

び 2018年に 100万人以上の不適格者を排除した。 

 

２ 米国における性的暴行被害の発生状況 

 性的暴行は、米国社会では余りにありふれており、アメリカ疾病予防管理センター

の調査によれば、米国では、男性の約 25%、女性の約 44%が、一生涯の間に性的暴

行の被害に遭うとされている。 

 最も深刻な性的暴行の５類型（非性的部位へのキス、性的部位へのキス、性的部位

への接触、性交（未遂）及び性交（既遂）。いずれも当事者間の合意なし）に関す

る事案は、米国全土で 2017年に 2,936 件、2018年に 3,045 件報告されている。 

 下表のとおり、全乗車回数に占める事案報告件数の割合は、2017 年から 2018 年に

かけて数値上減少している。 

                             
44 https://www.uber-assets.com/image/upload/v1575580686/Documents/Safety/UberUSSafetyReport_201718_ 

FullReport.pdfで公表。 
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§参考資料６§ 
 

「平成 30 年度 自動運転に関する消費者意識調査」 

（平成 30年度「高度な自動走行システムの社会実装に向けた研究開発・実証事業：自動

走行の民事上の責任及び社会受容性に関する研究」事業（経済産業省・国土交通省）） 
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§参考資料７§ 

 

妊娠中の者のシートベルト着用について 

 

 妊娠中の者のシートベルト着用については、道路交通法施行令第二十六条の三の二で

次のとおり規定されている。 

 

 第二十六条の三の二 法第七十一条の三第一項ただし書の政令で定めるやむを得ない理

由があるときは、次に掲げるとおりとする。 

  一 負傷若しくは障害のため又は妊娠中であることにより座席ベルトを装着すること

が療養上又は健康保持上適当でない者が自動車を運転するとき。 

  二～八 （略） 

 

 警察庁では、平成 20年４月に日本産婦人科学会等が編集・発行した「産婦人科診療ガ

イドライン」において、シートベルトの正しい着用によって、交通事故の被害から母体と

胎児を守ることができる旨の見解が示されたことを受け、交通の方法に関する教則（昭和

53年国家公安委員会告示第３号）の一部を改正し、次のとおり、妊娠中の者のシートベ

ルト着用方法について記述を加えている。 

 

第５章 自動車の運転の方法 

第１節 安全な発進 

１及び２ （略） 

３ シートベルトの着用 

（1）及び(2) （略） 

(3) 妊娠中のシートベルトの着用  

妊娠中であつても、シートベルトを正しく着用することにより、交通事故に遭つ

た際の被害から母体と胎児を守ることができます。ただし、妊娠の状態は個人によ

り異なりますので、シートベルトを着用することが健康保持上適当かどうか、医師

に確認するようにしましよう。 

妊娠中は、事故などの際の胎児への影響を少なくするために、腰ベルトのみの着

用は行わず、腰ベルトと肩ベルトを共に着用するとともに、大きくなつた腹部をベ

ルトが横切らないようにするなど、正しくシートベルトを着用することが必要で

す。 

（昭 60公安告９・昭 62 公安告１・平６公安告３・平 11公安告 18・平 20 公安告

７・平 20 公安告 28・一部改正） 

   (4)～(7) （略） 
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 また、警察庁では、ウェブサイト上に下図のポスターを掲載 45するなど、妊娠中の者の

シートベルト着用方法について広報・啓発を行っている。 

 

 

 

 

                             
45 https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/anzen/seatbelt.html#s06 で公表。 

【図】 妊娠中のシートベルトの正しい着用方法 
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§参考資料８§ 

 

オーストラリア「規制影響照会文書（自動運転の実用化時の安全性） 

（2019 年７月）」の概略 46（抄訳） 

 

オーストラリア政府は、規制影響照会文書（Consultation regulation impact statement）

の中で、自動運転の実用化時の安全な運行に関係する主体の役割等について、一般に意見

を募集している。 

同文書第４章で、オーストラリア政府は、「自動運転の実用化時の安全な運行に影響を

及ぼす関係者」について、「大きな影響がある関係者」、「ある程度影響がある関係者」及

び「わずかに影響がある関係者」に分けて整理をしている。次表は、その概略である。な

お、同章では、「将来の規制は、全ての潜在的なシナリオにおける安全リスクを十分に柔

軟にカバーできる必要がある、すなわち、ひとつの主体が複数の役割を担うシナリオもカ

バーできる必要がある」としている。 

 

【表】自動運転の実用化時の安全な運行に影響を及ぼす関係者（概略）【抄訳】 

 

影響 主体 説明 

大
き
な
影
響
が
あ
る
関
係
者 

ＡＤＳＥ 

(Automated 

Driving System 

Entity) 

○自動運転システムの安全な作動に責任を持つ主体。 

○自動運転システムが人間による運転の代わりに運転タスク

を安全に実行することを認証。 

（例） 

 ・自動運転システムの製造者 

 ・自動運転システム及びこれを組み込む車両の製造者 

 ・自動運転システムの製造者ではなく車両のみの製造者 

 ・オーストラリア市場に自動運転システムを持ち込むそ  

の他の関係者又は個人 

ＡＤＳＥの経営

幹部  

自動運転システムの設計や更新に対して大きな影響を及ぼす

決定を行う。 

遠隔ドライバー 

（車内にいる場

合も含む） 

自動運転システムの非作動時に運転タスクを担当するが、そ

れは、ハンドルやブレーキ/アクセルの制御というよりも、

単に自動運転車の走路を特定するといったものとなるかもし

れない。 

その他の関係者 自動運転システムの部品メーカー/車両メーカー/自動運転車

の修理者/自動運転車の改修者 

                             
46 In-service safety for automated vehicles(July 2019) 

https://www.ntc.gov.au/sites/default/files/assets/files/NTC%20Consultation%20RIS%で公表。 
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あ
る
程
度
影
響
が
あ
る
関
係
者 

登録所有者 自動運転システムの更新の監督、自動運転システムや他の部

品の修理等の決定を行う。 

（例） 

 ・ＡＤＳＥから知らされたソフトウェアの更新等を実行 

する役割を担うかもしれない。 

 ・ソフトウェアの不具合やサイバー侵入又はハードウェ 

アの劣化等の安全リスクの観察もできるかもしれない。 

道路管理者 安全な運行のために車両が依存するインフラ及びネットワー

クについて責任を有している。 

（例） 

  ・道路標示等の整備及び維持管理 

 ・道路網へのアクセスを管理して、例えば、自動運転車 

をより狭い道路網に制限する 

 ・交通管理（道路網の一部の開閉） 

わ
ず
か
に
影
響
が
あ
る
関
係
者 

乗客 ○自動運転車の運行を直接制御するわけではない。 

○レベル４及び５の車両では、乗客は、未成年者がシートベ

ルトをするというような適切な行動を確実にするために役割

を担い得る。 

○乗客が緊急時に事故を回避する役割を負うことについては

以前から提案されているが、現状、乗客に対して、事故を回

避するために介入することを法的義務として課していないた

め、これが必要とは考えていない。 

ディーラー 自動運転車を購入又はリースする顧客に対して自動運転車に

関する情報を提供。 

通信サービス事

業者 

○自動運転車が運行中、特定の自動運転システムの機能が通

信サービスに依存するかもしれないが、通信障害に関係する

安全リスクを管理できない自動運転システムは、型式認証を

得るべきではない。 

○通信インフラの不全は予見できるため、ＡＤＳＥは、この

ような障害においても、自動運転システムが安全に運行でき

ることを確保する必要がある。 

その他の関係者 運行事業者（ＡＤＳＥや登録所有者ではない）/人間のドラ

イバー/その他道路使用者（歩行者、他の運転者等）/自動車

検査員/仲介業者/中古車ディーラー/非自動運転システムの

部品メーカー 
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§参考資料９§ 

   

英国「自動運転車：準備的な協議文書への反応に関する分析」の概略（抄訳）47 

※ 下線は編者 

導入 

1.2 2018 年 11月に、安全保証、民事・刑事責任の問題に関する最初の協議文書を発行

したところ、多様な主体から計 178の反応を得た。 

次のステップ 

1.6 我々は、本年後半に、旅客サービスの提供に使用される自動運転車に関する第二の

協議文書を発行するつもりである。我々は、このような自動運転車の公共交通網にお

ける役割について考察するつもりである。2020 年には、第一・第二の協議文書への反

応について記載し、取組を推進するためのより詳細な提案を行う第三の協議文書を発

行することを目指している。これは、全ての問題に関する勧告を含む、2021 年に発行

する最終レポートにつながるであろう。 

人間の関与 

有責利用者 

2.1 協議文書では、「有責利用者」の新たな役割を提案した。「有責利用者」は自動運

転システムの作動中は運転者ではないであろうが、有責利用者は運転できる資格があ

り、運転に適している状態である。有責利用者の役割は、レベル４システムから下記

いずれかの状況において運転を引き継ぐこととなろう。 

 (1) 予定されていた状況 

 (2) 予定されていない状況で、車両が安全停止した後 

2.2 殆どの応答者（79％）が以下の提案に賛成した。 

 「有責利用者が存在しなくても安全に機能することが特に認定されていない限り、“自

動で運転する”全ての車両には、制御を行う立場に有責利用者が存在すべきであるこ

とに賛成しますか？」 

2.3 しかしながら、多くの応答者から、このような概念が遠隔オペレータにどのように

適用されるのかという疑問があった。我々は本件について更に明確にする必要があ

る。 

2.4 現時点、そのラベル（「有責利用者」）は車両内の利用者又は車両を直視できる範

囲内（リモートパーキングのときのように）に限定されるのがよいと考えている。こ

                             
47 https://s3-eu-west-2.amazonaws.com/lawcom-prod-storage-11jsxou24uy7q/uploads/2019/06/Summary-of-

Automated-Vehicles-Analysis-of-Responses.pdfで公表。 

https://s3-eu-west-2.amazonaws.com/lawcom-prod-storage-11jsxou24uy7q/uploads/2019/06/Summary-of-Automated-Vehicles-Analysis-of-Responses.pdf
https://s3-eu-west-2.amazonaws.com/lawcom-prod-storage-11jsxou24uy7q/uploads/2019/06/Summary-of-Automated-Vehicles-Analysis-of-Responses.pdf
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れは、遠隔監視が望ましくないことを述べているのではない。単に、遠隔監視は別の

問題を生じさせるということである。 

2.5 2019 年秋の我々の次の協議文書では、車内には純粋な乗客しか乗車しないサービス

について考察する。我々は、遠隔コントロールセンターで勤務する、資格を得た車両

全部の運行者（fleet operator）及び車両監視者(vehicle supervisor)の役割につい

て深掘りするであろう。 

運転引継ぎ 

2.6 機械と人間との間での運転引継ぎは、公衆の重大な関心事である。応答者は、受け

身の人間がいかに早く漫然状態となるか、また、漫然状態の運転者は効果的な運転に

必要な状況認識をどれほど欠くことになるかについて指摘した。応答者は、広く蔓延

している、先進運転支援と自動運転との違いに関する誤解についても強調した。 

2.7 “視線を外している”利用者による予定されていない緊急時の運転引継ぎは本来的

に危険であり推奨されないという応答者の懸念に感謝する。我々は更なる提案を行う

に当たり、当該懸念を重く受け止める。 

安全規制 

安全保証の新たな枠組み 

3.1 協議文書では、下記を提案した。 

 (1) 現在の国際型式認証制度を補完する安全保証の枠組みを創設する。新たな枠組み

は、修正又は製造過程において搭載される自動運転システムに適用されることとな

る。 

 (2) 認証を受けていない自動運転システムは禁止する。 

3.2 これらの提案は広く賛同を得た。大部分は、安全性を確実なものとする、公衆の信

頼を高める、また、現在の型式認証手続きとのギャップを埋めるために、新たな枠

組みが必要であると考えている。 

3.3 ほぼ全員（90％）が、認証を受けていない自動運転システムは禁止されるべきこと

に同意した。 

道路上の安全 

3.4 安全保証の枠組みの役割は、単に当初のシステムが安全であることを保証すること

だけではない。多くの応答者は、車両が英国の公道で使用されるときには、実用展開

された後についても、同枠組みが責任を持つべきであると考えている。応答は下記の

問題点を挙げている。 

 (1) ソフトウェアアップデート：いつどのようにソフトウェアアップデートが認証さ

れるのかについての手引きが必要と指摘 
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 (2) 継続的な路上走行適合性：応答者が言及するように、自動運転は、人間によるチ

ェックの軽減と自動「自己診断」の大きな必要性により、この分野に新たな課題を

投げかける。安全保証の枠組みは、これらの診断システムの有効性についても考慮

する必要があろう。もし安全性に決定的な要素が一定期間ごとに交換を求めるので

あれば、当該期間はどのように定められ、所有者や運行者に伝えられるのかについ

ても考える必要があろう。 

 (3) 情報と訓練：多くの応答者が、必要な情報と訓練の内容やこれらがどのように提

供されるかについて開発者が説明する責務を負うものであり、これらは安全製品の

市場化において不可欠であるとみている。安全保証の枠組みは、開発者の取組を検

査すべきである。 

次のステップ 

3.5 安全保証の枠組みの創設は、高度自動運転システムの商業展開に係る我々の提案に

不可欠である。安全保証の枠組みがなければ、非認証システムの禁止、ＡＥＶ Act の

執行、及び運転者の法的責任の変更は困難であろう。 

3.6 政府に対して、下記についての検討に直ちに取り組み始めることを薦める。 

 (2) 安全保証の枠組みがカバーする必要のある課題。車両そのものの当初の安全性だ

けでなく、運転者訓練、ソフトウェアアップデート、継続的な路上走行適合性及び

データ管理にも及ぶ。 

 (3) 確認手法。多くの応答者は、自己検証、シミュレーション、場内テスト及び路上

テスト等の手法の組合せを提唱している。１者だけが、自己検証だけでも十分な保

証となると感じていた。その他の者は、産業界の自主規制（取締り）は信用できな

い根拠として、“ディーゼルゲート”スキャンダルを指摘した。 

事故調査 

3.8 多くの道路利用者グループは、責任配分というよりも路上衝突の原因を確かめるた

めの新たな調査部門に好意的であった。いくつかの警察の応答者は、この種の新たな

スペシャリスト組織と共働する意欲を示した。しかしながら、いくつかの応答者は、

新たな調査部門は、既存の警察による業務とただ重複するだけとなり得ることを懸念

した。 

3.9 長期的には、自動運転に起因する事故の調査は訴追に関するものというよりも将来

に向けた学習に関するものである。より短期的には、個々の事故調査の観点と、根本

的な原因を特定するために事例のパターンを分析する観点の両方から、警察に対する

専門家の手助けが必要である。 

3.10 （自動運転と手動運転との間での、負傷率の比較を含め）安全保証の枠組みが自動

運転の安全性を監視するためにどのようなデータを必要とするのかについての検討が

必要である。 
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民事責任 

事故の通知 

4.4 多くの応答者は、eCall のような衝突の自動通報を期待した。しかしながら、保険

業者は、自動通報がなされない少数の事案についての懸念を表明した。保険業者は、

保存データが欠如している場合、申立てに反論することは難しくなり、事案の数ヶ月

（又は数年）後にペテン師が申立てを行うことを許容することになると考えている。 

刑事責任 

犯罪と規制制裁の入替え 

5.1 協議文書は、運転タスクから直接生じる違反について考察した。我々の提案は、有

責利用者は運転する資格があり、運転に適している必要があるが、自動運転システム

が作動中に犯した交通違反に対して責任はないとするものであった。代わりに、自動

運転システムに問題があるような場合には、警察は、安全保証の枠組みを所管する機

関等の規制当局に対し、問題を任せるべきである。 

5.2 自動運転システムは、自主的に選択した自動運転システム主体によって保証される

必要がある。当局は、自動運転システム主体に対して、改善通知、罰金や認証の取消

し等を含む様々な制裁を適用できるであろう。 

5.3 このアプローチに対しては幅広い同意があった。応答者の３分の２は、高度自動運

転車の有責利用者は、自動運転システム作動中は“運転中”と捉えられるべきではな

いことに賛同した。他方、応答者の 89％は、規制当局は様々な制裁を自動運転システ

ム主体に対して適用できることに賛同した。 

5.5 応答者の大部分（86％）は、自動運転システムは自動運転システム主体に保証され

るべきであるとの考えを支持した。しかしながら、応答者は、自動運転システム主体

がどのような種類の組織であるのかについての更なる詳細を求めた。我々は、多くの

場合において、自動運転システム主体は開発者又は製造者であろうと考える。 

交通ルールの翻案 

“アナログ”ルールの機械運転への適用 

6.2 我々は（協議文書で）、自動運転車は、歩道に乗り上げてよいか、速度規制を超過

してよいか、歩行者間を徐行してよいか、の３類型に関する“サンプル質問”を挙げ

た。我々のねらいは、これらの例を用いて、どのようなときに自動運転車は交通ルー

ルから逸脱することが許されるか（又は求められるか）という、より大きな問いに取

り組むことであった。 

6.3 ３つの論点いずれにおいても検討は分かれた： 

 (1) 歩道への乗り上げ：約半数(56％）は、緊急自動車を通行させるためには許容でき

るとした一方、52％は事故を避けるためには許容できるとした。しかしながら、急

に歩道に乗り上げることは許され得ないとの意見が多く付された。 
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 (2) 速度規制の超過：見解は分かれた。ＲＡＣ会員やその他のモータリストは、基本

的に、いくつかの状況下では速度規制の超過を支持したが、多くのセーフティグル

ープは速度規制の超過は許され得ないとの強い見解を示した。 

 (3) 歩行者間の徐行：応答者の大部分は、怪我をさせる可能性が少しでもあるような

方法で歩行者の間を徐行することは許容され得ないとの考えであった。しかしなが

ら、小さいが確実な脅威なくしては、自動運転車が進歩することは困難であろうと

の考えの応答者もみられた。 

6.4 より一般的なレベルでは、多くの応答者はウォ－キングやサイクリングなどのアク

ティブな旅を推奨する必要性を強調した。自動運転車は非自動車ユーザーにとって道

を利用しにくくすべきではないとの懸念があった。また、自動運転車は、環境に対し

て新たな脅威をもたらすのではなく、障がい者の生活を改善すべきであるとの懸念が

あった。 

協力の促進 

6.5 全ての事象に対して正確なルールを定めるデジタル高速道路規則はあり得ない。未

来の全てのシナリオを事前に予測することは不可能であり、規制当局にこれを期待す

ることは当局に対して不可能な負担を強いることになる。同様に、開発者に対して、

あらゆるシナリオに対する自動運転システムの挙動をあらかじめ決定論的に指示して

おくことを求めることは望ましくなく、また、非現実的である。 

6.6 しかしながら、開発者と規制当局との間でより系統的な対話を行うことは可能であ

り、これは開発者が懸念する論点を挙げることを認めることとなる。規制当局が詳細

なルールを提供することができなくても、開発者がのっとるべき幅広い原則を定める

ことはできる。また、システムがこの分野における多くの新たなイニシアチブに適応

することができるように、規制当局は開発者に対してよい情報線を保証することがで

きる。 

6.7 我々は自律運転車に対するルールの適用に関するフォーラムの設立可能性について

考慮するよう政府に勧告する。有用な担当分野は下記を含む： 

 (1) 高速道路規則及び法規制の漠然とした用語の解釈指針（脚注１） 

 (2) ２台の自動運転車間の問題（紛争）を解決するための、高速道路規則へのあり得

る追加規定の特定（脚注２） 

  脚注１）高速道路規則第 144 及び第 158が例に含まれる。これらは、危険な運転をし

てはならない、必要な注意を払わずに運転してはならない、他の道路利用者に対す

る合理的な配慮をすることなく運転してはならないとするもの。また、“特別な対

応の必要な道路利用者”に関する第 204及び第 205も含まれる。 

  脚注２）現状では、多くの問題（紛争）は人間のコミュニケーションにより解決され

ている。例えば、信号機が故障しておりどちらの通行が優先するのか不明確な場

合、人間はお互いに身振り等で知らせている。 
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§参考資料 10§ 

 

英国「自動運転車：旅客サービス及び公共交通に関する照会文書２」の概略（抄訳）48 

※ 下線は編者 

第 1章：序文（はじめに） 

1.2 本稿では、純粋な乗客であるユーザーに旅を提供するための自動運転車両の使用を考

察する。我々は、有責利用者（user-in-charge）なしに使用され得る車両、つまり、車の

安全性に法的責任を負う人は車両内にいないということである。 

旅客専用輸送とは何か?  

「ＨＡＲＰＳ」：新しいサービス形態 

1.4 本稿では、Highly Automated Road Passenger Services、すなわち「ＨＡＲＰＳ」につ

いて論じる。これは、高度に自動化された車両を使い、人間の運転手や有責利用者なしで

乗客に道路走行を提供する事業を指す。この車両は空車の状態でも、又は乗客だけが乗っ

た状態でも走行する。 

有責利用者ありの高度な自動化 

1.14 高度に自動化された車両はどこでも運転できるわけではなく、「運行設計領域」の中

に限られる。当該領域の限界に達したとき、又は問題に遭遇し停止するときのいずれかに、

車内に存在する人間の利用者に引き継ぐ必要があるかもしれない。 

1.15 有責利用者は、自動運転システムが正しく作動している間は運転者ではない。しかし

ながら、有責利用者は資格があり運転に適している必要がある。また、車両の保険、道路

利用に適している状態の維持、事故の報告など、運転タスク以外のことにも責任を負う。

高度自動運転車は、それなしで機能することが特別に認定されていない限り、有責利用者

が必要であるべきであると提案した。 

有責利用者なしの高度な自動化（「乗客専用」） 

1.17 車両が有責利用者なしに運転することを認定されている場合、パラダイムは変化する。

車両は空車で走行するかもしれない。あるいは、車両内の人は、車両又は車両の動作に対

して何の法的責任を持たない単なる乗客だけであるかもしれない。これらの車両を乗客専

用車両と呼ぶ。 

1.18 これは、空車で走り、又は乗客だけを運ぶ事業が何らの人間の監視（supervision）

を受けないという意味ではない。 

1.19 我々は、「有責利用者」という用語は、車両内の人又は車両を直接の視界におく人に

限定されるべきであるという結論に達した（自動駐車と同様）。これは、遠隔監視（remote 

supervision）が望ましくないということではない。それが単に異なる形態の監視

（supervision）であり、異なる問題を提起するということである。 

                             
48 https://s3-eu-west-2.amazonaws.com/lawcom-prod-storage-11jsxou24uy7q/uploads/2019/10/Automated-Vehicles-

summary-of-consultation-paper-final.pdfで公表。 
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照会文書１における安全保証スキームの構築 

1.20 照会文書１では、英国政府は、現在の国際型式認証制度を補完する自動運転車のため

の安全保証スキームを創設すべきだと我々は暫定的に提案した。 

1.21 このスキームの重要な側面は、認可申請される全ての自動運転システム（ＡＤＳ）は、

主体（通常は自動車メーカーやソフトウェア開発者、あるいは両者の合弁会社）によって

保証される必要があるということである。我々は、オーストラリアの国家運輸委員会での

取組を借りて、これを「自動運転システム主体（Automated Driving System Entity）」又

はＡＤＳＥと呼んだ。ＡＤＳが道路に配置された後に問題が発生した場合、ADSE は改善通

知、罰金又は（重大な場合は）認可の撤回を含む一連の制裁の対象となることを我々は提

案した。これらの制裁は、有責利用者車両と乗客専用車両の両方に適用される。 

1.24 次の図に示すように、何か問題が発生した場合、再発を防止するため、規制当局はＡＤ

ＳＥとＨＡＲＰＳ事業者の両方と連携して対応できるべきである。 
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第 2 章：輸送に関するより広い目標の達成 

ポジティブ・ビジョン：潜在的メリット 

自動車所有への依存度の低減 

2.9  自動車所有への依存度の低減により、ＨＡＲＰＳは多くの潜在的利点を提供する。 

(1) 渋滞の削減：ＨＡＲＰＳでライドシェア（相乗り）されたり、ＨＡＲＰＳ

が大量輸送 機関の利用を促すことになれば、ＨＡＲＰＳは渋滞を削減す

るだろう。ＨＡＲＰＳは「マルチモーダルトリップ（multi-modal trips）」

を促進する可能性を持っている。マルチモーダルトリップでは、ユーザー

は 1 つの交通手段から、行程の中のある区間ではより適切な別の交通手段

に乗り換える。マルチモーダルトリップは、簡単に入手できる旅行情報、

シームレスなチケット販売及び通し運賃（しばしば「ＭａａＳ」と呼ばれ

るアプローチ）によって現実のものとなる。 

(2) 駐車場の削減：英国の平均的な車は 96%の時間、駐車されている。ＨＡＲＰ

Ｓ車両ははるかに徹底的に利用され、現在駐車場で占領されているスペー

スを活用できるようにするのに役立つだろう。そのスペースは、より多く

の自転車レーンやより健全な街並みなど、幅広く多様な方法で利用され得

る。 

(3) 手頃で柔軟なバスサービス：ドライバーの人件費は現在、バスの総ランニ

ングコストの約 40%を占めている。コストが削減されれば、公的補助金はよ

り多くのサービスを提供するために使える可能性がある。また、ドライバ

ーに関する固定経費がなければ、より小さなバスのサービスをより短い間

隔で運行する方がより経済的になるだろう。テクノロジーは、同じ方面に

移動している人々を組み合わせ、彼らの自宅ドア付近で降車させ、乗客の

ニーズに応じて経路を変更することを可能にする。 

(4) アクセシビリティ：現在、障がい者は、他の人々よりも移動することが少

なく、タクシーやハイヤーへの依存度が高い。これらの移動の費用は、低

所得者にとって特に負担となる。より手頃で利用しやすいサービスは、障

がい者がより多く移動することを可能にするだろう。 

(5) 安全性：ＨＡＲＰＳは英国の道路での負傷者や死者の数を大幅に減らすこ

とができる。多様なセンサー、データ共有、より安全な運転行動、人間よ

り速い反応時間は、現在人為的ミスによって引き起こされている事故を回

避することができる。 

(6) その他の環境面での利点：自動運転車は、より効率的で環境に優しい方法

で運転でき、ゼロエミッション（排出ゼロ）車への前進をリードすること

ができる。また、自動運転車のより安全な運転スタイルが、人々に都市環

境での歩行や自転車走行をより快適に感じさせるかもしれない。 
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(7) 取り戻された時間：平均的なドライバーは、毎年推定 236 時間を運転に費

やしている。ＨＡＲＰＳ利用者は、この時間を取り戻し、より生産的な方

法で使うことができる。 

否定的見解：潜在的リスク 

2.10 一方、いかなる大きな変化もリスクを伴う。照会文書では、ＨＡＲＰＳが適切に

規制されなければ、輸送に関するより広範な目標を損なう可能性がある点をいくつか

特定している。 

(1) 安全上の懸念：自動運転車は人間のドライバーよりも安全になる可能性が

ある。しかしながら、わずかでも注目度の高い衝突があれば国民の信頼は

損なわれる可能性がある。安全確保のためには、事業者が適切に規制され

ることが重要である。 

(2) 交通流の遮断：予想外の気象条件や（葉やビニール袋等を含め）不明の障

害物に直面した場合、ＨＡＲＰＳ車両は動かなくなる可能性がある。規制

制度は、事業者が迅速に対応して停止車両を撤去することを確保すべきで

ある。また、事業者はまたこれらの事故から学び、再発を防止する必要が

あろう。 

(3) アクセス性の低下：現在、タクシーや個人ハイヤーに依存している高齢者

や障害者の多くは、同様に、例えば乗車補助や車から自宅ドアまでの同行

や自宅ドアからの同行においてもこれらのドライバーに頼っている。この

ような人間の役割を提供又は代替する方法を見つける必要がある。 

(4) 渋滞：懸念事項の 1 つは、自家用車の利用が減少する前に、多数の新しい

車両が都市道路に配置され、更なる渋滞を引き起こすことである。空車で

の運転や駐車するための長距離運転に時間を費やす場合、この問題はさら

に悪化する。渋滞と「空車走行」－何の目的もなく空車状態で周回するこ

と－を統制するために、規制手段が必要になるかもしれない。 

(5) 田舎の地方：このような地域はＨＡＲＰＳから大きな恩恵を受けることが

できるが、田舎の道路は（少ない道路標示；一車線道路のために必要とな

る交渉；接続の悪さのような）多くの課題を抱えている。ＨＡＲＰＳの利

点を都市郊外へ広げる前には、接続性への投資の増額が必要になるかもし

れない。 

(6) 雇用：ＨＡＲＰＳが雇用に悪影響を与えるのではないかという懸念がある。

自動運転車は総体的に経済成長と雇用増加をもたらす可能性があるが、最

も影響を受ける人々には公正な移行と再訓練が必要である。この問題は当

委員会への委任事項の範囲外である。しかしながら、我々は、再訓練に対

する政府のコミットメントに留意し、この問題に細心の注意を払うよう政

府に要請する。 
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第 3 章：事業者免許 － 単一の国内システム 

3.1 我々の第一の優先事項はＨＡＲＰＳが安全に運用されるべきであるということで

ある。したがって、法律で車両の更新、保険、保守及びサイバー攻撃からの保護に責

任を負う個人又は組織を特定する必要がある。交通流を維持する必要もある。ＨＡＲ

ＰＳは、不適切な場所に停止しないよう、また故障車両が確実に移動されるよう監視

される必要がある。したがって、事業者免許の堅牢な制度が必要である。 

3.5 その代わり我々は、ＨＡＲＰＳが新しい単一の国家事業者免許の制度に服するべ

きであると暫定的に提案する。我々は、相談員が同意するかどうかを問う。我々はま

た、ＨＡＲＰＳ運用に関する基本的安全基準について国のスキームがあるべきかどう

かも問う。 

 

第４章：事業者免許 － 範囲と内容 

新スキームの範囲 

4.2. 人間のドライバー又は有責利用者のサービスなしで、雇われて又は報酬を受けて、

道路上で高度自動運転車を使用し乗客を運ぶ企業をＨＡＲＰＳ事業者と定義すること

を我々は暫定的に提案する。この定義の各側面について説明する。 

(1) 「雇われて又は報酬を受けて乗客を運ぶ事業」：これは、公共サービス車両

事業者に関する既存の基準であり、広く用いられている。重要なことは、

サービスに対する支払いが単なる社会的心付けの範囲を超えているかどう

かである。 

(2) 「高度自動運転車」：運行設計領域に限定され、リモートコントロールセン

ターからの監視を必要とするかもしれない。しかしながら、それらは、安

全に対する法的責任を有する人間が車両内にいることを要求しない。 

(3) 「道路」：1988年道路交通法（Road Traffic Act 1988）の現行規定を暫定

的に踏襲する。本質的に、道路は整備された表面と識別可能な縁（端）を

持ち、一般の人々（歩行者やドライバーのどちらにも）に開放されている

ものである。公費で維持される必要はない。 

(4) 「人間のドライバーや有責利用者の不在」：空車状態や乗客のみが乗車する

状態で移動できる車両を対象とする。これらの車両は、車両内又は車両を

直接視認できる場所に「有責利用者」が存在しない状態で運行することが

認定される。 

保守のための適切な取り決め 
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4.10 ＨＡＲＰＳは新たな保守上の課題を提起する。改良された車載診断装置は定期的

な安全検査の必要性を減らすかもしれないが、事業者は、地図やソフトウェアの更新

を確実にし、サイバーセキュリティを維持する必要があるだろう。 

4.11 我々は、ＨＡＲＰＳ事業者が道路利用に適していることを確保する法的義務を負

うべきであると提案する。また、PSV に適用される法令用語を用いて、ＨＡＲＰＳ事

業者は、車両を適切で実用できる状態に維持するための「適切な設備又は措置」を証

明すべきである。これは、業界内で経験から学び業界内でのベストプラクティス共有

を目標とした法定指針の対象となる。 

遠隔監視 

4.13 「照会文書１」 を受けて、開発者から車両を遠隔監視する計画について説明が

あった。いくつかの者は、遠隔監視者が必ずしも車両を直接監視したり操縦したりす

るとは限らず、その代わりに、例えば、車両からの要求に応答し、車両が実行する動

作の方針を決定することができると説明した。これを満たすには、接続性と適切な訓

練を受けたスタッフが必要である。（航空管制センター、鉄道管制センターのような）

他の類似分野においては、規制当局は労働時間に関する詳細な指針を公表している。 

4.14 我々は、ＨＡＲＰＳ事業者が、車両が適切に監視されることを確保する法的義務

を負うべきかどうかについての見解を求める。最も基本的には、これは、事業者が車

両位置を把握し、衝突や故障に適切に対応すべきであることを意味する。故障の後、

監視者は乗客や他の道路利用者を安心させる必要もある。実証実験の経験が増えてく

れば、労働時間や一度に監視できる車両数などの問題についての指針も必要になるか

もしれない。 

報告の要件 

4.15 ＨＡＲＰＳ事業者が特異事案を報告することは非常に重要であると考える。我々

は、事業者が特異事案のなかった走行マイルやその他の重要な関連情報（道路の種類、

気象条件、その他のリスク要因等）についても報告するべきかを問う。我々は、現在

進行中の実証実験から報告基準が開発されることについても期待する。 

セーフガード 

4.16  事業者に対し、暴行、虐待又は嫌がらせから乗客を保護するための合理的な措

置を講ずる義務を負うべきかどうかを問う。これには、たとえ運転しないとしても、

単独で乗客と車内にいることになる全ての職員について、犯罪歴調査を行うことが含

まれるかもしれない。事業者はまた、共用車両の乗客の行動を監視する必要があるか

もしれない。 

料金情報 

4.17 我々は、ＨＡＲＰＳの運賃を規制することは提案しない。その代わりに、消費者

が予約前に料金を比較する機会を持つべきと考える。事業者は、オンライン・予約確

認前又はその他のアクセス可能な方法で料金情報を提供するべきである。我々は、事
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業者の認可機関がこれがなされることを確認する権限を持つべきかどうかについての

意見を求める。  

 

第 5 章 個人に所有される乗客専用車両 

ＨＡＲＰＳとプライベートリースの境界設定 

5.2 この独占的使用の考えは、消費者が車両を買うという投資、すなわち金銭的リス

クを伴う行動を必ずしも必要としない。当初は、消費者がリース契約を締結すること

も想定している。 

5.3  第一の問題は、実質的に旅客サービスであるレンタル契約（ＨＡＲＰＳとして認

可されていなければならない）と、より個人所有に近いリース契約とをどのように区

別するかである。暫定的に我々は、「乗客専用」車両を一般に利用可能にする者は、借

主が少なくとも最初の半年間その車両を独占使用しない限り、ＨＡＲＰＳ事業者とし

て認可されるべきであると提案する。 

責任分担 

5.4 現在、ドライバーは運転タスクを超えた多くの責任を負っている。例えば、保険

がかけられており、かつ、道路利用に適している場合にのみ、車両を運転することが

できる。なお、照会文書１において、同様の義務は有責利用者の責任とすることを提

案している。しかしながら、有責利用者が不在の場合は、法的なギャップが生じる可

能性がある。 

5.5 第 5章では、個人所有の乗客専用車両に保険をかけること、道路利用に適した状態

の維持、安全上重要な更新プログラムのインストール、事故報告、障害物になったり

禁止エリアに放置されたりした場合の車両の撤去について、誰が法的責任を負うべき

かについて検討する。登録所有者であるという法的整理の下に、これらの義務は車両

所有者に課されるべきであると暫定的に提案する。  

5.6 乗客専用車両を私的な個人に貸与する場合にあっては、そのリース会社は登録所

有者である可能性が高く、したがってこれらの事項にこれらの責任を負うこととなる。

我々は、借手に責任が移転したことを通知しない限り、リース会社にこれらの責任を

負わせることにメリットがあると考えている。我々は、貸手がこれらの義務を明確に

説明し、借手が責任を受諾する旨の署名をした場合にのみ、貸手がこれらの義務を借

手に移転することができるかどうかについての見解を求める。 

消費者は技術的な支援を必要とするか 

5.7 個人が、監視、ソフトウェアのアップデート及びセキュリティを確保することに

ついて、十分に安全な技術となるかどうかはまだ明らかではない。これは専門家の介

入を必要とする厄介な仕事かもしれない。 

5.8 一つの解決策は、消費者に対し、認可されたプロバイダから監視と保守の「購入」

を要求することである。認可されたプロバイダは、ＨＡＲＰＳ事業者又は同等の基準

で認可された者である。我々は、この趣旨で規制を制定する権限があるべきかどうか

についての意見を求める。 
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個人間のレンタル 

5.9 乗客専用車両を所有する消費者が、それを「個人間」の貸出のためウェブサイト

に掲載する可能性もある。これは、他の人々が旅行目的で車両を使用することを可能

にする。 

5.10 これらの個人間サービスは、課金される場合、ＨＡＲＰＳの定義に含まれるべき

であり、したがってそれらを事業として行う場合はＨＡＲＰＳ事業者免許が必要にな

るだろう。ただし、我々はこの問題に関する意見は歓迎する。  

予想外に高い継続コストからの消費者の保護 

5.11 乗客専用車両にかなりの購入価格を支払う消費者は、更新、修理及びサービスの

ためのかなりの継続的コストに直面する可能性がある。少なくとも初期段階では、こ

れらのコストを予測することは困難である。さらに、これらは競争圧力を受けないか

もしれない。 

5.12  現在、EU 規制では、自動車メーカーに対し、修理・サービスにおける競争力の

ある「アフターマーケット」を創造するために、独立した部品メーカーや修理業者に

情報を提供することを求めている。しかしながら、このアプローチは、サイバーセキ

ュリティ及び知的財産に関する懸念に照らして、維持することが困難かもしれない。

その結果、消費者は部品やサービスのために元のメーカーに戻らなければならなくな

るかもしれない。製造業者が破産し、ソフトウェアの更新が中止された場合にも、問

題が発生する可能性がある。消費者は購入を決定する前に、継続コストに関する明確

な情報を必要とする。我々が提案した安全保証機関がこの問題を監視する義務を負う

べきかどうかについて見解を求める。 

以上 
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§参考資料 11§ 

 

米国カリフォルニア州規則【抜粋】（抄訳） 49 

※ 下線は編者 

【自動運転車のテスト】 

227.02. 定義 

(b) 自動運転テスト車とは、作動中には動的運転タスクを行う、ハードウェアとソフト

ウェアが組み合わされた技術が搭載されるが、車両の動的運転タスクの実行を継続的

に監視するため、人間のテストドライバー又は遠隔オペレーターを必要とする車両を

いう。 

(c) 自動運転車テストドライバーとは、自動運転テスト車の運転者席に座り、…テスト

車両に応じた運転免許を有し、車両の物理的統御（active physical control）をい

つでも引き継ぐことができる自然人をいう。 

(h) メーカとは、加州車両法第 38750(a)(5)項に定義される自動運転技術のメーカをい

い、同法第 672項に定義される、原材料又は新たな基本構成要素から自動運転車を生

産する車両メーカ、また、同法第 470 項に定義される、自動運転技術をインストール

して車両を改造する人物を含む。 

(k) 乗客とは、自動運転技術の作動中は車両の運行に何ら役割を負わない車両の乗員を

いう。乗客は、車両を呼び出し又は目的地を設定し得るが、技術を作動させる、車両

を監視する又は車両を運転する若しくは運行させることはない。 

(n) 遠隔運行者とは、下記の自然人をいう：テスト車両に応じた運転免許を有してお

り：車両の運転者席に座っておらず：自動運転技術を作動させ及び監視し：コミュニ

ケーションリンクを介して車両の乗員とのコミュニケーションが可能である。また、

遠隔運行者は、車両の動的運転タスクを行う又は車両にミニマルリスクコンディショ

ンを確保させる能力を持ち得る。 

 

227.04. メーカの実験許可の要件 

 メーカは、以下の要件を全て満たしている場合、カリフォルニア州の公道で自動運転車

の実験を行うことができる。 

(c) メーカは、保証額を$5,000,000 として、公道を運行する自動運転車により起こり

得る負傷、死亡又は物的損害の被害の判定に対応できる能力を証明できるものを用意

し、州政府に提出していること。その形式は、カリフォルニア州で保険証券を発行す

ることが認められている保険者による保険証書、認可を受けた保証保険会社若しくは

適格な余剰保険業者により発行された保証債権、又は自家保険の証書によること。 

 

227.18 メーカに対する実験許可－ドライバレス車両 

                             
49 https://www.dmv.ca.gov/portal/wcm/connect/a6ea01e0-072f-4f93-aa6c-e12b844443cc/DriverlessAV_Adopted_ 

Regulatory_Text.pdf?MOD=AJPERES&CVID=で公表。 
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(b) 公道で車両を運行しようとしているＯＤＤを可能な限り模倣した、管理された状況

下で、自動運転車の実験を行っていない限り、また、公道上のＯＤＤにおいて車両が

運行することは安全であるとメーカが合理的に判断できない限りは、メーカは自動運

転車の公道実験を行ってはならない。 

 

227.32. 自動運転車テストドライバーの要件 

(b) 自動運転車テストドライバーは、メーカの従業員、契約社員又はメーカが指名した

人とする。 

(d) 自動運転車テストドライバーは、車両の自動運転技術の限界を認識しており、か

つ、公道実験を行っているあらゆる状況下で車両を安全に運行させることができるこ

と。 

 

227.34. 自動運転車テストドライバーの資格 

(b) メーカは、各テストドライバーが下記の要件を全て満たしていることを州政府に証

明していること。 

(b)-(1) 自動運転車テストドライバーは、州政府に申請する直前の３年間は運転免許を

保有しており…（略） 

   (2) 自動運転車テストドライバーがメーカによる訓練プログラムを修了しているこ

と及びその修了日。 

 

227.36. 自動運転車テストドライバー訓練プログラム 

 自動運転車の公道実験を実施するメーカは、自社のテストドライバーのための訓練プロ

グラムを維持管理し、州政府に訓練課程の概要及び訓練プログラムの説明を提出しなけれ

ばならない。（略） 

 

227.38. ドライバーを要しない自動運転車の実験を行うメーカの許可 

(b) メーカは、自動運転車が下記の全てを遵守することを認証する： 

(b)-(1) 車両と遠隔運行者との間に、車両の場所及び状況に関する情報を提供する通信

回線があり、…車両の乗客その他の道路使用者の安全を脅かすような故障が発生

した場合又は予定されたとおりに車両が機能することを妨げる事態が発生したと

きに遠隔運行者と乗客との間で双方向のコミュニケーションができること。 

(c) メーカは、自動運転車が車内にドライバーが存在せずに運行できること及び…ＳＡ

Ｅレベル４又はレベル５自動運転システムの記述を満たすものであることを認証す

る。 

(e) メーカは、law enforcement interaction plan の写しを提出する。その計画に

は、自動運転車のＯＤＤの付近にいる法執行機関その他の緊急対応機関に提供する情

報、緊急時及び取締りの状況でこれら機関が車両とどのようにやり取りするかを示す

情報が含まれること。 
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(f) メーカは、遠隔運行者の訓練プログラムを維持管理し、各遠隔運行者が、遠隔運行

者の責務を安全に果たすことができるようにするのに十分な訓練を修了したこと、車

両に応じた適切な運転免許を保持していることを認証しなければならない。 
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【自動運転車の実用展開】 

228.02. 定義 

(c) 自動運転車とは、自然人による物理的制御（active physical control）又は監視

なしで動的運転タスクを実施する能力を持ったハードウェア及びソフトウェアの組合

わされた技術を搭載した車両をいう。 

 

228.04. 公道で自動運転車を実用展開するための許可における財政要件 

(a)-(1) メーカが製造した自動運転車に起因する衝突又は事故により発生する負傷、死

亡又は物的損害の被害の判定にメーカが対応できる能力を証明するものを用意

し、州政府に提出していること。その形式は、保険証書、保証債券、又は自家保

険の証書によること。 

 

228.06. 実験後に公道で自動運転車を実用展開するための許可申請 

(a)-(3) メーカは、ＯＤＤ外において又は申請書に示した通常発生する若しくは制限さ

れた状況に直面したときに、車両がどのように対応するよう設計されているかを

明らかにしなければならない。これらの対応は、運転車に知らせて制御を移行す

る、最小リスク状態に移行する、車線から安全な距離まで車両を移動させる、又

は車両が完全停止できる場所に至るまでは車両を運行し続けるシステムを作動さ

せるなどがあり得る。 

   (9) メーカは、自動運転技術が、ＯＤＤ内において、車両の乗員又は他の道路利用

者の安全を向上させるために必要な場合を除き、動的運転タスクの実行に適用さ

れるカリフォルニア州車両法及び地域規制の全条項に適合した形で、道路状況を

検知しこれに対応するよう設計されていることを認証しなければならない。 

  (9)-(A) メーカは、…カリフォルニア州車両法及び地域規制における変更事項に適

合することを確保するため、少なくとも毎年又は車両法及び地域規制の変更

事項が施行される日までに、自動運転技術に関する更新事項を準備しておく

ことを認証しなければならない。 

     (B) メーカは、ＯＤＤにおいて車両が継続的に安全に運行するために自動運転

技術が利用又は参照する位置情報及び地図情報についての更新を、センサ

が把握する物理的環境の変化や他の情報に合うように、継続的に準備して

おくことを認証しなければならない。 

   (11) メーカがテスト及び確認の手法を実施し、これらの結果に基づき、車両がカリ

フォルニア州の公道で実用展開するのに安全であると確信していることの認証。 

(b) メーカは、ドライバーを必要としない車両が以下の全てに適合することを認証しな

ければならない。 

(b)-(1) ドライバなしで運行している間に車両の乗員又はその他の道路利用者の安全を

脅かす不具合が発生した場合に、もしいれば遠隔運行者に車両の位置及び状態に

関する情報を提供し、遠隔運行者及び該当する場合は乗客との間の双方向のコミ
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ュニケーションを可能にするための、車両と遠隔運行者とのコミュニケーション

リンクを有すること。 

(c) メーカは下記の全てを申請時に提出しなければならない。 

(c)-(1) メーカ以外の人物に販売又はリースを行う車両については、当該車両のＯＤＤ

及び以下を含む消費者又はエンドユーザーの教育計画。 

(c)-(1)-(B) オーナーズマニュアル、同等の運行者インストラクションガイド、又は以

下の情報を提供するパンフレットの写し。 

(c)-(1)-(B)-(ⅲ)  自動運転車の運行に関する運行者及びメーカの責任 

     (C) エンドユーザが中古車を購入した後に教育を受ける方法に関する説明。 

(c)-(3) 第 227.38 項に掲げる要件を全て満たす law enforcement interaction plan の

写し。 

(c)-(7) 自動運転車が運行するよう設計されたＯＤＤにおけるメーカによる自動運転技

術の実験の概要。この概要は、車両の実験を行った全ての場所について明らかに

し、以下を含むものでなければならない。 

(e)-(12)-(A)  公道、テストコース又はその他の私有道路において自動運転モードでテ

スト走行した総マイル数。 

      (B) 自動運転車のパフォーマンスの検証に用いた実験方法の説明。 

      (C) 一人当たり$1,000 を超える物的損害、怪我又は死亡を生じさせた公道に

おける自動運転モードでの自動運転テスト車の運行に起因する事故の数、

各事故の原因及び、該当する場合は、各事故の原因を改善するためにとら

れた措置に関する詳細な説明。 

以上 
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§参考資料 12§ 

 

米国国家運輸安全委員会による事故報告書の概要 

 

 米国国家運輸安全委員会（ＮＴＳＢ 50）は、2018 年１月に米国カリフォルニア州で発生

したＡ社製車両（以下「Ａ車」という。）が前方静止車両に追突した事故及び同年３月に

米国アリゾナ州で発生したＢ社の自動運転試験車両（以下「Ｂ車」という。）が道路横断

中の歩行者と衝突した事故についての報告書を公表した。 

 

１ Ａ車の事故に関する報告書（2019 年８月 22 日付） 51の内容 

(1) 事故概要 

2018 年１月 22日（月）午前８時 40分頃（現地時間）、米国カリフォルニア州の州

間高速道路 405のＨＯＶ車線 52において、先進安全運転支援システム（ＡＤＡＳ 53）

を搭載したＡ車が、別件事故処理のため停車中のハイウェイパトロール車両に追突し

た。事故直前、Ａ車の前方車両が当該パトロール車両を避けるため車線変更した後、

Ａ車は加速し、31mph（約 50km/h）で当該パトロール車両（当時、無人）に追突した

もので、負傷者はなく、衝突時、Ａ車はＡＤＡＳが作動中であった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、Ａ車の運転者については、以下のとおりである。 

○ 47歳男性 

○ 違反・事故歴なし 

○ Ａ車を事故の約半年前に購入 

○ ディーラーは、ＡＤＡＳの使用方法を教示済 

 (2) Ａ車のＡＤＡＳ 

Ａ車のＡＤＡＳ（レベル２であり、官民ＩＴＳ構想・ロードマップ 2019における

自動パイロット（レベル３）とは異なる。）は、以下に示す機能から構成されている

                             
50 National Transportation Safety Board 
51 https://www.ntsb.gov/investigations/AccidentReports/Reports/HAB1907.pdf で公表。 
52 High-Occupancy vehicle 車線：乗車の多い車両の優先車線。電動自動車であるＡ車は、一人乗りでも同車線の走

行を許容される。 
53 Advanced Driver-Assistance Systems 

【図１】 事故現場 【図２】 事故により破損したＡ車 

https://www.ntsb.gov/investigations/AccidentReports/Reports/HAB1907.pdf
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ほか、ＡＤＡＳの機能として、衝突被害軽減ブレーキ（ＡＥＢ 54）及び自動駐車機能

が搭載されていた。 

○ ＴＡＣＣ (Traffic Aware Cruise Control)：カメラ、ミリ波レーダー及び

超音波センサーからの情報に基づき速度を変更するＡＣＣ（Adaptive 

Cruise Control定速走行・車間距離制御装置） 

○ オートステア：ＬＫＡＳ（Lane KeepAssist System 車線維持支援制御装

置）のことで、Ａ社は、高速道路及び自動車専用道路での使用を想定してい

る。ＴＡＣＣ作動時のみ作動し、オーナーズマニュアルには、作動中、運転

者はハンドルに手を添えていなければならない旨が記載されている。 

(3) 事故発生前のＡ車の動き 

  ア 車両制御状況 

ＡＤＡＳ稼働時間（29 分４秒）中、システムは運転者のハンドル操作を検知して

おらず、運転者がハンドルに手を添えているのを検知した時間は僅か 78 秒であっ

た。（図３及び図４参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 衝突直前３秒間のＡ車の動き 

衝突前、Ａ車は、ＡＤＡＳにより前方車両に追従していたが、前方車両がハイウ

ェイパトロール車両を避けるため右側に車線変更を実施後、Ａ車の設定速度が

80mph（約 129km/h）であった 55ため、衝突直前の３秒間に 21mph（約 34km/h）から

                             
54 Autonomous Emergency Braking：衝突被害軽減ブレーキ 
55 当該道路の制限速度は 65mph（約 105km/h）であり、運転者は、調べに対して 65mph に設定したと供述。 

【図３】 車両制御状況 

【図４】 衝突事故直前のＡＤＡＳ作動時（約 14 分間）の状況 



158 
 

31mph（約 50km/h）に加速している。また、衝突の 0.49秒前に初めてシステムが車

線上に静止車両を検知し前方衝突警報を発報している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) システムの限界 

Ａ社によると、ＡＥＢの作動にはミリ波レーダー及びカメラの双方の検知が必要

で、前方車両が複雑又は特殊な形状の場合、システムが動作対象であると認識できな

い又は認識が遅れる場合がある。 

また、オーナーズマニュアルには、「ＴＡＣＣはすべての対象物を検知可能ではな

く、特に、50mph 以上で走行中、ブレーキ、減速がなされない場合がある。（中略）

そして、前方車両が走行経路上から（車線変更などで）外れ、静止車両や静止物が正

面に現れた場合（も同様である。）」と記載されている。 

(5) ＮＴＳＢによる原因推定 

ＮＴＳＢは、「運転者が運転操作に注意を向けていれば、衝突を回避する又は衝突

被害を軽減する措置がとれたであろう」としており、事故の原因を、「運転者が、Ａ

ＤＡＳに対する不注意及び過信により、走行経路上の静止車両（ハイウェイパトロー

ル車両）への対処を行わなかったこと並びに車両製造者のガイダンス及び警告に従わ

ずにＡＤＡＳを使用したこと」としている。 

 

２ Ｂ車の事故に関する報告書（2019 年 11月５日付）56の内容 

(1) 事故概要 

2018 年３月 18日（日）午後９時 58分頃（現地時間）、米国アリゾナ州の Mill通

り（図６）において、甲社製車両にＢ社の自動運転システム（以下「システム」と

いう。）を搭載したＢ車が、横断歩道ではない道路上を、自転車を押しながら横断し

ていた歩行者（女性）と衝突し、同者が死亡した（Ｂ車のテストドライバー（女

性）は負傷なし）。

                             
56 https://dms.ntsb.gov/public/62500-62999/62978/629713.pdfで公表。 

【図５】 Ａ車の動き（衝突直前３秒間） 

https://dms.ntsb.gov/public/62500-62999/62978/629713.pdf
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(2) Ｂ車のシステム 

事故を起こしたＢ車には、ＬｉＤＡＲ、レーダー及びカメラが搭載されており、シ

ステムは上記３種類のセンサーの連携により検知対象が何であるかを分類する。ま

た、あらかじめ地図情報を取得した指定されたルート上に限っては、レベル４で機能

する設定であった。 

(3) 事故発生前後のＢ車の動き 

ア ＨＭＩ機器の記録 

車内ハンドルの横に設置されたＨＭＩ機器（タブレット）の記録では、ドライバー

は、衝突の 19分 25秒前にシステムから引継ぎ要請を受け、３秒後に引き継いでいる

が、その 10秒後（衝突の 19分 12秒前）に再度システムを有効にしている。その後

衝突まで、ＨＭＩ機器にドライバーの介入を要請したことを示す情報はない。 

   イ システム解析結果 

Ｂ社はＮＴＳＢに対し、システムがいつ横断歩行者を検知したかなど、衝突事

故に関する記録を提出しており、そのデータの解析結果によると、システムは最

後まで横断歩行者を「歩行者」として認識しておらず、また、ドライバーは衝突

直前までスマートフォンで動画を視聴していたとの報告もなされている。 

システムに記録されたデータの解析結果は以下のとおりである（表１）。 

(4) 衝突事故を受けたＢ社の主な対策 

衝突時は無効となっていた甲社製車両本体の車間距離警報（ＦＣＷ）及び衝突被害

軽減ブレーキ（ＡＥＢ）を、システム使用の有無にかかわらず有効とした。 

○ システムへの抑制制御の実装を中止した。 

○ Ｂ社の報告では、ソフトウェアを改修し、今回の事故を例にとると、衝突

の約 88メートル（4.5 秒）前において歩行者を正確に検知・分類できるよう

にした。歩行者が車両と衝突する横断経路を推測し、衝突が予想される場合

は衝突の４秒以上前にブレーキ動作を行うとしている。

【図６】 事故現場 【図７】事故により破損したＢ車 

前面向かって 

左側に衝突 
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(5) 報告書中で事故の原因に関係が深いと思料される記載 

○   システムは最後まで横断歩行者を「歩行者」として認識しておらず、横断

歩道以外の道路上を横断する歩行者を考慮する設計となっていなかった。 

○ 車両本体の衝突被害軽減ブレーキ等を無効としていた。 

○ システムに抑制制御を実装していた。 

○ ドライバーは衝突直前までスマートフォンで動画を視聴していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 抑制制御 (action suppression) ：検知した危険性の妥当性を検証し代替の経路を計算する時間又はドライバー

が手動制御への引継ぎを行う時間の１秒間は減速を行わない機能 

【表１】 システム解析結果 

時間【秒】
（衝突時を
0とする）

速度
【km/h】

横断歩行者の分類及び経路推定 備考

-9.9 56 ○　規制速度が上がったことから、56km/hから加速を開始
-5.8 71 ○　速度が71km/hに到達

-5.6 71
分類：車両（レーダーによる検知）
経路推定：情報なし

○　レーダーが歩行者を車両として初めて検知

-5.2 72
分類：その他（LiDARによる検知）
経路推定：静止【Ｂ車の経路上に進入しない】

○　LiDARが歩行者を不明な物体として初めて検知

-4.2 72
分類：車両（LiDARによる検知）
経路推定：静止【Ｂ車の経路上に進入しない】

-3.9
分類：車両（LiDARによる検知）
経路推定：左側直進車線（Ｂ車の隣接車線）【経路上
に進入しない】

-3.8から
-2.7まで

72

分類：車両又はその他が数回入れ替わる（LiDARに
よる検知）
経路推定：静止又は左側直線車線が数回入れ替わ
る【いずれにしても経路上に進入しない】

○　分類が入れ替わるタイミングでは対象物は静止している
と推定。分類が入れ替わらないタイミングでは、対象物の経
路は左側直進車線を進行していると推定

-2.6 72
分類：自転車（LiDARによる検知）
経路推定：静止【Ｂ車の経路上に進入しない】

-2.5 72
分類：自転車（LiDARによる検知）
経路推定：左側直進車線（Ｂ車の隣接車線）【Ｂ車の
経路上に進入しない】

-1.5 71
分類：不明（LiDARによる検知）
経路推定：静止【一部Ｂ車の経路上に進入】

○　対象物が一部経路上に進入するとの推定に基づき、シ
ステムによる対応計画（対象物の右側への回避）を生成

-1.2 69
分類：自転車（LiDARによる検知）
経路推定：Ｂ車が進行する車線【Ｂ車の経路上に進
入】

○　0.3秒前に生成された対応計画はもはや不可能、危険な
状況であると判断
○　抑制制御（※）開始

-0.2 64
分類：自転車（LiDARによる検知）
経路推定：Ｂ車が進行する車線【Ｂ車の経路上に進
入】

○　抑制制御終了
○　引き続き危険な状況であり、システムにより減速を開始
するとともに、その旨を示す音声警告を実施

-0.02 63 ○　ドライバーがハンドル操作を行い、システムを解除

0.7 60 ○ ドライバーはブレーキ操作を実施

衝突
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